特許法３６条４項１号（実施可能要件、委任省令違反）≪勝訴事案≫
	事件番号
	発明、結論、論点等
	判示内容
	

	平成12年

(行ケ)
第66号
	交流電位治療器

*実施可能要件として理論的根拠を明らかにすることは不要
	　原告は、数値限定の科学的根拠が明らかにされていない本件明細書には記載不備の違法があると主張して、東京高裁平成１０年（行ケ）第１７２号…判決を引用するが、上記判決は、考案における数値限定の根拠について明細書で何ら言及されていない事案に係るものであって、本件波高値比率を採用することにより本件イオン比率に等しい割合で生体に交流電位を印加できるために治療効果が良好であるなどの明細書の記載がある本件とは事案を異に（する。）　　
	勝

有△

	平成12年

(行ケ)
第484号
	５相パルスモータ…

*当業者の範囲を狭く解して、実施可能要件を認めた
	　原告は，特許法３６条４項にいう「当業者」として，電気関係一般の専門家まで含めて考えるべき…と主張する。
　しかし，本件明細書を見れば，本件発明が属する技術の分野がモータ技術の分野であることは明らかであるから，特許法３６条４項にいう「当業者」としては，モータ技術の分野における専門家を指すと解すのが相当であり，これについて，広く電気関係一般の専門家まで含めて考えるべき合理的な理由は見出し難い。　
	勝

有△

	平成18年
(行ケ)
第10232号
	低融点光学ガラス

*効果を奏しないものが請求項に含まれたが、例外的な事例として、実施可能要件を認めた

Cf.H18(行ケ)10448は効果を奏しないものが含まれている場合に、サポート要件違反とした
	　原告は，…本件発明１の組成外でも，「屈伏点５７０℃以下」及び「液相温度９３０℃以下」という本件発明１の屈伏点及び液相温度の要件を満たす光学ガラスを得ることができる一方，本件発明１の組成の中であっても，屈伏点要件及び液相温度要件を満たさない光学ガラスが得られる場合もあるから，本件明細書の発明の詳細な説明からは，何が本件発明１における「選定・最適化」の手段であるのかが全く不明である旨主張する。

　甲１５資料は，本件発明１の組成の中であっても屈伏点要件及び液相温度要件を満たさない光学ガラスが得られたことを示すものであるが，例１においては，…屈伏点が５９０℃，液相温度が１０７３℃となったというものであり，例２については，…屈伏点が６２７℃，液相温度が９４８℃となったというものであるが，その組成が本件発明１の組成の臨界値に近い数値に設定されていることからすれば，いまだ例外的な事例であって，本件発明１の組成内で「屈伏点５７０℃以下」及び「液相温度９３０℃以下」という特性要件としたことの合理性を左右するに足りない。そうすると，本件明細書には，本件発明１の組成要件及び特性要件が記載されているのであるから，この組成要件を満たすガラスを製造し，製造したガラスの屈伏点と液相温度を測定して特定要件を満たしているか否かを確認すればよいのであり，大半は，特定要件を満たしているガラスとなるが，仮に特性要件を満たしていなかった場合には，組成の割合を適宜調整するという作業をくり返せば容易に「屈伏点５７０℃以下」及び「液相温度９３０℃以下」のものを見いだすことが期待でき，このような調整作業は，格別の工夫を要するものとはいえない。
	勝

有

★★★

	平成19年
(行ケ)
第10131号
	…含有シラップ

*実施可能要件の為に明細書に記載された実験の追試を提出可
	　…他の糖質の晶出を排除しない限り，本件実験２が，トレハロース晶出の有無を判定する実験として成り立たないことにはならない。したがって，本件実験２は，トレハロース晶出の有無を判定し，トレハロースの晶出抑制効果を確認する目的で実施された実験として有効である。被告が本件実験２（筆者註：明細書中の実施例の一つ）の追試として提出した実験結果（…）において得られた試料は，他の糖質が晶出するとしてもシラップとして成り立たない程の晶出状態に至っていない。… 
	勝

有

★★

	平成20年
（行ケ）
第10196号
	ダイボンディング材及び接着方法
*発明の要旨認定で、「…と…とから合成される」を「のみ」～クローズド形式の意味に解釈した。
	　…本件発明１～１２は「ダイボンディング材を用いて半導体素子を支持部材に接着した段階でのピール強度が０．５ｋｇｆ／５ｍｍ×５ｍｍチップ以上である」ことを特定要素とするものでないことは明らかである（…）。そうすると，審決の指摘する事項について「発明」の実施可能が問題となるものではなく，審決の上記判断は前提において誤りがある…。…

　被告は，本件訂正前の明細書の記載に基づいてなされた審判事件における原告の答弁書の記載に基づき，「ピール強度が０．５ｋｇｆ／５ｍｍ×５ｍｍチップ以上であること」は本件発明の実質的な特定要素の一つであると主張するが，上記答弁書の記載は本件訂正前の請求項の記載を前提とするものである上，上記答弁書の記載いかんにより請求項に記載されていない発明特定事項が新たに付加されるものではないから，被告の上記主張は採用することができない。　

	勝

有

△

	平成22年
（行ケ）
第10247号
	電界放出デバイス用炭素膜

*物の発明において，適用可能な条件範囲全体にわたって，実施例が必要とされるわけではない。
Cf.サポート要件はH23(行ケ)10254参照
	　（【請求項１】　基板上に炭素膜の層を有する電界放出デバイスであって，該炭素膜は電界の影響下で電子を放出し，該炭素膜は，１５７８ｃｍ－１～１６２０ｃｍ－１の範囲のＵＶラマンバンドを有し，該ＵＶラマンバンドは２５ｃｍ－１～１６５ｃｍ－１の半値全幅値（ＦＷＨＭ）を有する，電界放出デバイス）
…被告は，当業者が，一般的なダイアモンド状炭素（ＤＬＣ）膜の製造方法の域を出ていない本願明細書の発明の詳細な説明の記載に基づいて，本願発明１に係る「電界放出デバイス用炭素膜」を製造できることが保証されることにはならないと主張する。
しかし本願明細書に記載された複数の条件の全範囲で，本願発明が製造できる必要はなく，技術分野や課題を参酌して，当業者が当然行う条件調整を前提として，【００１０】ないし【００１２】に記載された範囲から具体的製造条件を設定すればよい。
　被告は，本件意見書に添付したランシートに記載された３つのサンプルについて，４つの製造条件（パラメータ）がカバーする範囲は，本願明細書の発明の詳細な説明（【００１０】～【００１２】）に記載された製造条件（パラメータ）の範囲の一部分でしかないと主張する。しかし，本来，物の発明において，適用可能な条件範囲全体にわたって，実施例が必要とされるわけではない。物の発明においては，物を製造する方法の発明において，特許請求の範囲に製造条件の範囲が示され，公知物質の製造方法として，方法の発明の効果を主張しているケースとは，実施例の網羅性に関して，要求される水準は異なる…。
	勝

有

★

	平成21年
（行ケ）
第10244号
	容器，溶融金属供給方法及び溶融金属供給システム

*｢付随的な目的｣に過ぎない数値限定は実施可能要件の要請が比較的緩い。

⇒明確性要件も同様

*｢過度の試行錯誤｣の当てはめ事例
	　「導出圧力の最小化」は，本件特許発明においては付随的な目的にすぎない。この点を措くとしても，被告が主張するように，公道を介して搬送する取鍋の内径は，取鍋を搬送するトラックの車幅との関係で，一定の限度内に収まらざるを得ないのであり，また，そのトラックの車幅も，公道の幅員等により，自ずから相当の限度内になるものということができる。この点につき，原告は，公道搬送可能な取鍋の大きさは千差万別である旨主張するが，取鍋の標準的な大きさは一定の範囲で自ずから存在するものであり，逆に，単に「望ましい」事項を記載しているにすぎない部分においても，あらゆる大きさや種類のトラックに対して有効なすべてのパラメータを提供しなければならないとするのでは，特許権者や出願人に過大な要求をするものであって，相当ではない。また，作業に慣れた当業者（…）が出湯を行う場合であれば，その出湯時間や速度に，大きな差があるとは考えられない。
　そして，溶融アルミニウムを流路や配管を通じて排出する場合に粘性抵抗があること自体は，当業者にとって自明であり，望ましいとされる流路の有効内径が提供されれば，それを最大限に生かすべく，他の条件を設定するよう努めるのは当然であって，ここで必要とされる試行錯誤が過度なものであるとは認められない。また，導出圧力の最小化のみを目的とする場合の数値限定と，これが単に付随的な目的にすぎない場合の数値限定では，必然的に相違が生じ，後者の場合には，他の条件との兼ね合いにより，当該目的達成の程度が変化することは明らかである。　　　　　　　　　　　
	勝

有

★

	平成21年
(行ケ)
第10281号
	加工性の良い高強度合金化溶融亜鉛めっき鋼板とその製造方法
	　審決は…本件発明１・２において，本件発明３の方法以外で製造する方法が示されていないとするが，本件発明３の方法で製造することが可能である以上，実施可能要件がないとすることはできない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	勝

有

○

	平成21年
(行ケ)
第10004号
	高圧縮フィルタートウベール，およびその製造プロセス

*数値限定についての実施可能要件判断の基準を示した

(進歩性判断における効果の記載とは違う)
	　…本件明細書には，…ベールを安全に積み上げておくことができなくなるという課題，及び，フィルタートウの膨張によってストラップを施したベールのパッケージでさえも破裂開封してしまうという課題があったことについての記載がある…。…

　これに対し，本件明細書には，上記課題を解決するための手段として，ベールの頂面における内接矩形内に位置する部分の少なくとも９０％が，平坦な板から約４０mm以下離間する程度に，ベールの頂面及び底面が平面であるようにすること，フィルタートウのパッケージ包装材を気密にシールするとともに，少なくともベールが梱包された後に外圧に対して少なくとも０．０１ｂａｒの負圧がベールにかかっている状態にすること，負圧の制御方法の記載があることが認められるのであって，本件発明１につき，当業者において，本件明細書の記載により，その課題との関係での数値限定を付した技術的意義を理解できるものと解され，そうすると，数値限定を付した場合の効果（実施例）と，このような数値限定を満足しない場合の効果（比較例）との十分な記載がないから，本件発明１の技術的意義が十分に記載されているとはいえないとの理由のみで…特許法３６条４項１号の規定に適合しないとした本件審決の判断も首肯し得ない…。　　　　　

	勝

有

★★★

	平成21年
(行ケ)
第10304号
	光沢黒色系の包装用容器
	　本件発明の課題は優れた光沢を出すことにあり，光沢を出すためには昇温結晶化温度が非常に重要とされる一方で，固有粘度は，容器の強度，形状，成形のしやすさの観点から設けられた条件であると認められる。そして，【表２】における実施例と比較例との比較においても，光沢の有無は検討されているが，容器の強度等については触れられていないのであって，固有粘度の差による影響は必ずしも明らかではない。そうすると，フェノールとテトラクロロエタンとの混合割合が５０対５０，６０対４０，７５対２５（３対１）のいずれであっても，固有粘度に最大で０．０２程度の差しか生じないとすれば，そのような差が生じるからといって，直ちに当業者（その発明の属する技術の分野における通常の知識を有する者）が光沢を有する容器の製造を目的とする訂正前発明２を実施することができないとまではいえないというべきである。…被告は，本件発明の発明特定事項である固有粘度０．５５以上の数値に対して，比較例１では固有粘度０．５４であって，０．０１の差により発明の目的を達成できなくなるのであるから，０．０２は大きな差であると主張する。…実施例と比較例とは光沢の有無により比較されているのに対し，固有粘度は容器の強度等に関する数値であるから，固有粘度が０．５４である比較例１で発明の目的を達成していないとしても，その原因が固有粘度にあるとは断定しがた…い。　　　　　　　　　　　　　
	勝

有

△

	平成21年

(行ケ)
第10440号
	合成樹脂製窓材

*技術常識を考慮して実施可能とされた

⇒H24(行ケ)10321同旨

⇒H24(行ケ)10020同旨
	　当業者の技術常識を前提とすると，相違点３に係る本件発明の条件が示すように全厚さに対する外層部分の厚さの比について一定の数値が与えられれば，バリ取りによって内層が露出しない範囲で溶着代を設定することは，当業者にとって格別困難なこととはいえず，実施可能であるし，相違点３に係る本件発明の条件は，外層部分の厚さの比について下限を設定しているから，常に必ず一定の溶着代の存在を前提としており，溶着代が小さいからといって接合の強度が直ちに失われるものではないことは，明らかである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
	勝

有△

	平成22年（行ケ）第10348号
	飛灰中の重金属の固定化方法及び重金属固定化処理剤

*「実施可能要件」の規範を示した

*H23(行ケ)10147同旨

	…方法の発明における発明の実施とは，その方法の使用をすることをいい（特許法２条３項２号），物の発明における発明の実施とは，その物を生産，使用等をすることをいうから（同項１号），方法の発明については，明細書にその方法を使用できるような記載が，物の発明については，その物を製造する方法についての具体的な記載が，それぞれ必要があるが，そのような記載がなくても明細書及び図面の記載並びに出願当時の技術常識に基づき当業者がその方法を使用し，又はその物を製造することができるのであれば，…実施可能要件を満たすということができる。…

　引用例３（昭和５５年３月刊行）には，ピペラジンジチオカルバメート及びピペラジンビスジチオカルバメートのナトリウム塩が公知の方法で合成された旨の記載があり，また，甲１９（昭和５４年刊行）にもピペラジンジチオカルバミン酸ナトリウムを合成した旨の記載があることからすると，本件各化合物は，本件出願日当時において公知の化合物であり，その製造方法も，周知の事項であったものと認められる…。したがって，本件明細書の発明の詳細な説明の記載の有無にかかわらず，当業者は，本件出願日当時において，本件各化合物を製造することができたものと認められる。　
	勝

有

○

	平成22年（行ケ）第10249号
	フルオロエーテル組成物及び，ルイス酸の存在下におけるその組成物の分解抑制法

*第一次審決取消後、訂正した。

⇒実施可能要件ＯＫ
	　もともとセボフルランは麻酔剤の成分として相当程度安定であるところ，水が一般に…酸抑制剤として周知であること…をも考慮すれば，前記の２０６ｐｐｍ以上０．１４％ｗ／ｗ未満の含有率となるよう（この点が，無効２００５－８０１３９号事件の第一次取消判決後に限定された構成である。）セボフルランに水分を添加することで，…この種の薬品に通常予想される保管・使用の方法においても，相当期間セボフルランの分解を防止（抑制）し得ることを当業者において容易に理解することができる…。
…確かにルイス酸は極めて広範な概念であり，ルイス酸の作用機序も様々である上，各訂正発明の優先日当時に，原告や各訂正発明の発明者以外の当業者が，セボフルランがルイス酸によって分解されることを知らなかったとしても，訂正明細書の発明の詳細な説明にはルイス酸がセボフルランを攻撃・分解する機構や分解を防止（抑制）する機構が一応記載されているし，各訂正発明では，前記のとおり一般にルイス酸抑制剤として周知な水が分解防止のための成分として採用されているから，麻酔薬に使用される組成物の調製程度のことであれば，必要に応じて上記の範囲内で含有水分量を適宜増量することで，当業者の技術常識に照らして，ルイス酸によるセボフルランの分解防止という各訂正発明の作用効果を奏することができる…。　
	勝

有

△

	平成20年
（行ケ）
第10235号
	…共沸混合物様組成物
*唯一の実施例が訂正により発明の対象外となったが、その他の各記載も考慮して、実施可能要件OKとされた事案

*クレームの記載を発明限定事項でないと認定して、当該記載にかかる実施可能要件違反を否定した

*リパーゼ判決との関係で、発明の要旨認定に関する傍論も要研究!!（後掲）

*「自白」の成否も要確認（後掲）
	（請求項１）約１．０～約５０．０重量％のペンタフルオロエタンと約９９．０重量％～約５０．０重量のジフルオロメタンとを含み，３２°Ｆにて約１１９．０ psiaの蒸気圧を有する共沸混合物様組成物
　取消事由１（「本件発明が本件訂正明細書における実施例によってカバーされていない」旨の認定の誤り）について

…からすれば，フルオロカーボンをベースとした流体が，冷却，空調，ヒートポンプ用として工業的に広く使用されていること，蒸気圧縮システムにおいて使用される冷媒の多くは，単一成分からなる流体か，又は共沸混合物様組成物であることが認められる。
　さらに，本件訂正明細書の実施例１，２の記載からすれば，本件発明における共沸混合物様組成物は，その全範囲（ペンタフルオロエタンが約３５．７～約５０．０重量％，ジフルオロメタンが約６４．３～約５０．０重量％の範囲）に渡って真の共沸混合物のように挙動する，すなわち単一の物質であるかのように挙動することが理解でき，本件発明の組成物につき，フルオロカーボンをベースとした流体の周知の用途である空調又はヒートポンプの冷媒に用いることができることも，当業者であれば理解可能である。
　なお，実施例４として記載されていた具体例(ペンタフルオロエタンが２０重量％，ジフルオロメタンが８０重量％のもの)は，本件訂正によって，本件発明の範囲外とはなったが，本件訂正明細書には，組成範囲が限定された本件発明の組成物も，訂正前の組成物と同様に共沸混合物様であることが開示されているから，当業者であれば，共沸混合物様の組成物を用いる実施例４の記載をもって，本件発明と同様の効果を導き出すことが容易といえる。
　また，本件発明が共沸混合物様であることを示す実施例１，２や，難燃性であることを示す実施例３の記載からしても，当業者が本件発明の効果を理解することは可能というべきである。
　以上のとおり，当業者であれば，本件訂正明細書の記載から，本件発明に係る共沸混合物様組成物の全範囲が空調用又はヒートポンプ用の冷媒として使用できることが理解可能であって，実施例４として記載されていた具体例が本件訂正によって本件発明の対象外となってもなお，本件発明が実施可能要件に欠けることはないというべきである。

　取消事由２（「訂正後の請求項１における組成範囲の記載では，『３２°Ｆにおいて約１１９．０ psia の蒸気圧』を実施することはできない」旨の判断の誤り）について

…当初明細書や本件訂正明細書の記載からすれば，本件訂正前の請求項１の発明が，「約２５重量％のペンタフルオロエタンと約７５重量％のジフルオロメタンを含んだ組成物」に限定されていたと解することはできず，同発明は「約１．０～約５０．０重量％のペンタフルオロエタンと約９９．０～約５０．０重量％のジフルオロメタン」とからなり，「『３２°Ｆにて約１１９．０ psia の蒸気圧を有する（真の）共沸混合物』のように挙動する組成物」であったと解すべきである。そして，「３２°Ｆにて約１１９．０ psia の蒸気圧を有する」との記載は，あくまで「真の共沸混合物」が有する属性として記載されたものと解するのが相当である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	勝

有

★★★

	東京地判
平成22年（ワ）

第26341号
<大須賀>
	油性液状クレンジング用組成物
*当業者が配合割合を適宜変更して実施可能とした当てはめ例

(サポート要件も同様)
*「油性液状クレンジング用組成物」というクレーム文言解釈として、発明の詳細な説明を考慮して、「透明性」という作用効果を構成要件とした⇒結局、「透明性」を満たすとして充足。(透明度は、従属項の数値より低くても、充足とした。)
	　　特許法３６条４項（実施可能要件）

…本件発明１は，手や顔が濡れた環境下で使用することができる，透明であり，かつ，適度な粘性を有する油性液状クレンジング用組成物を提供することをその作用効果とするものであり，当該作用効果は，本件特許発明の請求項１ないし５に係る各発明に共通の作用効果として示されたものであって，請求項２は，本件発明１に係る構成に加え，その作用効果のうち，透明性に関する点を，光の透過率により限定し，より高い作用効果を得られる場合があることを示したものである。
　したがって，本件発明１は，請求項２に該当する場合を包含するものということができるところ，…本件明細書の実施例…の記載における「外観」及び「透過率」は，請求項２に係る作用効果を示すものであるから，本件明細書には，（Ａ）ないし（Ｄ）成分からなる構成が示され，かつ，その場合に請求項２に係る作用効果が得られたことが記載されている…。そうすると，本件明細書には，本件発明１に係る構成のみの効果は記載されていないものの，本件発明１に係る構成を含む請求項２に係る作用効果は示されているものということができ，本件発明１がその作用効果を奏することを裏付ける記載がされている…。
　また，本件明細書において，（Ａ）ないし（Ｄ）成分の具体例…が示され，かつ，各成分の好適な配合量が開示されており…，実施例１ないし７において各成分の具体的組合せや配合量も示されているのであるから…，本件明細書の記載に接した当業者は，その記載内容を参考に，技術常識に従い，（Ａ）ないし（Ｄ）成分として使用する各成分の具体的組合せ及び配合量を適宜決定することにより，本件発明１に係る作用効果を奏する油性液状クレンジング用組成物を得ることができるものと認められるのであり，これは，原告及び被告の行った各実験結果（甲２５，２７，２９，３０，乙２の８）において，本件発明１に係る作用効果を奏する油性液状クレンジング用組成物が得られていることからも明らかである。
　この点に関し，被告は，（Ａ）ないし（Ｄ）成分を含有し，かつ，本件明細書の実施例に従って配合割合を決定した組成物であっても，…安定性を欠くものがみられたから，本件各発明は実施可能性を欠くものであると主張する。しかし，……被告の実験結果は，本件明細書記載の実施例において（Ａ）ないし（Ｄ）成分として使用されている物質のうち（Ｃ）成分を実施例とは異なる物質に，（Ｄ）成分について一部を実施例とは異なる物質に変更する一方，各成分の配合割合を本件明細書記載の実施例記載のものと同一としたもの（…）または本件明細書記載の実施例において，（Ｅ）成分として配合されているジイソステアリン酸デカグリセリンを配合せず，油剤の配合割合をその分だけ増やしたもの（…）である。被告実験では，安定性が認められないなどの実験結果が示されているものの，他方，原告からは，各成分について使用する物質を被告実験と変更することなく，その配合割合を変更したところ，本件発明１に係る作用効果を奏する油性液状クレンジング用組成物が得られた旨の実験結果（…）が示されている。そうすると，当業者は，（Ａ）ないし（Ｄ）成分として用いる物質の変更や，（Ｅ）成分を配合しないものとしたことに従い，各物質の特性等を考慮し，（Ａ）ないし（Ｄ）の各成分の配合割合を適宜変更することにより，本件発明１を実施することができるものと認められ，かつ，配合割合等の適宜の変更は，当業者の技術常識に従って可能なものであると認められる。

　　特許法３６条６項１号（サポート要件）
…本件明細書には，（Ａ）ないし（Ｄ）成分として使用することのできる物質の具体例，各成分の好適な配合割合が記載されている。また，本件明細書の…には，「…油剤の配合量は油性液状クレンジング用組成物の全量に対して，４０～９５質量％が望ましい。４０質量％未満では，メイク化粧料を肌から浮き出させる効果が乏しくなり，９５質量％を超えるとメイク化粧料をなじませた後の洗い流しが困難となる。」，…「…デキストリン脂肪酸エステルの配合量は０．５～５質量％が好ましい。０．５質量％未満では，十分な粘性が得られにくく，５質量％を超えると，透明に溶解することが困難となり，製剤が固くなりすぎる傾向にある。」，…「炭素数８～１０の脂肪酸とポリグリセリンのエステルは，本発明のクレンジング用組成物の全組成に対し，１～４０％，特に５～２５％の範囲で配合するのが好ましい。１％より少ない場合には組成物の洗浄性，水洗性が不充分になり，４０％より多い場合は，『流動性が悪く油性液状を保てない』『使用時の肌への刺激等の問題が生じる』などの可能性が考えられる。」，…「…陰イオン界面活性剤の配合量は０．１～１質量％が好ましい。０．１質量％未満では，デキストリン脂肪酸エステルを透明に分散させる効果が得られ難く，１質量％以上では，陰イオン界面活性剤が析出する恐れがある。」と記載されているのであり，これらの記載は，上記配合割合等が好適である理由につき，皮膚が濡れている場合のクレンジング力，透明性，安定性，粘度との関係において説明するものであるから，本件明細書に接した当業者は，本件明細書の上記各記載から，本件各発明における課題（手や顔が濡れた環境下で使用することができる，透明であり，かつ，適度な粘性を有する油性液状クレンジング用組成物を提供すること）が解決されるものと認識することが可能であるものと解される。
　したがって，本件各発明は，いわゆるサポート要件を欠くものではな…い。　
	勝

有

△

	平成23年（行ケ）第10364号
	流体によって冷却される，比出力が高い電動モータ

*作用効果の記載、発明以外の記載は、いささか不明瞭でも実施可能要件ＯＫ

*上限値が特定されていないクレームが、実施可能要件ＯＫと判断された事例
*複数の部材から成る本願発明の実施可能要件は、本願発明を構成する部材ごとに実施可能要件を検討すべきである。（※商事法務「特許審決取消訴訟の分析」の分析。同書P91）
	　【請求項】　ポリマー材料で作製されて固定子を含むモータ・ハウジングを備えた流体冷却式電動モータであって…熱伝導性で電気絶縁性の充填剤を少なくとも４０重量％の量で含有することを特徴とする電動モータ
　本願発明は…物の発明であるが，その特許請求の範囲に記載の構成を備えた電動モータであるから，本願発明が実施可能であるというためには，本願明細書の発明の詳細な説明に本願発明を構成する部材を製造する方法についての具体的な記載があるか，あるいはそのような記載がなくても，本願明細書の記載及び本件出願日当時の技術常識に基づき当業者が当該部材を製造することができる必要があるというべきである。

　…本願明細書【０００６】の記載部分は，本願発明の作用効果について言及しているにすぎないものであって，本願発明の実施方法について言及しているものではないから，仮に当該部分が明瞭でないとしても，そのことは，当業者が本願発明を構成する部材のうち，特に当該記載部分と関係する「ポリマー材料」及びこれに関連する部材を製造することを不可能ならしめるものではない。…

　…被告は，本願発明の構成では充填剤の充填量が１００重量％近くの場合も含まれる結果，モータ・ハウジングをどのようにして形成するのかを当業者が容易に実施し得ない旨を主張する。しかしながら，本願明細書の記載…及び図１によれば，本願発明の「モータ・ハウジング」は，ポンプ及び電動マイクロモータ等を備える構造的な部材であることが明らかであって，「流体によって冷却される，比出力が高い電動モータ」として使用可能な程度に強度等を備えていることは，当然の前提であるというべきであって，モータ・ハウジングを構成する「ポリマー材料」について，充填剤が１００重量％近くとなり，主たる成分であるデュロマーをほとんど含まない材料を使用することは，それ自体，想定することが不合理な前提である。したがって，被告の上記主張は，それ自体不合理なものとして採用できない。
　また，被告は，本願発明の「ポリマー材料」となるデュロマー（液体エポキシ樹脂）の物性や充填剤（Ａｌ２Ｏ３の細粉）の熱伝導性が一義的に決まらないから，本願発明の作用効果が推認できず，デュロマーが４０重量％以上含有されることで熱伝導率が著しく増大する理由（臨界性）が不明であるばかりか，液体エポキシ樹脂やＡｌ２Ｏ３の細粉も当業者が実施できる程度に具体化されていない旨を主張する。しかしながら，作用効果の有無や，デュロマーの重量比が有する技術的意義は，いずれも本願発明の容易相当性の判断において考慮され得る要素の一つであるにすぎず，実施可能性とは直接関係がないばかりか，上記の液体エポキシ樹脂及びＡｌ２Ｏ３の細粉の材料は，いずれも市販品として容易に入手可能である…から，これらの材料の詳細が本願明細書に示されていないからといって，当業者が本願発明を実施できなくなるものではない。

　本願明細書【００１４】の記載部分は…日本語としていささか不明瞭なものであり，…より明瞭なものに補正されることが望ましい。しかし，…上記「軸受」及び「シャフト封止材」は，いずれも本願発明を構成する部材ではないから，上記引用に係る記載部分が，上記のとおりいささか不明瞭であるとしても，そのことによって，当業者が本願発明を実施することができなくなるというものではない。…　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
	勝

有

○

	平成24年

(行ケ)
第10020号
	発光装置

*出願時に「80%」を未実現でも、出願後に最適化すれば実現可能として、出願後に実現できた事実も引用して実施可能要件OK

（出願後の追試結果も考慮した）

⇒ 子出願の進歩性も肯定された。（平成27年(行ケ)10097号）
	　確かに，…本件明細書の発明の詳細な説明には，赤色蛍光体及び緑色蛍光体として使用できる具体的な物質が，内部量子効率を含む各特性を含めて記載されているところ，本件明細書に開示されている緑色蛍光体の内部量子効率は８０％以上であるが，赤色蛍光体の内部量子効率は８０％未満であり，したがって，本件明細書には，内部量子効率が８０％以上の緑色蛍光体については記載されているが，内部量子効率が８０％以上の赤色蛍光体については，直接記載されていないというほかない。
　しかしながら，…本件明細書には，赤色蛍光体及び緑色蛍光体の製造方法について，その原料，反応促進剤の有無，焼成条件（温度，時間）なども含めて具体的に記載されているのみならず，赤色蛍光体の製造方法については，本件出願時には製造条件が未だ最適化されていないため，内部量子効率が低いものしか得られていないが，製造条件の最適化により改善されることまで記載されているものである。そうすると，研究段階においても，赤色蛍光体について６０ないし７０％の内部量子効率が実現されているのであるから，今後，製造条件が十分最適化されることにより，内部量子効率が高いものを得ることができることが記載されている以上，当業者は，今後，製造条件が十分最適化されることにより，内部量子効率が８０％以上の高い赤色蛍光体が得られると理解するものというべきである。
　証拠（甲５，１２～１７）によれば，蛍光体の製造方法において，製造条件の最適化として，結晶中の不純物を除去すること，結晶格子の欠陥を減らすこと，結晶粒径を制御すること，発光中心となる付活剤の濃度を最適化すること等により，蛍光体の効率を低下させる要因を除去することは，本件出願時において当業者に周知の事項であったと認められる。したがって，本件明細書の発明の詳細な説明に内部量子効率が８０％未満の赤色蛍光体が記載されているにすぎなかったとしても，当業者は，蛍光体の製造方法において，製造条件の最適化を行うことにより，赤色蛍光体についても，その内部量子効率が８０％以上のものを容易に製造することができるものと解される。実際，証拠（甲１８）によれば，本件出願後ではあるが…内部量子効率が８６ないし８７％のＣａＡｌＳｉＮ３：Ｅｕの赤色蛍光体が製造された旨が発表されたことが認められる。

　以上によると，本件明細書の発明の詳細な説明には，当業者が内部量子効率８０％以上の赤色蛍光体を製造することができる程度の開示が存在するものというべきである。　　　　　　　　　　　　　　 
	勝

有★★★

	平成24年
（行ケ）
第10312号
	液体インク収納容器

*特定の構成を有する製品が発明の詳細な説明に基づいて実施可能か否かは、36条4項と無関係
	…いわゆるサポート要件に関する特許法３６条６項１号は，発明の詳細な説明に記載していない発明について特許請求の範囲に記載すると，公開されていない発明について独占的，排他的な権利が発生することになり，一般公衆からその自由利用の利益を奪い，ひいては産業の発達を阻害するおそれを生じ，特許制度の趣旨に反することになるから，これを防止する趣旨で，特許請求の範囲の記載に際し，発明の詳細な説明に記載した発明の範囲を超えて記載してはならない旨を規定するものである。そして，特許請求の範囲の記載がサポート要件に適合するか否かは，特許請求の範囲の記載と発明の詳細な説明の記載とを対比し，特許請求の範囲に記載された発明が，発明の詳細な説明に記載された発明で，発明の詳細な説明の記載により当業者が当該発明の課題を解決できると認識できる範囲のものであるか否か，また，その記載や示唆がなくとも当業者が出願時の技術常識に照らし当該発明の課題を解決できると認識できる範囲のものであるか否かを検討して判断されるものである。…

　しかし，いわゆる実施可能要件に関する特許法３６条４項１号は，発明の詳細な説明に基づいて当業者が実施できない発明に対して，独占的，排他的な権利を付与することは，一般大衆からその自由利用の利益を奪い，ひいては産業の発達を阻害するおそれを生じ，特許制度の趣旨に反することとなるから，これを防止する趣旨で設けられたものである。
　上記の趣旨に照らすならば，実施可能要件充足性は，本件明細書の発明の詳細な説明に，当業者が，発明が解決しようとする課題，解決手段，その他の発明の技術上の意義を理解するために必要な情報が記載されているか否かによって判断されるべきものであり，「Ｎ－１型プリンタ」という特定の構成を有する製品が本件明細書の請求項１及び３に含まれるか否かや「Ｎ－１型プリンタ」が発明の詳細な説明に基づいて実施可能か否かは，実施可能要件充足性の問題には当たらない…。
	勝

有△

	平成24年(行ケ)
第10321号
	合わせガラス用中間膜

*当業者の技術常識を考慮して、実施可能要件OKとした。

⇒H21(行ケ)10440同旨

⇒H24(行ケ)10020同旨
Cf.当業者の技術常識を否定し、実施可能要件×とした事例として、例えば：
H24(行ケ)10299等
	…によれば，ＴＯＦ－ＳＩＭＳを用いた測定は，一般にバックグラウンド（１次イオンビームを照射しないときに検出される値）が低く，絶対感度がごく高いため，通常，２次イオンビームの測定結果（カウント数）を輝点と評価するかに関する設定値である閾値をゼロにして測定することは，当業者に広く行われている取扱いであると認められる（技術常識。審決も１９頁でこの旨認定する。）。そして，本件発明の中間膜のＴＯＦ－ＳＩＭＳを用いた測定では，かかる通常の取扱いと異なる取扱いを採用する理由は存しない。そうすると，訂正明細書にＴＯＦ－ＳＩＭＳの閾値に関する記載がないからといって，当業者が本件発明を実施することができないとすることはできず，閾値を変化させたときに２次イオンのイメージング画像が異なり得る可能性をもって実施可能要件違反があるということはできない。
　なお，ＴＯＦ－ＳＩＭＳの２次イオンの検出には，２次イオンの個数をカウントする上限である飽和点があるところ，ＴＯＦ－ＳＩＭＳでは試料の損傷を抑えるために，単位時間当たりに照射する１次イオンビームの強度を大きくしないのが通常であるから，かような飽和点は問題となりにくい（乙４）。仮に飽和点が問題となるとしても，当業者であれば，可能な限り飽和点に近いが，飽和点を超えない積算回数を採用して試験を実施することが容易であり，かつかような手法で試験することが当業者に一般的である（甲７９）。したがって，訂正明細書にＴＯＦ－ＳＩＭＳの１次イオンビームの照射回数ないし積算回数に関する記載がないからといって，当業者が本件発明を実施することができないものではない。また，被告のＰＶＢ研究開発グループのＤ作成に係る実験報告書（甲１８）は，２次イオンイメージングのドット（輝点）の大きさが１μｍと大きすぎ，積算回数等に係る発明の実施の困難性の論拠として採用し難い。　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	勝

有△

	平成25年(行ケ)
第10250号
	ポリイミドフィルム

*実施可能要件の立証責任は出願人
	…本件明細書は，具体的に溶媒含量，温度条件，延伸速度等をどのように制御すれば熱膨張係数が本件発明９の程度まで小さくできるのかについて具体的な指針を何ら示していない。本来，実施可能要件の主張立証責任は出願人である被告にあるにもかかわらず，被告は，本件発明９の熱膨張係数の範囲を充足するＯＤＡ／ＢＰＤＡの２成分系ポリイミドフィルムの製造が可能であることについて何ら具体的な主張立証をしない。…　　　　　　　　 
	勝

有△

	平成26年(行ケ)
第10238号
	活性発泡体

*何らかの技術上意義のある態様で使用可能

⇒実施可能要件OK
	　…物の発明における発明の実施とは，その物の生産，使用等をする行為をいうから（特許法２条３項１号），同法３６条４項１号の「その実施をすることができる」とは，その物を作ることができ，かつ，その物を使用できることであり，物の発明については，明細書にその物を生産する方法及び使用する方法についての具体的な記載が必要であるが，そのような記載がなくても，明細書及び図面の記載並びに出願当時の技術常識に基づき，当業者がその物を作ることができ，かつ，その物を使用できるのであれば，上記の実施可能要件を満たすということができる。
　さらに，ここにいう「使用できる」といえるためには，特許発明に係る物について，例えば発明が目的とする作用効果等を奏する態様で用いることができるなど，少なくとも何らかの技術上の意義のある態様で使用することができることを要するというべきである。これを本願発明についてみると，…本願明細書及び図面の記載並びに本願出願当時の技術常識に基づき，当業者が，本願発明に係る活性発泡体を作ることができ，かつ，当該活性発泡体を使用できる必要があるとともに，それで足りる…。
	勝

有○

	平成29年(行ケ)
第10113号

＜鶴岡＞

H30.10.25
	…発泡性組成物

*実施例の誤記を認定して実施可能要件〇
*出願後の追試により実施可能要件を否定できなかった事例
*極端な場合について課題解決できないと追試結果を提出した
⇒自ずと制約があるから前提において誤り
	…組成物の発明にあっては，当業者が本件明細書の記載並びに親出願の出願日当時の技術常識に基づいて，その組成物を生産でき，かつ，使用できるように，方法の発明にあっては，その方法を使用できるように，それぞれ具体的に記載されていると認められる。…表の上部に「調整した溶液を泡が生成されたか否かについて評価し，もしそうであったならば生成した泡を下記のように既述した」と記載されていることを考慮しても，実施例３３～３６については，「泡の評価／記述／特性」欄の記載及びその組成に照らし，泡が生成したと考えるのが合理的であるから，当業者は「泡の生成」欄の「無」は誤記である可能性が高いと理解すると認めるのが相当である。したがって，実施例３３～３６の記載に関する原告の主張は採用し難い。…
　原告は，原告が実施した実験において，エタノールの濃度が99.5v/v％，界面活性剤としてbis-PEG-12ジメチコーンのみを0.01重量％含有する組成物では泡が形成されなかったと主張する。しかし、実施可能要件適合性は，出願時の技術常識を前提として，明細書の発明の詳細な説明の記載に基づいて判断すべきであるから，当該実験結果が本件特許の親出願時の技術常識であったと認められるのであればともかく，単に出願後に行われたにすぎない実験結果に基づいて要件適合性の有無の立証をすることはできないというべきである。仮にこの点を措くとしても，…本件発明は，アルコール，bis-PEG-[10-20]ジメチコーン又はbis-PEG-[10-20]ジメチコーンの混合物，水のほかに，第二の界面活性剤や泡安定剤を含有し得るものであるから，アルコールの含有濃度には自ずと制約が存するにもかかわらず，そのような制約を考慮しない原告の主張は，その前提において 誤りである。


	勝

有★

	平成28年(行ケ)
第10218号

＜清水＞
	トール様受容体に基づく免疫反応を調整する免疫調節ヌクレオチド（ＩＲＯ）化合物
	　本願明細書の…記載によれば，同配列アンタゴニスト化合物は，アゴニスト作用を示していたＩＭＯについて，「ＧＡＣＧ」部分に化学修飾を導入して同部分をＮ２Ｎ１ＣＧモチーフにすることにより，アンタゴニスト作用を示すに至ったことが認められる（以下，当該作用変化を「本件反転作用」という。）。このような記載に接した当業者は，本件反転作用を生じさせた原因となる部分は，その他の配列が同一である以上，化学修飾を導入したＮ２Ｎ１ＣＧモチーフに存在するものと理解するのが自然である。…当業者は，本件反転作用を生じさせた部分は，Ｎ２Ｎ１ＣＧモチーフ自体であって，５’末端側隣接配列又は３’末端側隣接配列ではないと理解するのであるから，Ｎ２Ｎ１ＣＧモチーフを有する本願ＩＲＯ化合物も，１２種類化合物と同様に，アンタゴニスト作用を奏する蓋然性が高いものと論理的に理解するのが自然である。…したがって，本願明細書に接した当業者は，本願ＩＲＯ化合物が高い蓋然性をもってＴＬＲ９のアンタゴニスト作用を奏し，かつ，ＴＬＲ９のアンタゴニストとして作用し得る本願ＩＲＯ化合物がＴＬＲ９のアゴニスト作用を原因とする上記各疾患を治療的に処置し得ることを理解することができるのであるから，本願明細書中の発明の詳細な説明の記載は，当業者によって本願出願当時に通常有する技術常識に基づき本願発明の実施をすることができる程度の記載である…。　
	勝

有△

	平成26年(行ケ)
第10263号

＜清水＞
	ビタミンＤおよびステロイド誘導体の合成用中間体…の製造方法

*新規な製造方法が、発明の課題⇒製造することができればＯＫ
*サポート要件も同じ理由付けでＯＫ
	　本件発明は，ステロイド環構造又はビタミンＤ構造にマキサカルシトール側鎖を有する化合物の製造方法として，従来技術にない新規な製造方法を提供することを課題とし，そのような新規な製造方法を提供することに技術的意義を有するものであるから，所期した化学反応が進行し，目的とする化合物が製造できれば足り，その収率が高いこと等が必要とされるものではない。そうすると，発明の詳細な説明には，その収率を問わず，出発化合物から出発して本件発明の中間体や目的化合物を製造することが，明細書及び図面の記載並びに出願当時の技術常識に基づいて理解できる程度の記載があれば足りる…。…

　本件発明は，ステロイド環構造又はビタミンＤ構造にマキサカルシトール側鎖を有する化合物の製造方法として，従来技術にない新規な製造方法を提供することを課題とするものであり，前記３に述べたとおり，当業者は，本件発明について，発明の詳細な説明には，当業者が，本件発明１のエポキシド化合物（中間体）を経由して本件発明１３の目的化合物を製造する方法を実施できるように記載されていることから，従来技術にない新規な製造方法であり，上記発明の課題を解決できることを理解することができる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	勝

有★

	平成30年(行ケ)
第10150号

＜高部＞
	手袋に対するテクスチャード加工表面被覆および製造方法

*発明の課題と実施可能要件（及び進歩性）

*H27(行ケ)10150は、物の発明において物の「生産」「使用」の両方を判断した。
	　…物を生産する方法の発明についての実施とは，その方法を使用する行為及びその方法により生産した物を使用等する行為をいう（同法２条３項３号）から，物を生産する方法について上記実施可能要件を充足するためには，明細書の発明の詳細な説明において，当業者が，発明の詳細な説明の記載内容及び出願時の技術常識に基づき，過度の試行錯誤を要することなく，その方法を使用し，かつ，その方法により生産した物を使用できる程度の記載があることを要し，また，その程度の記載のあることをもって足りるものと解される。…

　本件各発明の方法により製造される手袋が，原告の引用する手袋（甲１，甲２及び甲７）よりも優れたグリップ力を有するか否か，及び，つまみ力試験でグリップ力の測定ができるか否かは，本件明細書の発明の詳細な説明の記載が実施可能要件を満たしているか否かとは関係がない。…原告の主張は，本件各発明が，甲１，甲２及び甲７等の従来技術よりも手袋のグリップ力を向上させることを課題とするにもかかわらず，その課題の達成が追試可能な形で示されていないという趣旨のものと理解できないわけではない。しかし，そうであれば，結局のところ，本件各発明の上記従来技術に対する進歩性を問題とするものであり，発明の公開の程度を問題とするものではないから，いずれにせよ実施可能要件の充足を争う主張としては失当というほかない。 
	勝

有★

	平成31年

(行ケ)
第10064号

＜高部＞
	椅子式マッサージ機

*実施可能要件には、禁反言の適用無し

⇒実施可能要件〇
	…原告は、被告が本件出願の審査過程で主張した，左右の施療子によって使用者の背中に対し左右交互に前後の叩き動作が繰り返されるという作用効果に関しては，制御手段としてさらに具体的な説明が必要であるのに，本件明細書の発明の詳細な説明には何らの記載も存在しないとも主張する。しかし，実施可能要件の適合性は，請求項に係る発明について，明細書の記載と出願時の技術常識とに基づいて判断され，その判断が，出願人の審査段階の主張により左右されるとは解されない。実施可能要件の適合性の判断を，出願人が出願経緯において述べた事項が禁反言の法理等により技術的範囲の解釈に影響することがあるということと同様に考えることはできない。
	負不★

	平成31年
（ネ）
第10014号
＜高部＞
	PCSK9に対する抗原結合タンパク質（アムジエンv.サノフィ）

*実施出来るべき範囲
	　発明の詳細な説明の記載に，ＰＣＳＫ９とＬＤＬＲタンパク質の結合を中和することができ，ＰＣＳＫ９との結合に関して，参照抗体１又は２と競合する，単離されたモノクローナル抗体の技術的思想を具体化した抗体を作ることができる程度の記載があれば，当業者は，その実施をすることが可能というべきであり，特許発明の技術的範囲に属し得るあらゆるアミノ酸配列の抗体を全て取得することができることまで記載されている必要はない。　　　　　　　　　 
	勝有★★

	令和2年
（行ケ）
第10049号
＜鶴岡＞
	作業機

*実施可能要件違反の審決を取り消した。
（シミュレーションで立証できた。）
*特許権者の主張する実施場面が変遷した⇒信義則/禁反言なし
	【請求項】…エプロンを跳ね上げるのに要する力は，エプロン角度が増加する所定角度範囲内において徐々減少…する作業機。
　構成要件Ｇの「エプロンを跳ね上げるのに要する力は，エプロン角度が増加する所定角度範囲内において徐々に減少」するという構成の理論的説明の具体的内容は，…シミュレーションし，…構成要件Ｇが実現できることを具体的に示した。…
…被告従業員作成…報告書…には，耕うん姿勢でエプロンを跳ね上げるのに要する力を測定することが記載されていたところ，本件無効審判において…エプロンを跳ね上げるのに要する力の測定（検証）を行うに当たり，原告は，…「「前記エプロンを跳ね上げるのに要する力は，エプロン角度が増加する所定角度範囲内において徐々に減少する」ことを，報告書…に記載された方法により測定することについて特に異存はない。」…と記載し，その結果，エプロンを跳ね上げるのに要する力の測定（検証）は，耕うん姿勢で行われた。しかし，上記の原告の対応は…エプロンを跳ね上げるのに要する力を測定（検証）する方法に関するものにとどまり，本件無効審判におけるその後の原告の主張を制限する根拠となるようなものであったとは認められず，その後原告の主張が実際に制限されたことも窺われない。そうすると，原告が上記のような対応をしたとしても，原告が，耕うん姿勢以外の「作業機全体が地上に引き上げられた状態」で構成要件Ｇが実施可能である旨主張することが，信義則又は禁反言の原則に反するとは認められない。　　　　　　　　　　　　　　　　 
	勝有△

	令和2年
（行ケ）
第10077号
＜大鷹＞
=
同10078,82
同10079,83

同10080,84
	５－ＨＴ１Ａ受容体サブタイプ作動薬

*「様々な有害事象が生じる危険性」は、実施可能要件を否定する「特段の事由」にあたらない
*実施可能要件〇

*サポート要件も〇
⇒審決取消し
	　本件出願当時，５－ＨＴ１Ａ受容体部分作動薬一般がその抗うつ作用により双極性障害のうつ病エピソードに対して治療効果を有することは技術常識であったことが認められる。…医薬品の開発の実情，医薬品の承認審査制度の内容，特許法の記載要件（実施可能要件，サポート要件）の審査は，先願主義の下で，発明の保護及び利用を図ることにより，発明を奨励し，もって産業の発達に寄与するとの特許法の目的を踏まえてされるべきものであることに鑑みると，物の発明である医薬用途発明について「その物の使用する行為」としての「実施」をすることができるというためには，当該医薬をその医薬用途の対象疾患に罹患した患者に対して投与した場合に，著しい副作用又は有害事象の危険が生ずるため投与を避けるべきことが明白であるなどの特段の事由がない限り，明細書の発明の詳細な説明の記載及び特許出願時の技術常識に基づいて，当該医薬が当該対象疾患に対して治療効果を有することを当業者が理解できるものであれば足りる…。
	勝有〇

	令和2年
(行ケ)
第10150号
＜森＞
	エクオール含有大豆胚軸発酵物
*発明の技術的意義に係る事項が課題欄に記載される必要なし
	…委任省令要件違反について…
…原告は，本件明細書の【発明が解決しようとする課題】段落【００１０】においてオルニチンに係る記載がないことを指摘するが，…特許法施行規則２４条の２は，「発明の詳細な説明の記載」に係る規定であるから，本件明細書全体の記載から理解できれば足り，必ずしも，発明の技術上の意義を理解するために必要な事項が「発明が解決しようとする課題」の項目に記載されている必要はない。
	勝有〇

	令和4年

(行ケ)
第10029号

＜東海林＞サポートも〇
	防眩フィルム
*実施例がクレームに入らない形状/構造を含んでも実施可能性は否定されない。
	第１実施形態により作成できる防眩フィルムの中に、第２実施形態や第３実施形態により作成できないものがあったとしても、それにより、第１実施形態により本件各発明が実施可能であることが否定されるものではない。なお、第２実施形態により製造された第２構造防眩層、第３実施形態により製造された第３構造防眩層の中に、第１構造防眩層とは異なる形状・構造を有するものがあり、それらが本件各発明の光学三特性を満たさなかったとしても、それらは本件各発明を実施するものではないというにとどまり、それによって本件各発明の実施可能性が否定されるわけではない。
	勝

有△

	令和2年

(行ケ)
第10143号

＜大鷹＞
※侵害訴訟も特許権者勝訴
東京地判
令和1年

(ワ)
第31214号

＜田中＞
	塩化ビニリデン系樹脂ラップフィルム

*特定の測定装置＋「JIS準拠」の記載
⇒当該測定装置の取扱説明書に従って測定し、記載が無い項目をJISに従ったことを述べたと解するのが自然である。

⇒実施可能要件〇

	…原告は、本件明細書には、「引裂強度」の測定方法について、軽荷重引裂試験機（東洋精機製）を使用し、ＪＩＳ－Ｐ－８１１６記載の方法に準拠して、測定したとの記載…があるが、軽荷重引裂試験機（東洋精機製）による測定方法…とＪＩＳ－Ｐ－８１１６記載の方法…とは、測定機器、試験片の枚数（ひいては、その厚み）及び引き裂き長さが異なるものであることからすると、…測定機器と準拠すべきＪＩＳ規格とが一致せず、本件発明の「引裂強度」の測定方法が一義的に定まらないから…実施可能要件に適合しない旨主張する。…
そこで検討するに、本件明細書には、引裂強度の測定に関し、「ラップフィルムの出荷後の流通、及び家庭での保管を想定し、作製後のラップフィルムを２８℃に設定した恒温槽にて１ヶ月間保管した後、測定を実施した。測定は軽荷重引裂試験機（東洋精機製）を使用し、２３℃、５０％ＲＨの雰囲気中にて評価した。ＪＩＳ－Ｐ－８１１６記載の方法に準拠して、ラップフィルムの引裂強度を測定した。」…との記載がある。しかるところ、当業者においては、本件出願前に発行された東洋精機作成の「型式Ｄ 製品名 軽荷重引裂試験機」の取扱説明書…記載の「装置の用途」、「仕様」（試験片寸法、測定レンジ、試験片枚数等）、「試験片作成」、「測定原理」の各項目の記載に基づいて、塩化ビニリデン系樹脂ラップフィルムについて、試験片を作成（作製）し、装置（「軽荷重引裂試験機」）を操作し、試験片の「引裂強度」を測定することに特段の困難はないものと認められる。…「測定は軽荷重引裂試験機（東洋精機製）を使用」し、「ＪＩＳ－Ｐ－８１１６記載の方法に準拠して…測定した。」との記載は、その文脈から、本件発明の「引裂強度」の測定は、実際の測定に使用する軽荷重引裂試験機（東洋精機製）の取扱説明書の記載に従って測定し、上記取扱説明書に記載のない項目（例えば、「引裂強さ」の定義、「試験結果の表し方」等）については、ＪＩＳ－Ｐ－８１１６に従ったことを述べたものと解するのが自然であるから、ＪＩＳ－Ｐ－８１１６記載の方法による「引裂強度」の測定方法と軽荷重引裂試験機による測定方法とに異なる点があるからといって、本件発明の「引裂強度」の測定方法が一義的に定まらないということはできない。
	勝

有△

	
	
	
	


特許法３６条４項１号（実施可能要件、委任省令違反）≪敗訴事案≫
	事件番号
	発明、結論、論点等
	判示内容
	

	平成12年
（行ケ）
第500号
	表面処理加工を行った金属の乾燥装置

*発明の実施に必須な技術的要件について記載しないと×
	　……ランプから発する波長380～780nmの可視光領域の光線の光エネルギーのみによっては，空気中の酸素分子を酸素原子に分解することはないと理解すべきであるから，仮に，本願発明の構成により本願明細書に記載されているような効果を奏することが事実であるのならば，ランプから発する波長380～780nmの光線を照射しただけではなく，これに他の技術的要件が加わることによって空気中の酸素分子が酸素原子に分解されたからであると理解せざるを得ない。ところが，本願明細書中には，この技術的要件を推測させる記載すら見当たらない。このように，本願明細書中の記載によっては，当業者が空気中の酸素分子を酸素原子に分解することを容易に実施することができるとはいえないのであるから，本願明細書には，金属の表面処理加工を行った後，ランプから発する波長380～780nmの光線を照射し，空気中の酸素分子を酸素原子に分解することにより，前記金属の表面に付着した有機物を分解させ，これを除去するという，という構成の本願発明を，当業者が容易に実施することができる程度に，その内容が記載されている，とすることはできない…。　　
	負不★

	平成12年
（行ケ）
第120号
＜山下＞
	　アルカリ蓄電池用ニッケル電極活物質

*物の発明において、当業者が物を容易に製造できない場合は｢製造方法｣の開示が必要である

*H17(行ケ)10205同旨
*H17(行ケ)10280同旨
*物発明の製造方法が引用例の製造方法と区別できる程度に記載がない。試行錯誤必要⇒実施可能要件×
	　物の発明であっても，そこに開示されたその物の目的，構成及び効果の開示だけでは，当業者がその物を容易に製造することができないという場合には，その物を製造する方法まで開示していなければ，「その発明の属する技術の分野における通常の知識を有する者が容易にその実施をすることができる程度」に「その発明の目的，構成及び効果」が明細書に記載されているとはいえない。仮に，明細書に，従来技術の下で存在しなかった物が，現に得られており，特有の作用効果を呈していることが記載されているとしても，それは，その物に新規性がある，進歩性があるというにすぎない。特許法は，新規性，進歩性に関する29条1項，2項の規定のほか，上述したとおり，旧特許法36条4項によって，当業者にとって実施容易であることをも要件としているのである。原告の主張は，要するに，当業者が実施することができなくても，新規性，進歩性があるものには特許を認めよ，ということであり，特許法による発明保護の要件の理解を誤っている…。…
　本件発明に係る製造方法は，乙第１,２号証公報に記載された各技術とは同じではなく，本件明細書の記載が不十分であるため，乙第１，２号証公報に記載された各技術と区別がつかない状態になっている…。このように，本件明細書には，漠然とした操作，ＰＨ，温度範囲が示されているだけであって，本件粉末又はこれを含む水酸化ニッケル粉末を製造するために必要な，具体的な指針もない以上，当業者がこれに従って製造しようとしても，製造できるかどうかも不明のまま不相当に多くの試行錯誤をしなければならないことになるのである。このようなとき，当業者が，本件粉末を含む水酸化ニッケル粉末を容易に製造することができるとすることはできず，このような明細書の記載について，「その発明の属する技術の分野における通常の知識を有する者が容易にその実施をすることができる程度」に記載されているということができない…。
	負不★

	平成17年
（行ケ）
第10280号
	積層セラミックコンデンサー用ニッケル超微粉

*物の発明において、当業者が物を容易に製造できない場合は｢製造方法｣の開示が必要である

*H17(行ケ)10205同旨
*H12(行ケ)120同旨
	…「実施」とは，「物の発明」の場合，その物を製造，使用等することであるから，当業者がその物を製造することができる程度に記載しなければならないことはいうまでもなく，そのためには，明細書，図面全体の記載及び技術常識に基づき特許出願時の当業者がその物を製造できるような場合を除き，具体的な製造方法を記載しなければならない…。…

　実施例１ないし５と比較例１及び２に係るニッケル粉は，いずれも塩化ニッケルの気相水素還元法を用い，塩化ニッケルの蒸気濃度（分圧）と反応部温度を上記数値の範囲内に設定し，他の条件は同一にして製造されたものであるが，その結果を見ると，実施例１ないし５のニッケル粉のタップ密度は(2)式（タップ密度≧－2.5×(平均粒径)2＋7.0×(平均粒径)＋0.8）を満たしているが，比較例１及び２のニッケル粉のタップ密度は(1)式（タップ密度≧－2.5×(平均粒径)2＋7.0×(平均粒径)＋0.6）は満たすものの，(2)式は満たしていない。このことは，本件明細書に記載された上記製造方法に従ってニッケル粉を製造したとしても，本件請求項１記載の特性を満たすニッケル粉が製造できるとは限らないことを示している…。　　
	負不★

	平成13年
（行ケ）
第209号
	電子写真複写機用

クリーニングブレード

*測定方法に関する実施可能要件

⇒明細書中で有意としている有効桁数を測定可能な条件等を記載する必要あり
	（訂正後のクレーム）重量平均分子量（Ｍｗ）と数平均分子量（Ｍｎ）の比（Ｍｗ／Ｍｎ）が，ＧＰＣ法の測定によって２以下である分子量分布を有するポリオールとポリイソシアネートとを反応させてなるウレタンゴムからなることを特徴とする電子写真複写機用クリーニングブレード

　…比（Ｍｗ／Ｍｎ）の数値に注目すると，小数点以下第一位までを有効数字としていること，及び，数値２．０のＦＴ５を本件訂正前発明の具体例とし，数値２．１のＦＴ１１を比較例とし，これら小数点以下第一位が「１」違うものを対比して，上記効果を裏付けようとしていることから，当初明細書は，比（Ｍｗ／Ｍｎ）の具体的数値として，小数点以下第一位までを有意なものとしていると認められる。

　甲４文献の…記載によれば，同文献が発行された昭和４３年当時，…同じＧＰＣ法による場合であっても，使用するカラムの種類・本数が異なると，やはり比（Ｍｗ／Ｍｎ）が異なるものと，一般的に考えられていた，と認めることができる。…分子量分布を示す比（Ｍｗ／Ｍｎ）の算出において，その求め方を特定しなければ，比（Ｍｗ／Ｍｎ）の数値を，小数点以下第一位までを有効桁数として得ることはできないとの知見が，甲４文献の出版当時，すなわち本件出願前に，一般的なものとして存在していたものと認められる。そして，…上記状況は本件出願時にも継続して存在していたと推認できるのである。

　…結局、当初明細書には，比（Ｍｗ／Ｍｎ）の値が２以下（小数点以下第一位までを有意なものとする）であるポリオールをどのように求めたらよいのか，記載されていないことになり，本件発明の原材料としてどのようなポリオールを用いればよいのか，当業者は理解できない。したがって，当初明細書には，当業者が容易に本件訂正前発明を実施することができる程度に，発明の構成が記載されている，と認めることはできない。　　　　　
	負不○

	平成17年
（行ケ）
第10143号

＜中野＞
	フィルター基材

(*測定方法に関する明確性要件)

⇒明細書中で有意としている有効桁数を測定可能な条件等を記載する必要あり
=H13(行ケ)209
	…特許請求の範囲で規定する「Ｙ／Ｘ2」の値は…小数第３位までの数値に意味があるものであるところ，ある試料について「Ｙ／Ｘ2」の数値を求めた場合に，その数値の小数第３位に測定誤差が現れてしまうというのでは，その試料が特許請求の範囲に包含されるかどうかを確定することができない事態が生じてしまう…。したがって，「Ｙ／Ｘ2」の値は小数第３位までの数値が正確に特定されるものでなければならない…。以上のとおり，「Ｙ／Ｘ2」の値が小数第３位までの数値に意味があるにもかかわらず，その小数第３位の値を正確に特定することができないものである以上は，「Ｙ／Ｘ2≧０．０３」という構成によって本件発明の技術的範囲を明確に表すことはできない。この点において，本件明細書の特許請求の範囲の記載は不明確なものであるといわざるを得ず，本件発明の構成に欠くことができない事項のみが記載されているということはできない。そうすると，本件明細書の記載は法３６条５項２号所定の要件を満足していない…。
	負不△

	平成17年
（行ケ）
第10013号
	体重のモジュレーター，対応する核酸およびタンパク質
*特許請求の範囲内の一部の核酸分子が有用性なし⇒×

(機能的クレーム、遺伝子の事案だが、判旨は一般化OK)

*実施可能要件及びサポート要件とは、表裏一体の関係であり同じ理由で×

Cf.H21(行ケ)10033
	　本願発明は，その特許請求の範囲の記載から明らかなとおり，「配列番号１，３，２２，もしくは２４に記載のＤＮＡ分子の連続する配列または配列番号１，３，２２，もしくは２４に記載のＤＮＡ分子の相補鎖に，高度の厳密性の条件下でハイブリダイズする能力を有する」という性質又は作用効果によって特定された，「少なくとも１５ヌクレオチドの検出可能な標識をされた核酸分子」というものであり，特許請求の範囲の主要な部分が，いわゆる機能的クレームによって占められた記載となっているものである。このような機能的記載も，その機能を達成する具体的な手段が明細書に開示されている限り，許されることは当然であるが，この記載は，「本件ＯＢ遺伝子に高度の厳密性の条件下でハイブリダイズする能力を有する」という性質又は作用効果を有する本件核酸分子であれば，すべて，本願発明に含まれるような形になっているので，有用性の観点から，本件核酸分子の有すべき性質又は作用効果について検討しておく必要がある。…本件核酸分子が，プローブやプライマーとして利用されて，正しく本件ＯＢ遺伝子を検出，増幅するためには，本件核酸分子が，本件ＯＢ遺伝子と特異的にハイブリダイズすることが必要であるが，ここに特異的であるとは，他の遺伝子とハイブリダイズすることなく，本件ＯＢ遺伝子とのみハイブリダイズすることであり，換言すると，本件ＯＢ遺伝子に対する明白な識別性を有することを意味する…。本願発明の発明の範囲は，その記載からして，上記「本件ＯＢ遺伝子に高度の厳密性の条件下でハイブリダイズする能力を有する」という性質又は作用効果によって特定される，すべての本件核酸分子に及ぶこととなり，したがって，発明の詳細な説明には，本願発明の上記性質又は作用効果を満たす，すべての本件核酸分子について，有用性，すなわち，プローブやプライマーとして利用して本件ＯＢ遺伝子を特異的に検出，増幅することができることが明らかであるように記載されていなければ，特許法旧３６条４項の実施可能要件に違反することとなる。
　この特異的なハイブリダイズ，換言すると，本件ＯＢ遺伝子に対する明白な識別性は，机上の理論などであってはならないから，実際に試験することによって明らかにされることが原則である。もっとも，必ずしも，特許請求の範囲に包含されるすべての本件核酸分子について，その有用性，すなわち，明白な識別性を実験により明らかにされなければならないというわけではなく，特許請求の範囲に包含される一部の「核酸分子」の有用性，すなわち，明白な識別性が発明の詳細な説明に具体的に記載されている場合であっても，その記載から，当業者において，本件出願の原出願優先日当時の技術常識を勘案し，それ以外の核酸分子についても同様の有用性，すなわち，明白な識別性が認識できる程度のものとなっていれば足りる…。…

　５０余りの実施例については，上記のとおり塩基配列が明らかになっており，これらの塩基配列によって化学物質を特定し，プライマーとして利用できたとしているから，当該実施例に関する限り，その塩基配列及びその有用性，すなわち，明白な識別性が明細書に開示されているということができる。ところが，上記５０余りの実施例を除いた，残りの膨大なものとなると推測される核酸分子については、…概括的な記載があるのみで，発明の詳細な説明のその余の記載部分にも，具体的な記載は見当たらない。また，本件明細書の全体を検討し，その他本件記録から把握できる従来技術や本件出願の原出願優先日当時の技術常識を勘案しても，発明の詳細な説明において，上記５０余りの実施例の結果から，当業者にその有用性，すなわち，明白な識別性が認識できる程度のものとなっているものと認めるに足りない。かえって，本件においては，以下のとおり，一部の核酸分子について，それが本件ＯＢ遺伝子との特異的なハイブリダイズを期待できない客観的な事情が存在する。…そうすると，本件明細書の発明の詳細な説明には，特許請求の範囲記載の構成を満たす，すべての「核酸分子」について，その有用性，すなわち，プローブやプライマーとして利用して本件ＯＢ遺伝子を特異的に検出，増幅することができることが明らかであるように記載されていなければならないところ，…本件明細書の発明の詳細な説明が，当業者が本願発明の実施をすることができる程度に明確かつ十分に記載したものといえないことは明らかであって，特許法旧３６条４項の記載要件を満たしていない。

　特許法３６条６項１号の記載要件は，特許請求の範囲に対して発明の詳細な説明による裏付けがあるか否かという問題であり，…同条４項の記載要件の議論とは，いわば表裏一体の問題ということができる。
	負不★

	平成12年
（行ケ）
第176号
	連続成形トリミング方法

*明細書に記載が無い場合の立証責任の程度
	　発明の詳細な説明には，当業者が容易にその実施をすることができる程度に，上記構成が記載されていなければならない…。もっとも，特許請求の範囲に記載されたところが，当業者にとって，その文に接しさえすれば，それ以上に格別の説明はなくとも容易に実施することのできるという程度の技術である場合には，例外的に，必ずしも，その説明を明細書に記載する必要はないとするのが，上記条項の設けられた目的に照らし，合理的な解釈であるというべきである。しかし，審決取消訴訟において，特許請求の範囲に記載されたところが上記の程度の技術であるか否かが争われるに至った場合には，特許請求の範囲に記載されたところが上記の程度の技術であることを主張する側において，当業者ではない裁判所であってもそのように認定することができるだけの主張立証をしない限り，裁判所としては，明細書の記載に不備があるものとして扱うほかない…。
	負不△

	平成17年
（行ケ）
第10341号
	高輝度長残光性蓄光材料及びその製造方法

*複数の実施例でも、クレームに実施例と同等の効果があると類推できないものが含まれている場合は,実施可能要件違反
	　【請求項１】　『一般式　ＭＯ・（ｎ－ｘ）〔ａＡｌ2 Ｏ3 （α）＋（１－ａ）Ａｌ2 Ｏ3（γ）〕・ｘＢ2 Ｏ3 ：Ｅｕ，Ｄｙ〔式中，Ｍはアルカリ土類金属を表し，ａは０．５≦ａ≦０．９９であり，ｘは０．００１≦ｘ≦０．３５，ｎは１≦ｎ≦３である。〕で表される組成式の原料を焼成して得られた焼成体からなる高輝度長残光性蓄光材料

　本願明細書には，Ｓｒを単独で用いた例並びにそのＳｒの一部をＣａで置換した例（実施例６）及びＢａで置換した例（実施例７）について，具体的データに基づく説明がされているということができる。しかしながら，Ｓｒの一部をＭｇで置換した例（実施例８）については，「優れた蓄光材料が得られた。」というだけで，具体的なデータが示されていないし，さらに，Ｓｒ以外のアルカリ土類金属のみを用いた例については，具体的なデータが示されていない上，何の説明もされていない。したがって，本願明細書には，残光性蓄光材料としての効果に関し，アルカリ土類金属としてＳｒを単独で用いた場合並びにそのＳｒの一部をＣａ又はＢａで置換した場合を除いては，具体的データに基づく説明も，作用機構に基づく説明もされていないといわざるを得ない。

　そして，本願発明の蓄光材料は，「太陽光や蛍光灯、特に紫外線で励起してそのエネルギーを吸収し、吸収したエネルギーを可視光に変換して、励起停止後も光を徐々に放出しながら、長時間発光し続ける」（本願明細書の段落【００１１】というものであるところ，ＳｒとＳｒ以外のアルカリ土類金属とでは，それぞれ電子数が異なり，それを含む請求項１の一般式であるＭＯ・（ｎ－ｘ）〔ａＡｌ2 Ｏ3 （α）＋（１－ａ）Ａｌ2 Ｏ3 （γ）〕・ｘＢ2 Ｏ3 ：Ｅｕ，Ｄｙの焼成体の電子状態も異なるから，Ｓｒ以外のアルカリ土類金属を用いた場合に，Ｓｒを用いた場合と同様の高輝度長残光性を示すということはできない。…

　発光体の技術分野における周知の技術からみて，Ｓｒ以外のアルカリ土類金属について，その効果を示すデータなしに，ＳｒやＳｒの一部がＣａ，Ｂａ又はＭｇのいずれかで置換されたものと同様の効果があると類推することはできない。
	負不○

	平成18年
（行ケ）
第10489号
	フルオロエーテル組成物及び，ルイス酸の存在下におけるその組成物の分解抑制法

Cf.H21(行ケ)10244等参照
	　【請求項】　麻酔薬組成物であって，一定量のセボフルラン；及び 少なくとも0.015％（重量／重量）の水を含むことを特徴とする，前記麻酔薬組成物
　本件発明1のような組成物の発明においては，当業者にとって，当該組成物を構成する各物質名及びその組成割合が示されたとしても，それのみによっては，当該組成物がその所期する作用効果を奏するか否かを予測することが困難であるため，当該組成物を容易に使用することができないから，そのような発明において実施可能要件を満たすためには，発明の詳細な説明に，当該組成物がその所期する作用効果を奏することを裏付ける記載を要するものと解するのが相当である。上述したところは，…組成物の調製法の発明並びに…物質間の化学反応を防止する方法の発明においても，同様に妥当する…150ppmの水が存在すれば所期の作用効果を奏することができるとの結論を導き得ることを合理的に説明する証拠は一切存在しない。…発明の詳細な説明には，本件各発明は，単に，ルイス酸抑制剤としての水を含有させればよいとするものではなく，水によるその「有効な安定化量」を問題とし，これを，「約0.0150％w／wから0.14％w／w（飽和レベル）である」とする旨の記載…が…あり…，各実施例の記載をみても，そのほとんどにおいて，含有させる水の量を問題にし，水の量の多寡によって，所期の作用効果を奏するか否かを確認しているのであるから，本件数値は，所期の作用効果を奏する有効量を意味するものと解され，これを，場合によっては所期の作用効果を奏しないこともあるという意味での単なる「目安」とみることはできない。　
	負不○

	平成20年
（行ケ）
第10276号
	フルオロエーテル組成物及び，ルイス酸の存在下におけるその組成物の分解抑制法

*｢ルイス酸｣全てが同様に効果を奏するとは認められない

⇒実施可能要件×

（分割要件の判断も要CHECK!!）
	　「ルイス酸」とは，…特定の酸を指すものではなく広範な化合物を含む概念であり，自然界においてさまざまな形で存在し，化合物によってはルイス酸とルイス塩基のいずれの性質をも有する場合もあり，…ルイス酸及びルイス塩基の種類・範囲，その作用及び反応の形態についてはさまざまな見解があり，現時点においてもその外延は確定していないといわざるを得ない。したがって，本件明細書の記載を参考にしても，そこに記載された上記のわずかな化合物や成分に関する記載から，当業者が，貯蔵方法や使用される容器など特定の条件下において，セボフルランを分解する「ルイス酸」の範囲を想定することは極めて困難であるといわざるを得ない。また，…一口に「ルイス酸」といっても，その中には，強いルイス酸・ルイス塩基，弱いルイス酸・ルイス塩基のように，ルイス酸，ルイス塩基にはその強さに差があり，また，それらの酸と塩基の反応の成否や速度は，さまざまな要素及び条件に影響されることが認められるから，酸化アルミニウム，ガラス，Ｓｉ－ＯＨが「ルイス酸」に該当するからといって，「ルイス酸」に該当する他の化合物のすべてがセボフルランに対してこれらと同様に作用すると認めることもできない。
　確かに，本件明細書の段落【０００７】には，セボフルランのＳｉ－ＯＨによる分解メカニズムが記載されているが，このような分解メカニズムが理解できたとしても，そもそも，どのようなルイス酸化合物がこのような分解を生じさせるかについては，当業者は具体的に理解することはできない。
　以上のとおり，本件発明における「ルイス酸」の概念は極めて不明確であるといわざるを得ず，…本件発明を実施しようとする当業者は，貯蔵中のセボフルランの貯蔵状況に応じたあらゆる事態を想定した実験をしない限り，本件発明を実施することは容易ではないと認められる。そうである以上，本件明細書には，当業者が本件発明を実施することができる程度に明確かつ十分に「ルイス酸」及び「ルイス酸抑制剤」が記載されていると認めることはできない。　

	負不★★★

	平成20年
（ワ）
第38602号
	無線アクセス通信システム

*作用効果を奏するように実施できる必要あり
	　…実施可能要件を満たすためには，出願当時の技術常識からみて，当業者が，出願に係る発明を正確に理解でき，かつ過度の試行錯誤を経ることなく発明を再現することができるだけの記載がなければならず，その結果，所期の作用効果を奏することができるものであることを要すると解するのが相当である。…　　　　　　　　
	負不○

	平成26年
（行ケ）
第10080号
	重力発電装置

*作用効果を奏するように実施できる必要あり
	　…実施可能要件を満たすというためには，単に発明の構成要件を形式的に再現できるのみならず，明細書に記載された所期の作用効果を奏する発明として実施することができる程度に発明の詳細な説明の記載が明確かつ十分にされていることを要するというべきである…　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
	負不○

	平成20年
（行ケ）
第10304号

＜滝澤＞
	樹脂配合用酸素吸収剤

*用途発明における実施可能性

⇒特許請求の範囲に用途が概括的に記載されている場合は、当該用途一般につき作用効果が必要
	　…本件発明のように，特定の用途（樹脂配合用）に使用される組成物であって，一定の組成割合を有する公知の物質から成るものに係る発明においては，一般に，当該組成物を構成する物質の名称及びその組成割合が示されたとしても，それのみによっては，当業者が当該用途の有用性を予測することは困難であり，当該組成物を当該用途に容易に実施することができないから，そのような発明について実施可能要件を満たすといい得るには，発明の詳細な説明に，当該用途の有用性を裏付ける程度に当該発明の目的，構成及び効果が記載されていることを要すると解するのが相当である。
　さらに，本件発明は，その用途として，単に「樹脂配合用」と規定するのみであるから，本件発明について実施可能要件を満たす記載がされるべきである以上，発明の詳細な説明に，酸素吸収剤を適用する樹脂一般について，本件発明の酸素吸収剤を適用することが有用であること，すなわち，当該樹脂一般について，本件発明が所期する作用効果を奏することを裏付ける程度の記載がされていることを要すると解すべきである。　　　　　　　　　　　　
	負不★

	平成20年
（行ケ）
第10475号
	トロイダル型無段変速機
*出願時の使用形態が技術常識でなければ明細書に記載される必要あり
	　原告は，トロイダル型無段変速機は境界潤滑状態でも運転され，表面粗さの大小はトラクション係数の大小に相応することは，当業者の技術的な常識であるから，本件発明は，単に，接触面の周方向のトラクション係数が径方向のトラクション係数よりも大きくなるように，接触面の表面粗さを設定するだけで実施できるから，実施可能要件を充足すると主張する。
　しかしながら，…本件特許出願時に，トロイダル型無段変速機が境界潤滑状態で使用されていたものとは認められず，表面粗さの大小がトラクション係数に相応するとはいえないから，原告の主張は理由がない。
　また，仮に，境界潤滑状態で使用されるような，通常のトロイダル型無段変速機とは異なるタイプの装置を対象としたものであるならば，そのような内容が明細書に明らかにされている必要があるが，本件明細書にはその点の記載がない。
	負不△

	平成20年
(行ケ)
第10199号
	組ブロック具
	　原告は，…経験則ないし技術常識に基づいて，本願発明の構成から，本願発明に係る具体的な種々の組ブロック具を創作できると主張する。しかし，…発明の詳細な説明は，本願発明における課題解決手段を基礎付ける具体的な構成を決定するための指針を何ら記載していない以上，当業者は，これを具体化するに際して，独自の創作を強いられることになるのであって，実施可能要件を充足するということはできない。
	負不△

	平成20年
(行ケ)
第10272号
	ＨＣＶに対する抗体

*特許請求の範囲に記載されたすべての物につき実施可能に記載が必要

⇒明細書中に一部の構成下の効果のみが記載されても×
	　特許権は，公開することの代償として，物の発明であれば，特許請求の範囲に記載された「その物」について，実施する権利を専有することができる制度であることに照らすならば，公開の裏付けとなる明細書の記載の程度は，「その物」の全体について実施できる程度に記載されていなければならないのは当然であって，「その物」の一部についてのみ実施できる程度に記載されれば足りると解すべきではない。…　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　特許請求の範囲に，新規かつ有用な活性のあるポリペプチドを構成するアミノ酸の配列が包括的に記載（配列の一部の改変を許容する形式で記載）されている場合において，元のポリペプチドと同様の活性を有する改変されたポリペプチドを容易に得ることができるといえる事情が認められるときは，いわゆる実施可能要件を充足するものと解して差し支えないというべきであるが，これに対し，上記のような形式で記載された特許請求の範囲に属する技術の全体を実施することに，当業者に期待し得る程度を越える試行錯誤や創意工夫を強いる事情のある場合には，いわゆる実施可能要件を充足しないというべきである。
	負不○

	平成22年
（行ケ）
第10090号
	遠赤外線放射セラミックス

*明細書中に特定の条件下の効果のみが記載されても×
	…図８については，その前提となる燃費試験において使用された車種と年式，排気量については記載されているものの，それ以外の試験条件（計測方法，走行条件等），用いられた試料の作製条件等，再現性に係るデータが全く示されておらず，本件補正によっても，本願発明により生産されたセラミックスが燃費向上効果を有することについて，なお不明であるというほかない。…本件審決が本願発明について実施可能要件を充足しないとした判断は，相当である。　　　
	負不★

	平成23年

(行ケ)
第10251号
	軸受装置
*クレームされた条件(数値限定)の規定により作用効果が達成される技術的理由が当業者の技術常識を踏まえても明らかでないと実施可能要件×
	　本願明細書【表１】では，本件試験の結果について，「すきま有」「すきま無」と判定されているところ，本願明細書に接した当業者であれば，この判定が，中空軸のかしめ時に中空軸に残留変形が生じて内輪と中空軸との間に発生した隙間であって，クリープの発生に影響を及ぼすものの有無を意味しているものと理解することができるといえるものの，本願明細書には，クリープの発生について影響を及ぼすと考えられる隙間の大きさについて，これを客観的に明らかにした記載はなく，当業者が本件試験における判定の適否について検証することはできない。
　引用例…にも，「内輪のうち，第二の内輪軌道よりも外側寄り部分の断面積Ｓ３と，当該部分におけるハブの断面積Ｓ２ｂとの関係を，Ｓ３＜Ｓ２ｂとすれば，かしめ加工中の弾性変形量はハブよりも内輪の方が大きくなるから，内輪に十分な圧縮荷重を付与し続け，内輪がハブに対して回転するクリープの発生を有効に防止できる。」との記載があるように，クリープは，押し付け荷重が十分でない場合に結合強度が不足することにより発生するものであるし，かしめ時の弾性変形量には中空軸の材質も影響を及ぼすものであるから，内輪と中空軸との間に発生する隙間については，中空軸と内輪とが嵌め合う長さ（Ａ－Ｃ－Ｄ）や中空軸の厚さだけでなく，中空軸の材質や硬度，かしめるための荷重の大きさ等も影響することは当業者の技術常識であるということができる。しかるに，本願明細書には，本件試験におけるこれらの試験条件が記載されていないから，本件試験は，実験としての信頼性に乏しいものといわざるを得ない。また，仮に，本件試験における中空軸の材質や硬度，かしめるための荷重の大きさ等の条件が，車両用のハブユニット等の軸受装置として通常用いられている程度のものに設定されていたとしても，本件試験では，内輪の軸方向幅Ａ及び中空軸の厚さＥの所定の組合せについて行った実験が２例（軸受①ケースと軸受②ケース）示されているのみであり，しかも，本件関係式では，５つの変数があるにもかかわらず，本件試験では，上記Ａ及びＥを変化させているにすぎず，他の変数である内輪のかしめ側の外端面における軸方向面取長さＣ，内輪の反かしめ側の外端面における軸方向面取長さＤ及び硬化処理深さＹについては，全く考慮されていないものであるから，本件関係式の普遍性を裏付けるための実験として十分なものということはできない。
　以上のとおり，本願明細書の発明の詳細な説明の記載には，当業者の技術常識を踏まえても，硬化層のかしめ側端部の位置を本件関係式に基づいて規定することにより，内輪と中空軸との間に普遍的に隙間が発生しないこととなる理由が明らかにされておらず，当業者が本願発明の技術上の意義を理解するために必要な事項が記載されていないものといわざるを得ない。
　ところで，法３６条４項において，明細書の発明の詳細な説明について，その発明の属する技術の分野における通常の知識を有する者がその実施をすることができる程度に明確かつ十分に記載しなければならないと規定した趣旨は，発明の詳細な説明に基づいて当業者が実施できない発明に対して独占的な権利を付与することは，発明を公開したことの代償として独占権を付与するという特許制度の趣旨に反する結果を生ずるためであるところ，本願明細書の発明の詳細な説明には，当業者が本願発明の技術上の意義を理解するために必要な事項の記載がない以上，当業者は，出願時の技術水準に照らしても，硬化層のかしめ側端部の位置を本件関係式に基づいて規定することにより内輪と中空軸との間に普遍的に隙間が発生しないという技術上の意義を有するものとしての本願発明を実施することができないのであるから，その記載は，発明の詳細な説明に基づいて当業者が当該発明を実施できることを求めるという法３６条４項の上記趣旨に適合しない…。　　　

	負不★

	平成22年

(行ケ)
第10097号
	重金属固定化処理剤

*「実施可能要件」の一般的な判断基準を示した


	　特許制度は，発明を公開する代償として，一定期間発明者に当該発明の実施につき独占的な権利を付与するものであるから，明細書には，当該発明の技術的内容を一般に開示する内容を記載しなければならない。法３６条４項が上記のとおり規定する趣旨は，明細書の発明の詳細な説明に，当業者が容易にその実施をすることができる程度に発明の構成等が記載されていない場合には，発明が公開されていないことに帰し，発明者に対して特許法の規定する独占的権利を付与する前提を欠くことになるからであると解される。そして，物の発明における発明の実施とは，その物を生産，使用等をすることをいうから（特許法２条３項１号），物の発明については，明細書にその物を製造する方法についての具体的な記載が必要があるが，そのような記載がなくても明細書及び図面の記載並びに出願当時の技術常識に基づき当業者がその物を製造することができるのであれば，上記の実施可能要件を満たすということができる。　　　　　　　　　　　　　　　
	負不○

	平成23年

(行ケ)
第10179号
	血管内皮増殖因子拮抗剤

*（医薬用途発明の）実施可能要件として当該「治療効果」が①知られていたか、②確立していたか、③実施例等合理的な根拠に基づく説明がされることが必要

Cf.H21(行ケ)10033

	　【請求項】　加齢性黄斑変性の治療のための医薬の調製におけるｈＶＥＧＦ（ヒト血管内皮増殖因子）拮抗剤の使用
　本願発明の特許請求の範囲の記載（…）は，「加齢性黄斑変性の治療のための医薬の調製におけるｈＶＥＧＦ（ヒト血管内皮増殖因子）拮抗剤の使用。」である。他方，本願明細書には，ｈＶＥＧＦ拮抗剤が加齢性黄斑変性に対し治療効果を有することを直接的に示す実施例等に基づく説明は一切存在しない（当事者間に争いがない）。そこで，旧特許法３６条４項の要件充足性の有無，すなわち，本願明細書の記載及び本願の優先権主張日当時の技術常識を総合して，当業者において，本願発明を実施できる程度に明確かつ十分な記載ないし開示があると評価できるか否かについて，検討する。…

　…脈絡膜での血管新生がＶＥＧＦにより促進されるとの事項は，本願の優先権主張日当時に知られていたとはいえず，また，同事項が技術常識として確立していたともいえない。…

　以上に照らすならば，本願発明（…）の内容が，本願明細書における実施例その他の説明により，「ｈＶＥＧＦ（ヒト血管内皮増殖因子）拮抗剤」を使用することによって，加齢性黄斑変性に対する治療効果があることを，実施例等その他合理的な根拠に基づいた説明がされることが必要となる。しかし，前記のとおり，本願明細書には，ｈＶＥＧＦ拮抗剤が加齢性黄斑変性に対し治療効果を有することを示した実施例等に基づく説明等は一切存在しないから，本願明細書の記載が，本願発明を当業者が実施できる程度に明確かつ十分に記載されたものということができない。したがって，旧特許法３６条４項に規定する要件を満たしていないと判断した審決に誤りはない。　　　　　　　　　　　　　　 
	負不★

	平成22年
（行ケ）
第10153号
	接着剤，接着剤の

製造方法及びそれを用いた回路接続

構造体の製造方法

*数値限定発明の、測定条件の記載無く、実施可能要件違反
	…本件明細書の発明の詳細な説明における…シランカップリング剤の作製については，調製例１及び２並びに比較調製例１において，シランカップリング剤の調製例が記載されているところ，かかる調製例では，いずれもシランカップリング剤をＧＰＣ測定したことが記載されているものの，その際に使用されたＧＰＣ及び当該ＧＰＣ測定に用いられたカラムについては，いずれもその製造メーカーすら，特定されていない。…しかも，本件明細書において，シランカップリング剤におけるＧＰＣ測定と，フェノキシ樹脂に関するＧＰＣ測定について，同一の条件で実施したことに関する明示の記載はない。したがって，シランカップリング剤におけるＡ－１とＡ－２との面積比をＧＰＣ測定する場合の測定条件が明らかではない本件明細書の発明の詳細な説明は…当業者がその実施をすることができる程度に明確かつ十分に記載されているということはできない。
	負

不

○

	
	
	
	

	平成15年
（行ケ）
第220号
	…Ｃ型肝炎ウイルス抗原の組合せ

*｢過度の試行錯誤｣の当てはめ事例

*単純作業であっても膨大な組合せの場合は｢過度｣の実験である
	…７０万通りの実験を要する時間と費用は，約５８０～１１６０週間（１１～２２年程度）と１７億円以上という計算になる。…本件ドメイン全体にわたってエピトープを特定するためには，７０万通りをはるかに超える実験が必要となり，そのための時間と費用も膨大なものとなるのであって，当業者に過大な作業（実験）を強いるものといわなければならない。
　原告は，解決の見通しの明らかな状況において単純作業・ルーチンワークを繰り返すことは，過度の実験に該当せず，そのような作業を要することを理由に実施可能要件が満たされていないとすることはできない旨主張する。しかし，本件発明の特許請求の範囲に属するすべての抗原の組合せを発見するためには，上記のような膨大の回数の実験をして，ポリペプチドの抗原性について確認することを余儀なくされるのであり，個々の実験が単純作業であるとしても，このような膨大な手間と費用がかかる以上，それが過度の実験に当たることは当然であって，このような過度の実験をしなければ本件発明に含まれるすべての抗原の組合せを実施できないということは，その実施可能要件を欠くものといわなければならない。　
	負

不

○

	平成17年
（行ケ）
第10295号
	脂肪族ポリエステル二軸延伸フィルム

*｢過度の試行錯誤｣の当てはめ事例

*｢逐一計測｣が必要である旨の論証が重要!!　(判決文要研究!!)
	　【請求項】　粗さの中心面から０．００６２５μｍ以上の高さを有する突起の１ｍｍ2当たりの突起数（ＰＣＣ値）が下記式(1)を満足することを特徴とする脂肪族ポリエステル二軸延伸フィルム。　ＰＣＣ値≦７０００－４５０００×ＳＲａ…(1)
　…本件明細書の記載…によれば、滑剤粒子の平均粒子径が１．８μｍの前後であれば，ＳＲａ及びＰＣＣ値の変化につき一定の傾向が把握できるものの，請求項１に定める平均粒子径の数値範囲が１～４μｍという相当の幅をもった範囲であることにかんがみると，平均粒子径を下限近く，あるいは上限近くに設定した場合に，ＳＲａ及びＰＣＣ値がどのような変化を示すのか，実施例及び比較例の数値からだけでは，予測することが困難である。また，滑剤粒子の平均粒子径が１．８μｍの前後である場合にも，ＳＲａ及びＰＣＣ値の変化につき把握される一定の傾向とは，①平均粒子径が同一であれば，含有量の増大に伴って，ＳＲａ及びＰＣＣ値は共に増大すること，②含有量が同一であれば，平均粒子径が増大するに伴って，ＳＲａ及びＰＣＣ値は共に減少すること，にとどまるものである。したがって，例えば，平均粒子径を１．６５μｍ，あるいは，１．９５μｍとした場合に，含有量をどのように設定すれば，不等式〔ＰＣＣ値≦７０００－４５０００×ＳＲａ〕を満足することができるのかは，やはり不明であり，フィルムを製造した上でＳＲａ及びＰＣＣ値を逐一計測することが必要となる。…
　本件明細書の実施例を手がかりとしても，…製造されたフィルムにつきＳＲａとＰＣＣ値を逐一計測して，前記不等式を満たしているか否かを確認するほかないから，当業者に過度の試行錯誤を強いるものといわざるを得ない。 
	負不△

	平成19年
（行ケ）
第10401号
	物品の溶剤清浄化方法

*｢過度の試行錯誤｣の当てはめ事例

*サポート要件違反も指摘された
	　「既知の清浄化方法で用いた溶剤類」，すなわちフロンを用いた溶剤に「代替できる」ということは，フロンを用いた溶剤と同程度の「化学的不活性，不燃性，安全性（毒性上）」の特性を備えることを当然に意味するものではない。そして，本件明細書には，本件発明の「特定の低沸点のフッ素化エーテル」が，フロンと同程度の「化学的不活性，不燃性，安全性（毒性上）」の特性を備えていることは記載されていないばかりか，本件発明の「特定の低沸点のフッ素化エーテル」には，「化学的不活性，不燃性，安全性（毒性上）」の特性を備えていないものも含まれている。したがって，「特定の低沸点のフッ素化エーテル」の選択基準は不明なままであって，当業者は自ら実験をして選択をしなければならないから，過度の試行錯誤を要求される…。
	負不△

	平成18年
（行ケ）
第10487号
	水性接着剤

*｢過度の試行錯誤｣の当てはめ事例

*特許請求の範囲に記載されたすべての方法につき実施可能に記載が必要

⇒明細書中に一つの物質を用いた場合についてのみ製造方法が記載されていても×
	　…訂正明細書１には，…【００４６】として，「貯蔵弾性率Ｇ′及びずり応力τは，シードエマルジョンの種類や添加量，シード重合に用いる酢酸ビニルの添加量，前記酢酸ビニル以外の重合性不飽和単量体の種類，添加量，添加時期及び添加方法，保護コロイドや界面活性剤の種類及び添加量，重合開始剤である過酸化水素水の添加量，添加時期及び添加方法，前記添加剤の種類や添加量，重合温度，重合時間などの重合条件を適宜選択することにより調整できる。特に，Ｇ′ a 及びτ a を前記所定の範囲にするためには，重合開始剤である過酸化水素水の添加量，添加時期及び添加方法，保護コロイドや界面活性剤の種類及び添加量などが重要であるが，これらに限らず，上記の種々条件を適宜選択することにより，Ｇ′a及びτaを前記所定の範囲内に調整することが可能である。」と記載されているのみである。上記記載には，貯蔵弾性率Ｇ′とずり応力τの値を調整する多数の因子が列記されているのみで，これら多数の因子を具体的にどのように調整すると貯蔵弾性率Ｇ′とずり応力τの値が如何に変化するのかについての記載がなく，一義的に理解することができない。そして，上記【００４６】の記載は「…シード重合に用いる酢酸ビニルの添加量，前記酢酸ビニル以外の重合性不飽和単量体の種類，添加量…などの重合条件を適宜選択することにより調整できる。…」としながら，上記実施例１ないし３は，いずれも…重合性不飽和単量体として，ｎ－ブチルアクリレートを所定量添加したものに限られている。酢酸ビニルのみを用いて製造されるエマルジョンや，ｎ－ブチルアクリレート以外のモノマーを添加した場合の具体例も示されおらず，それらを用いて訂正発明１の水性接着剤を製造する方法についての記載もない。…

　訂正発明１は，…水性接着剤を構成する酢酸ビニル樹脂系エマルジョンとしてはシード重合により得られるものであれば特に制限はないとされているところ，…酢酸ビニル樹脂系エマルジョンを形成する際に用いうるモノマーには多種多様なものがあり，実施例１ないし３で用いられているｎ－ブチルアクリレートはその１つにすぎない。しかし，訂正明細書には，訂正発明１の接着剤を製造する方法につき，実施例１ないし３の製造方法以外に，貯蔵弾性率Ｇ′とずり応力τを所定の値に調整した酢酸ビニル樹脂系エマルジョンを製造する具体的な方法の記載は全くない。
　そうすると，シード重合により得られるものであれば特に制限はないとされる訂正発明１の酢酸ビニル樹脂系エマルジョンについて，酢酸ビニルのみを用いて製造されるエマルジョンの場合及びｎ－ブチルアクリレート以外のモノマーを酢酸ビニルに併用する場合に，貯蔵弾性率Ｇ′及びずり応力τについて所定の値を満たす水性接着剤を製造する方法についての記載はないということになる。…　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	負不★

	平成21年
(行ケ)
第10158号
	局所微量栄養素送達システム

*｢過度の試行錯誤｣の当てはめ事例
	　本願明細書の補助エステルに関するＬｏｇＰ値（０．５～１．５）を満たすエステル化合物は，膨大な種類のものを含む。
　…の…性質は，請求項１，１１で規定されたＬｏｇＰ値の範囲の補助エステルのすべてが当然に備えているものではなく，当業者が，試行錯誤を繰り返して，生物変換に関して微量栄養素と効果的に競合する補助エステルを選別しない限り，本願発明の目的を達成することができず，本願明細書には，その選別を容易にするための記載はない。…過度の試行錯誤を要する…。
	負不△

	平成22年
（行ケ）
第10105号
	内燃機関およびその作動方法
*｢過度の試行錯誤｣の当てはめ事例
	　原告が主張するように本願発明の燃焼サイクルの各プロセスにおける容積Ｖ，圧力Ｐ，温度Ｔ，及びタイミング（クランク角）が計算できたとしても，依然として，各プロセスを生じさせる燃焼噴射タイミングや，各噴射タイミングにおける燃料噴射量をどのように決定するのかが不明である。なぜならば，噴射された燃料が燃焼して熱が生じるには時間的なずれが生じており，燃料噴射タイミングと各プロセスの発生タイミングとは必ずしも一致しないことから，各プロセスにおける容積Ｖ，圧力Ｐ，温度Ｔ，及びタイミング（クランク角）が決まっても，各プロセスを行うための各燃料噴射タイミングと各燃料噴射タイミングにおける噴射量を決定することはできないからである。
　すなわち，本願発明の各プロセスでの容積Ｖ，圧力Ｐ，温度Ｔ，及びタイミング（クランク角）については，所望する値を算出することは窺い知ることができたとしても，そのような値となる各プロセスを実現するための各燃料噴射タイミングと各燃料噴射タイミングにおける噴射量を決定することについては，当業者に過度の試行錯誤を強いる。
	負不△

	平成21年

(行ケ)
第10170号

＜中野＞
	坑血小板剤スクリーニング方法

*リーチスルークレームの実施可能要件×
	【請求項１】…(A)方法、…(B)方法、…(C)方法のいずれか１つの方法，あるいは，これらを組み合わせることによる，ＡＤＰ受容体Ｐ２ＴＡＣリガンド，アンタゴニスト，又はアゴニストであるか否かを検出する工程，及び製剤化工程を含む，抗血小板用医薬組成物の製造方法。

　…実施例では，上記２つの化合物（２ＭｅＳＡＭＰ，ＡＲ－Ｃ６９９３１ＭＸ）についての検出実験が行なわれている…。
　しかし，上記２つの化合物は抗血小板作用を示すことが知られていたものであるからＡＤＰ受容体Ｐ２Ｔ のアンタゴニストである蓋然性ＡＣが高く，これらがアンタゴニスト活性を示すことが確認されたという結果は，単に（Ａ）～（Ｃ）として特定される検出方法が有効な検出方法であることの証左になるにすぎない。しかも，実施例は単に上記２つの化合物からＡＤＰ受容体Ｐ２Ｔ アンタゴニスト活性が検出されたことＡＣを示すのみで，検出される化合物が共通して持つ化学構造や物性など「物」の観点からの説明はなく，このような実施例の記載から他にいかなる化合物が検出されるか当業者が理解することはできない。すなわち，この２つの化合物以外にどのような化学構造や物性の化合物が（Ａ）～（Ｃ）として特定される検出方法によって有効成分として検出されるか，当業者は理解することができない。そして，本願明細書…には，何ら新規な化合物からなるリガンド，アンタゴニスト，アゴニストを発見したことは記載されておらず，したがって，新規な医薬組成物を製造することも記載されていない。以上のとおり，本願明細書…は，実施例で検出が行われた個別の２つの物質に関してＡＤＰ受容体Ｐ２ＴＡＣアンタゴニスト活性が確認された旨の記載があるに止まるものであり，どのような化学構造や物性の化合物が有効成分となるかについての具体的な記載はない。したがって，当業者は，本願明細書の記載からある化学構造の化合物を含む組成物が本願発明に該当するかどうかを認識・判断することはできない。

　そして，本願発明の特許請求の範囲全体を実施するためには，特定されていない無数の化合物を無作為に製造し，特許請求の範囲に記載された検出方法を適用して試験化合物からＡＤＰ受容体Ｐ２ＴＡＣリガンド，アンタゴニスト又はアゴニストが検出されるかどうかを確かめ，ＡＤＰ受容体Ｐ２Ｔ アンタゴニスＡＣ トたる化合物を見つけ出さなければならないが，このことは当業者に過度の試行錯誤を強いるものというべきである。すなわち，本願明細書の記載からは，スクリーニング工程を経てアンタゴニストとなる化合物が発見された場合に限り，その化合物を用いた抗血小板用医薬組成物を認識できるということが示唆されているのみであり，このことは特定の医薬組成物を認識しうることの単なる期待を示しているにすぎないのであるから，アンタゴニストとなる化合物を発見し，その化合物を用いた抗血小板用医薬組成物を認識するまでにはなお当業者に過度の負担を強いるものである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	負不★

	平成23年

(行ケ)
第10445号
	アトルバスタチン

*｢過度の試行錯誤｣の当てはめ事例
	…物の発明における発明の実施とは，その物の生産，使用等をする行為をいうから（特許法２条３項１号），物の発明について上記の実施可能要件を充足するためには，明細書にその物を製造する方法についての具体的な記載が必要であるが，そのような記載がなくても明細書及び図面の記載並びに出願当時の技術常識に基づき当業者がその物を製造することができるのであれば，上記の実施可能要件を満たすということができる。…

　補助溶剤を含む水中にアトルバスタチンを懸濁するというごく一般的な結晶化方法であるものの，補助溶剤としてメタノール等を例示し，その含有率が特に好ましくは約５ないし１５ｖ／ｖ％であることを特定するのみであり，結晶化に対して一般的に影響を及ぼすｐＨ，スラリー濃度，温度，その他の添加物などの諸因子について具体的な特定を欠くものであるから，これらの諸因子の設定状況によっては，本件明細書において概括的に記載されている方法２に含まれる方法であっても，結晶性形態Ⅰが得られない場合があるものと解される。そうだとすると，結晶化に対して特に強く影響を及ぼすｐＨやスラリー濃度を含め，温度，その他の添加物などの諸因子が一切特定されていない方法２の記載をもってしては，本件明細書及び図面の記載並びに出願当時の技術常識を併せ考慮しても，当業者が過度な負担なしに具体的な条件を決定し，結晶性形態Ⅰを得ることができるものということはできない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
	負不△

	平成24年(ワ)
第15612号
＜高野＞

H26.10.9
	疲労特性に優れたＣｕ-Ｎｉ-Ｓｉ系合金部材

*下限値なし⇒０個も含み充足であるが、実施可能要件違反
	　溶解時の溶湯内での反応により生じる酸化物，硫化物等については，本件明細書の発明の詳細な説明に，直径４μｍ以上の介在物個数を低減させる方法の開示は全くない。…原告が本件特許出願時において直径４μｍ以上の全ての介在物個数を０個／ｍ㎡とするＣｕ－Ｎｉ－Ｓｉ系合金部材を製造することができたと認めるに足りず，技術的な説明がなくても，当業者が出願時の技術常識に基づいてその物を製造できたと認めることもできない。そうすると，本件明細書の発明の詳細な説明には，特許請求の範囲に記載された数値範囲全体についての実施例の開示がなく，かつ，実施例のない部分について実施可能であることが理解できる程度の技術的な説明もないものといわざるを得ない。したがって，本件発明は，特許請求の範囲で，粗大な介在物が存在しないものも含めて特定しながら，明細書の発明の詳細の説明では，粗大な介在物の個数が最小で２５個／ｍ㎡である発明例を記載するのみで０個／ｍ㎡の発明例を記載せず，かつ，全ての粗大な介在物の個数を低減する方法について記載されていないことなどからすれば，本件明細書の発明の詳細な説明は，本件発明の少なくとも一部につき，当業者がその実施をすることができる程度に明確かつ十分に記載したものであるとはいえない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	負不〇

	平成27年

(行ケ)
第10188号

＜清水＞
	環状受容体関連蛋白ペプチド

*｢過度の試行錯誤｣の当てはめ事例

	…本願発明は，「５０個の連続するアミノ酸」のうち最大１５個（５０個×３０％）のアミノ酸の変異までが許容されるものであり，変異の種類には，挿入，欠失又は置換がある…から，なお，これらの条件を満たすアミノ酸配列は，極めて多数に及ぶものである。そうすると，多数のペプチドを製造してスクリーニングする方法が確立されており，開発業務受託機関に委託して時間や手間を短縮することができるとしても，そのような実験を膨大な回数繰り返して，本願発明に含まれる環状ＲＡＰペプチドを製造することは，当業者にとって過度な試行錯誤を要するといわざるを得ない。　
	負不△

	平成29年

(行ケ)
第10143号

＜鶴岡＞
	…残渣除去のための組成物

*２つの課題に対応する２つの性質を兼ね備える実施例が必要
⇒サポート要件も同じ

*｢過度の試行錯誤｣の当てはめ事例
	　本件訂正発明に係る組成物は，…集積回路基板等からポリマーやエッチング・アッシング残渣を除去することが可能であることと，同時に，金属で形成された回路の損傷量を許容し得る範囲に抑えることが求められるものであるから，本件訂正発明に係る組成物を生産し，使用することができるというためには，当該組成物がこの２つの性質を兼ね備えていることが必要である。したがって，本件訂正発明における実施可能要件適合性の判断に当たっては，基板からポリマーやエッチング・アッシング残渣を除去することができることと，金属で形成された回路の損傷量を許容し得る範囲に抑えること，の２つの性質を両立している組成物を生産することができるといえるかどうかを検討することとなる。…的確な手掛かりもないまま，試行錯誤によって各成分の配合量を探索せざるを得ないところ，このような試行錯誤は過度の負担を強いるものというべきである。…実施可能要件適合性は，出願時の技術常識を前提として，発明の詳細な説明の記載に基づいて判断すべきであって，出願後に提出された証拠によって要件適合性の立証をすることはできないというべきである。…　　　 
	負不〇

	平成29年

(行ケ)
第10045号

＜鶴岡＞
	…受容体関連タンパク質６（ＬＲＰ６）を調節するための分子

*｢過度の試行錯誤｣の当てはめ事例

⇒サポート要件も×
	　本件発明…は特定のアミノ酸配列の抗原結合部分を含むＬＲＰ６結合分子，すなわち化学物質の発明である。…本件明細書の記載から，実施例で得られた各Ｆａｂのアミノ酸配列等の化学構造や認識するエピトープを把握することはできない。…
　本件明細書には，Ｗｎｔ１特異的等の機能的な限定に対応する具体的な化学構造等に関する技術情報も記載されていない。そうすると，本件明細書の発明の詳細な説明における他の記載及び本件特許の出願時の技術常識を考慮しても，特許請求の範囲に規定されている３００程度のアミノ酸の配列に基づき，Ｗｎｔ１に特異的である等の機能を有するＬＲＰ６結合分子を得るためには，当業者に期待し得る程度を超える試行錯誤をする必要があると認めるのが相当である。 
	負不△

	平成27年

(行ケ)
第10148号
	分散型プレディケート予測を実現するための方法

*効果を奏するように実施できる必要あり
	…本願明細書の発明の詳細な説明は，「複数のプロセッサコア」という分散された環境において，「プレディケート予測器」が「概略プレディケート経路を表す情報」に基づいて「プレディケート命令の出力を予測する」という処理を行うことにより，信頼性の高いプレディケートの正確な予測に役立ち得るプレディケート履歴を生成することができ，同時にコア間の通信を最小にするという作用効果を奏するコンピューティングシステムを製造し，使用することができる程度に記載されていない。したがって，本願明細書の発明の詳細な説明は，当業者が本願発明１の実施をすることができる程度に明確かつ十分に記載したものということはできない。　　　　　　　　　　　　　　　　　 　
	負不△

	平成27年

(行ケ)
第10226号
	同期化された水

*実施例が不十分で、実施可能性立証×
	　…本願明細書の表１における「基準」に関する実験条件も具体的に記載されていないことからすると，本願マトリックスを使用した場合とこれを使用しなかった場合における比較実験を行ったものと認めることはできない。のみならず，水の同期化の理論的なメカニズムは十分に解明されていない上，…によれば，かえって，マイクロウェーブ，超音波，マイクロ波超音波，赤外線…などを使用することによって，水分子の回転運動を促進し，本願水特性のように，凝固点における水温をマイナス１０度以下に降下させることが可能になるとされており，しかも，上記近赤外線…は，本願発明にいう入射光の範囲…に含まれるのであるから，本願マトリックスを通過しない入射光であっても水を一定程度同期化し得ることが認められ，水の同期化が本願マトリックス以外の実験条件によって生じた可能性も残るといわざるを得ない。そうすると，本願明細書にいう上記実験は，水が同期化された原因が，その他の実験条件によるものではなく，専ら入射光が本願マトリックスを通過したことによることまでを立証するものとはいえない。…また，…本願明細書の実施例…では，男性２名及び女性２名に対し，本願マトリックスを耳鳴り症状を示す耳の後部の頭蓋基底部に，皮膚に穏やかな接着剤で局所的に配置する実験を行ったところ，このうち３名の耳鳴り症状が２４時間以内に消失し，１名の耳鳴り症状が１週間以内に消失したことが認められる。しかしながら，上記実験における被験者は僅か４名にとどまり，しかも本願マトリックスを使用しない場合との比較試験を行うものではないことからすれば，耳鳴り症状が自然治癒又はいわゆるプラセボ効果…により消失した可能性も残るというほかない。…　　

	負不△

	平成27年

(行ケ)
第10176号
＜清水＞
	ホモロガス薄膜を活性層として用いる透明薄膜電界効果型トランジスタ

*広過ぎるクレーム～実施可能性×の部分を含んでいる。
	【請求項】ホモロガス化合物ＩｎＭＯ３（ＺｎＯ）ｍ（Ｍ＝Ｉｎ，Ｆｅ，Ｇａ，又はＡｌ，ｍ＝１以上５０未満の整数）…薄膜を活性層として用いることを特徴とする透明薄膜電界効果型トランジスタ。

　本件明細書の発明の詳細な説明の記載は，ｍが５以上５０未満の整数である場合を含む本件発明１，２及び４について，当業者が，アモルファスの本件化合物薄膜を形成することができる程度に明確かつ十分に記載されたものであるということはできないから，実施可能要件を欠くものと認められる。 　
※４つの書証～ｍが５以上の場合は、本件出願時の当業者がアモルファス薄膜の形成が困難と認識していたと認定した。
	負不△

	平成28年

(行ケ)
第10205号

＜清水＞
	加工飲食品及び容器詰飲料

*水洗するという記載と水洗が書いてない実施例⇒水洗の要否を判断できない。

*実施可能要件違反の文脈で、本件発明と無関係のことを説明する段落を削除する訂正を示唆した。

Cf.H29(行ケ)10210＜鶴岡＞ 明確性要件違反の文脈で、本件発明と無関係のことを説明する段落を削除する訂正で明確性要件〇
	…本件発明に係る加工飲食品は，不溶性固形分の割合が本件条件（６．５メッシュの篩を通過し，かつ１６メッシュの篩を通過しない前記不溶性固形分の割合が１０重量％以上であり，１６メッシュの篩を通過し，かつ３５メッシュの篩を通過しない前記不溶性固形分の割合が５重量％以上２５重量％以下である）を満たす加工飲食品であるから，当業者が，本件明細書の発明の詳細な説明の記載及び出願当時の技術常識に基づいて，このような加工飲食品を生産することができるか否かが問題となる。…
　本件測定方法によって不溶性固形分を測定した際に，篩上に残存しているものについて，メッシュ目開きよりも細かい不溶性固形分が含まれているのか否かを判別する方法は，本件明細書には開示されておらず，また，当業者であっても，本件明細書の記載及び本件特許の出願時の技術常識に照らし，特定の方法によって判別することが理解できるともいえない（篩上に残存しているものが，メッシュ目開きよりも細かい不溶性固形分を含むものであるのか否かについて，一般的な判別方法があるわけではなく，…測定に使用される篩は，目開きが１６メッシュ（１．００㎜）又は３５メッシュ（０．４２５㎜）のものと認められるから，篩上に残った微小な不溶性固形分について，単に目視しただけでは明らかではないといわざるを得ない。）。そうすると，当業者であっても，本件明細書の記載及び本件特許の出願時の技術常識に基づいて，その後の水洗の要否を判断することができないことになる。したがって，本件発明の態様として想定される，「測定したいサンプル１００グラムを水２００グラムで希釈」しても「なお粘度を有している場合」（段落【００３８】）も含めて，当業者が，本件明細書の発明の詳細な説明の記載及び本件特許の出願時の技術常識に基づいて，本件条件を満たす本件発明に係る加工飲食品を生産することができると認めることはできない。…

　原告らは，「なお粘度を有している場合」（段落【００３８】）について，本件測定方法によれば，不溶性固形分の割合が本件条件を満たさないものとなること（ケース１～３）が想定され，本件発明の範囲外となるから，本件明細書の段落【００３８】の記載は，そもそも本件発明の実施に無関係であり支障はないとも主張する。しかしながら，本件測定方法によっても，サンプルが「なお粘度を有している場合」であって，「メッシュ目開きよりも細かい不溶性固形分が篩上に残存する場合」には，適宜，水洗を行い，更に不溶性固形分の重量を実際に測定することで，本件発明に係る加工飲食品が製造されたか否かを確認することになり，その結果，本件条件を満たし，本件発明の技術的範囲を充足することもあり得るのであるから，原告らの想定する事例について，直ちに，本件発明の技術的範囲外のものということはできない（なお，仮に，本件明細書の段落【００３８】の記載が本件発明の実施に無関係のものと考えるのであれば，少なくとも訂正請求の手続において削除すべきものと解される。）。　　　
	負不★★★

	平成27年

(行ケ)
第10021号

＜清水＞

H27.10.13
	ウイルス感染症およびその他の内科疾患を治療するための化合物

*医薬用途発明:

⇒免疫抑制剤との併用により生じる懸念から有用性を示す記載が、高度に求められた
=H28(行ケ)10216「脂質含有組成物」＜鶴岡＞
⇒医薬用途発明の実施可能要件は、医薬としての有用性を当業者が理解できる必要あり

	　医薬の用途発明においては，一般に，物質名，化学構造等が示されることのみによっては，当該用途の有用性及びそのための当該医薬の有効量を予測することは困難であり，当該医薬を当該用途に使用することができないから，医薬用途発明において実施可能要件を満たすためには，本願明細書の発明の詳細な説明は，その医薬を製造することができるだけでなく，出願時の技術常識に照らして，医薬としての有用性を当業者が理解できるように記載される必要がある。
　本願発明は…抗ウイルス化合物であるシドフォビルの脂質含有プロドラッグとして公知のＨＤＰ-ＣＤＶに対し，免疫抑制剤をエンハンサーとして併用することにより，ＨＤＰ－ＣＤＶの生物学的利用能を増強させ，より良い治療効果を奏する組成物とすることを技術的特徴とすることに照らせば，本願発明について医薬としての有用性があるというためには，ＨＤＰ－ＣＤＶと免疫抑制剤を併用すると，ＨＤＰ－ＣＤＶの生物学的利用能が増強されるだけでなく，ＨＤＰ-ＣＤＶを単独で用いた場合に比べて，ウイルス感染の治療効果が向上することが必要であると解するのが相当である。…
　本願明細書の発明の詳細な説明の記載から，ウイルス感染症を発症している患者に対してＨＤＰ－ＣＤＶと共に免疫抑制剤を投与すると，ＨＤＰ－ＣＤＶの生物学的利用能が増強されることを当業者が理解することが可能であったとしても，上記の技術常識に照らすと，それと同時に，免疫抑制剤の利用により免疫が抑制されて感染症が悪化することが懸念されることから，ＨＤＰ－ＣＤＶと免疫抑制剤を併用した場合には，ＨＤＰ-ＣＤＶを単独で用いる場合に比べてウイルス感染の治療効果が向上するか否かは不明であるというほかなく，当業者が本願発明に医薬としての有用性があることを合理的に理解することは困難である。したがって，本願明細書の発明の詳細な説明の記載は，本願出願日当時の技術常識に照らして，当業者が，本願発明の医薬としての有用性があることを理解できるように記載されていないから，実施可能要件を充足するということはできない。　
	負不〇

	平成27年

(ワ)
第23087号

＜佐藤＞

H29.12.6
	抗ウイルス剤
*医薬用途発明:

⇒薬理データがない典型パターン（原告:塩野義製薬）

*サポート要件も×
（分割出願の過程で薬理試験結果が一切なくなった事例。）
⇒控訴審H29(ネ)10105＜高部＞も同趣旨でサポート要件×

⇒審取H29(行ケ)10172＜高部＞も同趣旨でサポート要件×（追試結果の参酌も否定）
	…原告は，本件明細書には本件特許化合物の薬理データの記載はないものの…「化合物Ｃ－７１」の化学構造の一部が異なるにすぎない「化合物Ｃ－２６」…のデータが存在することを指摘する。しかし，一般に，化合物の化学構造の類似性が非常に高い化合物であっても，特定の性質や物性が全く類似していない場合があり，この点はインテグラーゼ阻害剤の技術分野においても同様と解されるのであって…，このことは本件出願当時の当業者にとっても技術常識であったというべきである。
　この点，原告は，「化合物Ｃ－７１」と「化合物Ｃ－２６」の構造は非常に類似しており，両者の差異は，「化合物Ｃ－７１」のＲＡがアミド型置換基であるのに対し，「化合物Ｃ－２６」のＲＡが非置換の窒素原子を含む芳香族複素環である点のみである上，「化合物Ｃ－７１」のアミドと「化合物Ｃ－２６」の芳香族複素環（具体的には，１，３，４－オキサジアゾール）は，いずれも配位子として機能することが知られ，また，アミドと１，３，４－オキサジアゾールは，バイオアイソスターとして相互に置換可能であることも本件優先日当時の技術常識であったのであるから，当業者であれば，「化合物Ｃ－７１」は「化合物Ｃ－２６」と同様のインテグラーゼ阻害活性を有すると理解すると主張する。しかし，「化合物Ｃ－７１」のアミドと「化合物Ｃ－２６」の芳香族複素環がいずれも配位子として機能することが知られ，また，一般的にアミドと１，３，４－オキサジアゾールは，バイオアイソスターとして相互に置換可能であるとしても，インテグラーゼ阻害剤において，ＲＡのアミドと１，３，４－オキサジアゾールが配位子として機能し，それらが相互に置換可能であることが本件出願当時の技術常識であったと認めるに足りる証拠はない。かえって，前記のとおり，インテグラーゼ阻害活性を有する化合物の化学構造の類似性が非常に高い場合であっても，特定の性質や物性が全く類似していないことがあることや，本件出願当時は，末端に環構造を有する置換基の役割やインテグラーゼ阻害活性を示す置換基についての一般的な化学構造に関する技術常識が存在したとは認められないこと，本件特許化合物が有するアミド中の－ＮＨ－の部分は，水素結合可能な基であることなどを考慮すると，「化合物Ｃ－７１」が「化合物Ｃ－２６」と同様のインテグラーゼ阻害活性を有すると当業者が理解するためには，「化合物Ｃ－７１」の薬理データが必要であるというべきである。　　　　　　　　　　　　　　　　　
	負不△

	平成29年

(行ケ)
第10029号

＜森＞

H29.12.26
	エチレン－酢酸ビニル共重合体ケン化物ペレット群及びその用途

維持審決⇒審決取消
*課題を理解できない

⇒委任省令違反

⇒サポート要件も×

	…本件明細書には，本件発明における「ＥＶＯＨ層の界面での乱れに起因するゲル」は，本件特許出願前の技術により抑制することができるとされているロングラン成形により発生するゲルとは異なる原因で発生する旨の記載があるものの，その記載のみでは，ロングラン成形により発生するゲルと区別できるかどうかは，明らかでないというほかない。…
　そうすると，本件発明における「ＥＶＯＨ層の界面での乱れに起因するゲル」の意義は明らかでないというほかなく，本件特許出願時の技術常識を考慮しても，「成形物に溶融成形したときにＥＶＯＨ層の界面での乱れに起因するゲルの発生がなく，良好な成形物が得られ」るという本件発明の課題は，理解できないというほかない。…したがって，本件明細書の記載には，本件発明の課題について，当業者が理解できるように記載されていないから，「特許法第三十六条第四項第一号の経済産業省令で定めるところによる記載は，発明が解決しようとする課題及びその解決手段その他のその発明の属する技術の分野における通常の知識を有する者が発明の技術上の意義を理解するために必要な事項を記載することによりしなければならない。」と定める特許法施行規則２４条の２の規定に適合するものではない。　　　　　　　　　　　　　　 
	負不△

	平成29年

(行ケ)
第10051号

＜鶴岡＞
	…暗号回路

*クレームと実施例の矛盾を指摘された
	…本願明細書等の図１及び２に示される回路においては，そもそもマスク鍵kc⊕ki が計算されているとは認められないことから，両図の回路をもって関数G（x，kc⊕ki）の具体的態様を開示したものということはできない。…段落【００２８】記載の「【数２】K⊕M」は，２つの値がXOR 演算されているという点で本願発明のマスク鍵と共通するものの，記号が異なることから，本願発明を説明したものとは認められない。仮に当該記載が本願発明を説明したものだとすると，当該記載の「秘密鍵K」は保護対象となる鍵であるから，その機能の面から本願発明の関数鍵kc に該当すると解されるが，【数２】と式(A)とを比較すると，M=E(RH(IP(ki)))であると推測されるところ，E(RH(IP(ki)))は明らかに第２の鍵ki そのものとは異なる値である。したがって，当該記載は，本願発明と整合せず，やはり本願発明を説明するものということはできない。
	負不△

	平成30年

(行ケ)
第10043号

第10044号

第10045号

＜鶴岡＞

R1.6.26
	複数分子の抗原に繰り返し結合する抗原結合分子

*実施可能要件の規範
*広過ぎるクレーム～実施可能性×の部分を含んでいる。

*実施可能要件否定の根拠として、出願後の文献を参照してＯＫ
Cf.H29(行ケ)10225「PCSK9に対する抗原結合タンパク質」事件（アムジエンv.サノフィ）

*無効審判請求人は、この発明を「リーチスルークレーム」であると主張した。
⇒判決は認定せず
★Amgen Inc. v. Sanofi, Aventisub LLC (Fed. Cir. Feb.11, 2021)は、実施可能要件違反!!
	【請求項１】 少なくとも可変領域の少なくとも１つのアミノ酸がヒスチジンで置換され又は少なくとも可変領域に少なくとも１つのヒスチジンが挿入されていることを特徴とする，抗原に対するpH5.8でのKDとpH7.4でのKDの比であるKD(pH5.8)/KD(pH7.4)の値が２以上，１００００以下の抗体であって，細胞外で結合した抗原をエンドソーム内で解離する抗体を含む医薬組成物。

　特許法３６条４項１号…の要件を充足するためには，明細書の発明の詳細な説明に，当業者が，明細書の発明の詳細な説明の記載及び出願当時の技術常識に基づいて，過度の試行錯誤を要することなく，その発明を実施することができる程度に発明の構成等の記載があることを要する。…

　本件発明１の特許請求の範囲には，元の抗体及びヒスチジン置換又は挿入の位置や数についての限定がないから，本件発明１に係る医薬組成物に含まれる抗体についても，元の抗体及びヒスチジン置換又は挿入の位置や数は限定されないことが理解できる。よって，本件発明１の技術的範囲には，１個又は複数のヒスチジン置換及び／又は挿入がされ，所定のｐＨ依存的結合特性を有し，細胞外で結合した抗原をエンドソーム内で解離するあらゆる抗体を含む医薬組成物が含まれることになる。そうすると，本件発明１が実施可能要件に適合するためには，このような本件発明１に含まれる医薬組成物の全体について実施できる程度に本件明細書の発明の詳細な説明の記載がされていなければならないものと解される。…

　…上記の改変箇所は，あくまでも例にすぎず，これ以外の箇所の改変によって所望の抗体が得られることもあり得るから，本件発明１に含まれる医薬組成物全体に当てはまるものではない。…

　…実施例２の方法は，本件発明１に係る医薬組成物全体に適用できるものではない。

　…実施例３の方法は，本件発明１に含まれる医薬組成物全体に適用できるものではない。

　…本件明細書に接した当業者は技術常識に基づき，抗体の可変部位のアミノ酸残基２２０個について１つずつ網羅的にヒスチジン置換をした抗体を作製することは可能であるということができる。被告は，抗体を作製した後のヒスチジン置換位置の特定について，「所望のｐＨ依存性を示す（有望であること，ないし，ｐＨ依存的結合特性がもたらされたことが判明した）箇所」という基準により行うことを主張しているが，本件明細書にはこのような記載はないし，本件明細書や証拠上現れた技術常識によってもどのような基準に基づいてヒスチジン置換位置を特定すれば，本件発明１に含まれる医薬組成物全体について実施することができるのかが明らかではない。…

　仮に，被告主張ヒスチジンスキャニングの前半の試験におけるヒスチジン置換位置の特定について，①本件明細書の【００２９】に記載された「変異前と比較してKD(pH5.8)/KD(pH7.4)の値が大きくなった」箇所，あるいは，②特許請求の範囲に記載された「所定のｐＨ依存的結合特性を有する」箇所を意味すると理解するとしても，次のとおり，このような被告主張ヒスチジンスキャニングにより本件発明１に係る医薬組成物全体を実施できるとはいえない。…なお、本件出願後の文献であるが、甲４５の複数のヒスチジン置換がされた抗Ｃ５抗体に関する記載…によれば，本件発明１に含まれる複数のヒスチジン置換がされた抗体のヒスチジン置換箇所には，①単独のヒスチジン置換によればKD(pH5.8)/KD(pH7.4)の値が置換前の抗体の値を下回る箇所や，②単独のヒスチジン置換によっては所定のｐＨ依存的結合特性を有しない箇所が含まれる場合があることが推測される…。
	負不★

	平成31年

(行ケ)
第10027号

＜鶴岡＞

R1.12.25
	椅子式マッサージ機

*各手段が協調して発明の機能を実現する必要あり

⇒実施可能要件×
	　本件明細書には，［１］肘掛部の後部と背凭れ部の側部とを，「肘掛部全体が，前記背凭れ部のリクライニング動作に連動して，リクライニングする方向に傾くように」（構成要件Ｅ）連結する連結手段については連結部１４２ａによる回動関係が，［２］肘掛部全体を座部に対して回動させる回動手段については回動部１４１ａによる回動関係が開示されているが，［３］背凭れ部をリクライニングするように座部に対し連結する連結手段の具体的な構成は記載されていない。また，本件明細書には，「背凭れ部のリクライニング角度に関わらず施療者の上半身における着座姿勢を保」つように（構成要件Ｆ），［１］肘掛部の後部と背凭れ部の側部とを，「肘掛部全体が，前記背凭れ部のリクライニング動作に連動して，リクライニングする方向に傾くように」連結する連結手段（構成要件Ｄ，Ｅ），［２］背凭れ部のリクライニング動作の際に上記の連結手段を介して肘掛部全体を座部に対して回動させる回動手段（構成要件Ｄ）及び［３］背凭れ部をリクライニングするように座部に対し連結する連結手段（構成要件Ｄ）の具体的な組み合わせの記載はない。…本件においては，構成要件Ｄ～Ｆを充足するような，［１］肘掛部の後部と背凭れ部の側部を連結する連結手段，［２］肘掛部全体を座部に対して回動させる回動手段及び［３］背凭れ部を座部に対し連結する連結手段の具体的な組み合わせが問題になっており，したがって，これらの各手段は何の制約もなく部材を連結又は回動させれば足りるのではなく，それぞれの手段が協調して構成要件Ｄ～Ｆに示された機能を実現する必要がある。そうすると，このような機能を実現するための手段の選択には，技術的創意が必要であり，単に適宜の手段を選択すれば足りるというわけにはいかないのであるから，明細書の記載が実施可能要件を満たしているといえるためには，必要な機能を実現するための具体的構成を示すか，少なくとも当業者が技術常識に基づき具体的構成に至ることができるような示唆を与える必要があると解されるところ，本件明細書には，このような具体的構成の記載も示唆もない。　　　　
	負不△

	東京地判
平成29年

(ワ)
第39602号

＜柴田＞
	加熱調理部付きテーブル個別排気用の排気装置
*明細書に記載されたメカニズムが現実に起こらない。
⇒「熱気流の上部」の位置を特定不可能

⇒実施可能要件×

※実質的には、発明未完成or不存在
	【請求項１】（天井の排気ダクトに接続された吸気部の）吸引端は，前記加熱調理部から前記焼き網を通過して立ち上る熱気流の上部を包み込むことのできる高さ位置で前記加熱調理部に臨まされている…加熱調理部付きテーブル個別排気用の排気装置
…物の発明については，明細書及び図面の記載並びに出願当時の技術常識に基づき，当業者がその物を作ることができ，かつ，その物を使用することができる必要があるといえる。…本件訂正発明１－１についてみると，構成要件１－１Ｅは「吸引端は，前記加熱調理部から前記焼き網を通過して立ち上る熱気流の上部を包み込むことのできる高さ位置で前記加熱調理部に臨まされている」とするから，本件各発明を実施するためには，排気装置の生産，使用に当たり，その吸引端をこの「熱気流の上部を包み込むことのできる高さ位置」とする必要があり，熱気流の上部を検知できなければならない。…

　被告は，熱気流の上部を特定することができず，本件訂正発明１が実施可能要件に違反すると主張する。…

　炭火コンロにおける煙の立ち上り方等についてみると，加熱調理部である炭火コンロから発生する煙の様子を通常のカメラで撮影した動画…によれば，加熱調理部から発生した煙は，いずれも上方に行くにしたがって徐々に拡散しており，加熱調理部の上方のいずれかの位置において，本件図に示された本件三角形状のように収束する様子は見られない。…これらによれば，本件各発明を実施しようとする者が，煙の動きを観察したとしても「熱気流の上部」の位置を特定することができるとは認められないというべきである。…加熱調理部から立ち上る熱気流の全体やその熱気流の上部を検知することはできない。…　　
	負不△

	東京地判
令和2年
(ワ)
第19924号

＜佐藤＞
=令和2年(ワ)
19918＜田中＞
=令和2年(ワ)
19932＜佐藤＞

=令和2年(ワ)
19919＜國分＞
=令和2年(ワ)
19917＜柴田＞
	イソブチルＧＡＢＡまたはその誘導体を含有する鎮痛剤

*実施可能要件×

*サポート要件も×
=R4(ネ)10009<大鷹>

*訂正要件も×
=R2(行ケ)10135<本多>
	　医薬の用途発明においては，一般に，物質名，化学構造等が示されることのみによっては，当該用途の有用性を予測することは困難であり，当該医薬を当該用途に使用することができないから，医薬の用途発明において実施可能要件を満たすためには，明細書の発明の詳細な説明にその医薬の有用性を当業者が理解できるような薬理試験結果を記載する必要があるが，前記判示のとおり，本件明細書等には，本件化合物が神経障害性疼痛又は心因性疼痛による痛覚過敏又は接触異痛の痛みの治療に有効であると当業者が理解し得るような薬理試験結果の記載は存在しない。…
　侵害受容性疼痛，神経障害性疼痛等で出現する痛覚過敏と，脊髄のＮＭＤＡ受容体の活性化による中枢性感作との間に関連性があるといい得るとしても，本件特許出願当時，本件明細書等に記載された侵害受容性疼痛（炎症性疼痛，術後疼痛，転移癌に伴う骨関節炎の痛み，痛風，火傷痛等）や神経障害性疼痛（三叉神経痛，急性疱疹性神経痛，糖尿病性神経障害，カウザルギー等）により出現する痛覚過敏がすべて末梢や中枢の神経細胞の感作という神経の機能異常により生じるとの技術常識が存在したとは認め難く，まして，これらの記載から，当業者が，薬理試験結果の記載もなく，本件化合物が神経障害性疼痛の治療に有効であると認識し得たということはできない。
	負不△

	令和2年
(行ケ)
第10122号

＜菅野＞
	ウデナフィル組成物を用いてフォンタン患者における心筋性能を改善する方法
*発明の課題は、改善
（医薬用途発明）
⇒改善の開示が必要
⇒実施可能要件×
*サポート要件も×
	　…本願明細書に接した当業者は，本件処方は，運動耐容能の改善をもたらし得ることを理解するものといえる（なお，本願明細書では最大努力時ＶＯ２測定値が「維持」される場合と「改善」される場合を区別しており（【００７８】），最大努力時ＶＯ２測定値の単なる「維持」は「改善」には含まれないことを理解するものといえる。）…
　本願発明は，…フォンタン手術を受けた患者における，最大努力時ＶＯ２により測定される運動耐容能の改善のため，シルデナフィルに比べ長い半減期を持つＰＤＥ５阻害剤の投与がフォンタン手術後に患者の有酸素運動能力の低下を防止又は改善することになるとの仮説の下に，ＰＤＥ５阻害剤ウデナフィルが様々な病態に対して１日１回治療として有用であり得ることから，フォンタン患者に対してウデナフィルを特定量投与する医薬組成物としたものであり，医薬についての用途発明である。そうすると，本願発明が実施可能要件を満たすためには，本願明細書の発明の詳細な説明に，ウデナフィル又はその薬剤的に許容可能な塩の，１回当たり８７.５ｍｇ，１日２回の投与により，フォンタン手術を受けた患者において，最大努力時ＶＯ２により測定される運動耐容能の改善に使用できることが，当業者が理解できるように記載されている必要がある。…
　原告は，実際に症状が大幅に改善した患者がいるとするが…，本願明細書には，実施例３における試験結果全体が記載されているのであり，その記載内容を全体としてみれば，フォンタン手術を受けた患者に対し，本件処方が最大努力時ＶＯ２により測定される運動耐容能の改善に使用できることを当業者が理解できるとはいえない…。
	負不△

	平成27年
（行ケ）
第10052号

＜設樂＞
	ナルメフェン…を使用する疾患の処置

*追試により実施可能要件を満たすという主張が斥けられた
	…一般に明細書に薬理試験結果等が記載されており，その補充等のために，出願後に意見書や薬理試験結果等を提出することが許される場合はあるとしても，…本願明細書の発明の詳細な説明には，式Ｒ－Ａ－Ｘの化合物を，Ｂ型肝炎ウィルスの感染を予防又は治療するために用いるという用途が記載されているのみで，当該用途における化合物の有用性について客観的な裏付けとなる記載が全くないのであり，このような場合にまで，出願後に提出した薬理試験結果や基礎出願の試験結果を考慮することは，…特許制度の趣旨から許されないというべきである。
	負不△

	
	
	
	

	平成13年

(行ケ)
第140号

＜篠原＞


	畳のクセ取り縫着方法

*進歩性と実施可能要件との相同性⇒従来技術に無い新規な構成で進歩性を基礎付ける構成は、実施可能とすべき記載が必要
	…請求項１発明は、その構成において構成要件Ａ以外に従来の技術と異なるところはなく、構成要件Ａを採用することにより、上前側を切断縫着した後、下前側をクセ取り切断縫着する場合に、畳床の方向転換と位置決めを自動化して省力化を図ることを目的とするものであると認められる。そうすると、請求項１発明が特許されたのは、構成要件Ａが、従来の畳縫着機にない新規な構成であり、かつ、当業者が容易に想到することができないことによると解される。このように、構成要件Ａが請求項１発明の進歩性を基礎付ける本質的な構成である以上、本件明細書の発明の詳細な説明において、その実施を可能とすべき記載がない限り、当業者が容易にこれを実施することは不可能なはずであり、逆に、このような記載がないにもかかわらず、当業者の技術常識を参酌することのみにより構成要件Ａの容易な実施が可能となるならば、請求項１発明の進歩性は否定されざるを得ないこととなる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	負不〇


特許法３６条６項１号（サポート要件）≪勝訴事案≫
	事件番号
	発明、結論、論点等
	判示内容
	

	平成21年

(行ケ)
第10033号

＜飯村＞
	性的障害の治療におけるフリバンセリンの使用

*特段の事情なければ｢サポート要件｣は、形式的な理解でOK

⇒法３６条４項１号の充足性は別問題

Cf.H23(行ケ)10179

* H23(行ケ)10147及びH24(行ケ)10299との整合性は疑問あり
	１ 法３６条４項１号と同条６項１号の関係について…　　　　　　　　　　
　審決が法３６条６項１号の要件充足性との関係で，「発明の詳細な説明において，薬理データ又はそれと同視すべき程度の記載をすることにより，その用途の有用性が裏付けられている必要があ（る）」と述べている部分は，特段の事情のない限り，薬理データ又はそれと同視すべき程度の記載をすることが，必要不可欠な条件（要件）ということはできない。
　法３６条６項１号は，…「特許請求の範囲」と「発明の詳細な説明」とを対比して，「特許請求の範囲」の記載が「発明の詳細な説明」に記載された技術的事項の範囲を超えるような広範な範囲にまで独占権を付与することを防止する趣旨で設けられた規定である。そうすると，「発明の詳細な説明」の記載内容に関する解釈の手法は，同規定の趣旨に照らして，「特許請求の範囲」が「発明の詳細な説明」に記載された技術的事項の範囲のものであるか否かを判断するのに，必要かつ合目的的な解釈手法によるべきであって，特段の事情のない限りは，「発明の詳細な説明」において実施例等で記載・開示された技術的事項を形式的に理解することで足りるというべきである。
　大合議部判決の判示は，(1)「特許請求の範囲」が，複数のパラメータで特定された記載であり，その解釈が争点となっていること，(2)「特許請求の範囲」の記載が「発明の詳細な説明」の記載による開示内容と対比し，「発明の詳細な説明」に記載，開示された技術内容を超えているかどうかが争点とされた事案においてされたものである。これに対し，本件は，①「特許請求の範囲」が特異な形式で記載されたがために，その技術的範囲についての解釈に疑義があると審決において判断された事案ではなく，また，②「特許請求の範囲」の記載と「発明の詳細な説明」の記載とを対比して，前者の範囲が後者の範囲を超えていると審決において判断された事案でもない。知財高裁大合議部判決と本件とは，上記各点において，その前提を異にする。
	勝有★★★

	平成20年
（行ケ）
第10484号
	無鉛はんだ合金

*新規の構成により、課題を解決した

⇒数値は、望ましい数値範囲を示したに過ぎない

⇒数値のサポート不要
	　…数値限定に臨界的な意義がある発明など，数値範囲に特徴がある発明であれば，その数値に臨界的な意義があることを示す具体的な測定結果がなければ，発明の詳細な説明の記載により当業者が当該発明の課題を解決できると認識できない場合があり得る。しかし，本件全証拠によるも，本件優先権主張日前に「Ｓｎを主として，これに，ＣｕとＮｉを加える」ことによって「金属間化合物の発生が抑制され，流動性が向上した」発明（又はそのような発明を容易に想到し得る発明）が存したとは認められないから，本件発明１の特徴的な部分は，「Ｓｎを主として，これに，ＣｕとＮｉを加える」ことによって「金属間化合物の発生が抑制され，流動性が向上した」ことにあり，ＣｕとＮｉの数値限定は，望ましい数値範囲を示したものにすぎないから，上記で述べたような意味において具体的な測定結果をもって裏付けられている必要はないというべきである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	勝

有

★

	平成20年

（行ケ）

第10065号
	経口投与用吸着剤

*数値限定が発明の本質的部分でなく、サポート要件は緩く認められた
	　【請求項１】…細孔容積が０．２５ｍＬ／ｇ未満である球状活性炭からなる…ことを特徴とする，経口投与用吸着剤
…原告は，…臨界的意義について記載のない本件特許明細書には記載不備がある旨主張する。

　しかし，…本件特許明細書には，炭素源に係る発明特定事項以外の発明特定事項について当業者が適宜の設定をすることが可能であることを示唆する記載があり，しかも，選択吸着能は，（細孔容積が極小の場合を除き）その減少に応じて漸次発現する特性がある旨の知見が公知であることを併せ考慮すれば，当業者は，本件特許発明の規定する細孔容積の条件について，それ自体厳密な意味における臨界的な意義を有するというよりも，選択吸着率を優れたものとするために孔径の大きな細孔を少なくすべきことを表現し，そのための一つの目安として「０．２５ｍＬ／ｇ」との数値を規定したものとして理解することができるから，明細書の記載上，殊更に上記数値の意義が明らかにされていないとしても，当業者において本件特許発明の課題を解決できることについて認識できないということはできない。　　　　　　　
	勝

有

★

	平成19年

（行ケ）

第10147号
	ソーワイヤ用ワイヤ
*数値限定が発明の本質的部分でなく、サポート要件は緩く認められた

*H20(行ケ)10065同旨

*H20(行ケ)10484同旨

*H21(行ケ)10246同旨

Cf.H19(行ケ)10308

*H20(ネ)10073は、同特許権に係る侵害訴訟で非充足とした
	　…本件明細書の発明の詳細な説明には，本件特許発明のワイヤの径サイズ（「０．０６～０．３２ｍｍφ」）については，通常使用されるワイヤサイズに基づいて規定し，層除去の範囲（ワイヤ表面から「１５μｍ」の深さまで）については，実使用による使用済みワイヤの片側最大磨耗が１５μｍであることを確認したことに基づいて規定し，内部応力の範囲（「０±４０ｋｇ／ｍｍ２」）は，実使用による使用後のワイヤに小波の発生がなく，フリーサークル径の減径が大きくなかったことを確認したことに基づいて規定したことが記載されていることに照らすならば，本件特許発明の内部応力の範囲（「０±４０ｋｇ／ｍｍ2）は，その上限値又は下限値に格別の臨界的意義があるわけではなく，ワイヤの表面層の内部応力の絶対値が小さい数値を規定したものと理解される。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　そうすると，本件明細書に接した当業者であれば，発明の詳細な説明の記載から，本件特許発明は，層除去法により数値化したワイヤの表面層の内部応力の絶対値を小さくすることにより，使用後のフリーサークル径の減径及び小波の発生という，ソーワイヤ用ワイヤの使用負荷を大きくした場合の課題を解決し，ワイヤを真直な姿勢に維持することができるようにした発明であると理解し，また，特許請求の範囲（請求項１）に記載された「ワイヤ表面から１５μｍの深さまでの層除去の前後におけるソーワイヤの曲率変化から求めた内部応力が０±４０ｋｇ／ｍｍ２ の範囲に設定」する構成を採用すれば，上記課題を解決し，ワイヤを真直な姿勢に維持することができる効果を得られることについて，発明の詳細な説明の【表１】記載の本件特許発明の具体例１ないし５及び比較例１ないし５により裏付けられているものと理解するものと認められる。…
	勝

有

★

	平成21年
（行ケ）
第10246号
	容器
*数値限定が発明の本質的部分でなく、サポート要件は緩く認められた
	　明細書の発明の詳細な説明には，段落【００４６】において，流路の有効内径を６５ないし８５ｍｍと特定した根拠について，一応の理論的説明とともに，「試作」によってその数値を見い出した旨が記載されている。そして，発明の詳細な説明には，「溶融金属の圧送に必要な圧力，溶融金属自体の重量，粘性抵抗の大きさ」等についての具体的な記載は全くなく，これらのパラメータの特定は，本件特許発明３において必要的な事項とはされていない。以上からすれば，本件での「流路の有効内径」の数値限定は，他の条件については技術常識を参酌しつつ，溶融金属の導出圧力を適宜低下させることが可能であるという程度のものとみるべきであり，本件特許発明３の特許請求の範囲において，流路の有効内径以外のパラメータの記載がないとしても，特許請求の範囲において，発明の詳細な説明に記載されていない部分が生じてはいないから，特許請求の範囲において過大な記載をしていることにはならず，サポート要件には違反しないというべきである。
	勝

有

★

	平成21年
（行ケ）
第10252号
	押し棒を有する電気スイッチ

*発明の技術的特徴でない構成は記載要件を緩く判断する
*実施可能要件も○
	　…構成要件ｅ－１及びｅ－２は電気スイッチの一般的な機能を規定するもので，本件発明の技術的特徴ではないと考えられるところ，特許法はそうした部分についてまで，実施可能要件及びサポート要件として網羅的に実施例を開示することを要求しているとは解されない，すなわち，構成要件ｅ－１及びｅ－２の機能におけるバネの関与の有無は発明を特定するための事項ではないところ，かかる発明を特定するための事項ではない技術的事項に着目し，実施可能要件及びサポート要件を問うことは適切ではないと解される。加えて，電気スイッチに関し，構成要件ｅ－１及びｅ－２の機能にバネが関与するか否かに着目して分類することが一般的であるとは認められず，原告独自の分類であると解されることに照らすと，バネの関与なしに構成要件ｅ－１及びｅ－２を実現し，バネの作用により構成要件ｅ－３を実現する構成が発明の詳細な説明に具体的に記載されていないとしても，実施可能要件及びサポート要件違反であるということはできない…。　　　　　　　　　 　
	勝有○

	平成24年
（行ケ）
第10387号
＜塩月＞
	安定化された臭化アルカン溶媒
*課題は、最良の組み合せであり、配合比の最適化でない。

⇒明確性要件は×
	…審決は，特許請求の範囲に臭化ｎ－プロピルと組み合わせる安定剤の下限値が記載されておらず，当然にその効果を奏さないような，安定剤をごくわずかしか含まないような配合量についての発明が本件発明…の範囲に形式上含まれることをもって，本件発明９及び１０がサポート要件を満たさないと判断した。しかし，本件発明は，臭化ｎ－プロピルを安定化する臭化ｎ－プロピルと安定剤の最良の組合せを見出すことを発明の課題とするものであって，臭化ｎ－プロピルと安定剤の配合比の最適化を発明の課題とするものではないので，特許請求の範囲に，安定剤系として選択される物質の配合量の下限値が特定された記載されていないことを根拠に，本件発明…がサポート要件を満たさないとすることはできない。　　　
	負有★

	平成22年
（行ケ）
第10153号
	接着剤，接着剤の

製造方法及びそれを用いた回路接続

構造体の製造方法

*数値限定発明の、サポート要件に係る当てはめ事例

Cf.H17(行ケ)10818

*実施可能要件は×
	…被告は，本件発明における（Ａ－１）：（Ａ－２）のＧＰＣの面積比と実施例における面積比の上限はかけ離れていること，本件発明の構成が定める面積比とその効果との因果関係や技術的意義が全く記載されていないことなどから，本件明細書の記載によっては，当業者は，ＧＰＣの面積比「（Ａ－１）：（Ａ－２）＝１００：１～１００」の全ての範囲について，本件発明の課題を解決できるとは認識できないなどと主張する。
　しかしながら，本件明細書には，数値範囲の下限及び上限について，数値範囲の意義（（Ａ－１）：（Ａ－２）＝１００：１未満である場合，実質的なオリゴマーの効果が発現しない傾向があり，１００：１００を超える場合，接着剤の接着強度の低下や，接着剤の保存安定性が低下する傾向がある。）が記載されており，その範囲内の効果についても，「Ａ－１とＡ－２とが，ＧＰＣの面積比で，（Ａ－１）：（Ａ－２）＝１００：１ないし１００であることが好ましく，（Ａ－１）：（Ａ－２）＝１００：１．１ないし８０であることがより好ましく，（Ａ－１）：（Ａ－２）＝１００：１．２ないし６０であることがさらに好ましく，（Ａ－１）：（Ａ－２）＝１００：１．３ないし４０であることが最も好ましい。」と指摘し，さらに，上記数値内における適宜の構成を選択した実施例において，接着強度等の効果についての試験結果が明示されているのであるから，被告が指摘する実施例による開示が少ない点は，上記結論を左右するものではない。　　　　　　　
*実施可能要件は否定された。＜理由＞ＧＰＣ測定に用いられたカラム及び溶媒が特定されておらず、それらにより測定結果が異なり、明細書の記載から、当業者が一般的な通常の測定条件によって測定されたものと理解できない。
	負

有

○

	平成21年
（行ケ）
第10304号
	光沢黒色系の包装用容器
	…実施例における固有粘度，昇温結晶化温度及び結晶化熱量の各数値が多層シートについて測定されたものであっても，それらの数値は，シート層単独で測定された場合と近似した数値になる蓋然性が高いといえる。…実施例における固有粘度，昇温結晶化温度及び結晶化熱量の各数値が多層シートについて測定されているからといって，訂正前発明２が本件詳細説明に記載されていないとまではいえず，…。　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　
	勝

有

△

	平成22年
（行ケ）
第10221号
	記録媒体用ディスクの収納ケース

*｢サポート要件｣の一般的な判断基準
	　特許法３６条１項１号は，技術を公開した範囲で，公開の代償として独占権を付与するという特許制度の目的に照らし，発明の詳細な説明において開示された技術的事項と対比して広すぎる独占権の付与を排除する趣旨で設けられたものであるから，同号の解釈に当たっては，特許請求の範囲の記載が，発明の詳細な説明に記載された技術的事項を超えるか否かを必要かつ合目的的な解釈によって判断すれば足りると解される。　　　　　　　　　　　　　　　　
	勝

有

○

	平成23年
（行ケ）
第号10208
	医薬（ピオグリタゾン）

*２つの薬剤を併用投与する実施例が無いがサポート要件ＯＫと判断された事例
	　(ア)本件発明…は，…ピオグリタゾン又はその薬理学的に許容し得る塩と，ビグアナイド剤（フェンホルミン，メトホルミン又はブホルミン）とを組み合わせてなる，糖尿病又は糖尿病性合併症の予防・治療用医薬であるところ，本件明細書は…併用実験に関する記載はなく，その記載のみからは，直ちに本件発明…が本件各発明の前記課題を解決できると認識できるとは限らない。
　(イ)しかしながら，…インスリン受容体の機能を元に戻して末梢のインスリン抵抗性を改善するインスリン感受性増強剤と，嫌気性解糖促進作用等を有するビグアナイド剤とでは，血糖値の降下に関する作用機序が異なることは，本件出願日当時の当業者の技術常識であったものと認められる。そして，作用機序が異なる薬剤を併用する場合，通常は，薬剤同士が拮抗するとは考えにくいから，併用する薬剤がそれぞれの機序によって作用し，それぞれの効果が個々に発揮されると考えられる…。
　以上によれば，当業者は，インスリン感受性増強剤であるピオグリタゾン又はその薬理学的に許容し得る塩の投与により血糖値の降下を発生させる場合に，併せてこれとは異なる作用機序で血糖値を降下させるビグアナイド剤であるフェンホルミン，メトホルミン又はブホルミンも投与すれば，ピオグリタゾンとは別個の作用機序で，やはり血糖値の降下を発生させることができ，もって本件各発明の課題である糖尿病に対する効果が得られることを当然想定できる…。　
	勝

有

△

	平成23年
（行ケ）
第10254号
＜滝澤＞

＜一次判決＞
	減塩醤油類

*一つのパラメータの下限付近のとき他方は上限付近であると当業者が理解するとして、サポート要件○

*数値範囲の極限で課題解決出来なくてもOK
*実施可能要件もOK

Cf.H22(行ケ)10247

⇒H26(行ケ)10155＜清水＞＜二次判決＞は、同一特許サポート要件×～実施例から塩味のメカニズムを理解できるかの認定が結論を分けた。
	　本件発明は，…醤油に含まれる食塩，カリウム及び窒素に関し，その濃度等を数値範囲によって特定した減塩醤油についての発明である。本件発明の課題は，本件明細書の記載によれば，塩味がより強く感じられ，味が良好であって，カリウム含量が増加した場合にも苦味が低減できる減塩醤油を得ることであると認められる。そして，本件明細書の発明の詳細な説明には，食塩濃度が８．３～９ｗ／ｗ％，カリウム濃度が１～３．７ｗ／ｗ％，窒素濃度が１．９～２．２ｗ／ｖ％，かつ窒素／カリウムの重量比を０．４４～１．６２である減塩醤油については，本件発明１の課題を解決できるように記載されている…。…

　本件明細書に接した当業者は，本件発明１において，食塩濃度が７ｗ／ｗ％台の減塩醤油であって，カリウム濃度が本件発明で特定される範囲で下限値に近い場合には，塩味が十分に感じられない可能性があると理解すると同時に，このような場合には，カリウム濃度を本件発明１で特定される範囲の上限値近くにすることにより，減塩醤油の塩味を強く感じさせることができると理解するものと解される。

　そして，被告作成の試験結果報告書（…）によれば，…本件発明１において食塩濃度が７ｗ／ｗ％台と本件発明が特定する食塩濃度の下限に近い場合であっても，塩化カリウムが食塩の塩味を代替する成分であるという技術常識に照らし，カリウム濃度を本件発明１が特定する数値範囲の上限付近とすることによって，本件発明１の課題を解決できると当業者が理解することができ，本件発明は，発明の詳細な説明において発明の課題が解決できることを当業者が認識できるように記載されている…。…原告は，本件発明において食塩濃度７ｗ／ｗ％の場合，塩味が弱く，発明の課題を解決できない場合があることから（乙８の試験品Ｄ），本件発明は全ての数値範囲において所期の効果が得られると認識できる程度に記載されているということができない旨を主張する。しかし，…本件明細書に接した当業者は，本件特許の優先権主張日当時の技術常識に照らして，食塩濃度が本件発明で特定される範囲の下限値の７ｗ／ｗ％の減塩醤油の場合，カリウム濃度を本件発明で特定される範囲の上限値近くにすることにより，塩味をより強く感じる減塩醤油とするものであることから，特許請求の範囲において特定された数値範囲の極限において発明の課題を解決できない場合があるとしても，本件発明がサポート要件を満たさないということは適切ではない。　
	勝

有

★★★

	平成23年
（行ケ）
第10010号
	ヒートポンプ式冷暖房機

*全ての条件で効果を奏する必要はない

サポート要件○⇒○
	　…一般に，特許請求の範囲に記載された発明が，発明の詳細な説明に記載された実施例とは異なる条件で実施された場合にあっては，発明の詳細な説明に記載された効果を奏しないことがあることは想定されるのであって，全ての設計条件，環境条件の下で常にその効果が奏するものでないからといって，発明の詳細な説明には，当業者において，特許請求の範囲に記載された発明の課題が解決されるものと認識し得る程度の記載がないとして，サポート要件が否定されるべきものとはいえない。
	勝

有

○

	平成23年

(行ケ)
第10339号
	液体調味料

*サポート要件違反に関し、追加提出された実験結果を考慮した

⇒発明の詳細な説明の記載を裏付けるものはOK
	　原告は，出願後に実験データを提出して発明の詳細な説明の記載内容を記載外で補足することによって，明細書のサポート要件に適合させることは許されない旨を…主張するので，以下に検討する。…

　乙１に示されたデータは，本件特許発明１が特定するコハク酸の添加量の上限値（遊離のコハク酸換算で１質量％）付近の結果を補足するもの（遊離のコハク酸換算で０．９３質量％，コハク酸二ナトリウムとして１．３０質量％のもの）である。ところで，本件明細書の表１によれば，試験品１－５～同１－８（カリウム含有量は２．３４質量％と一定で，コハク酸二ナトリウムは０．０５～２．０質量％と変化）についての，塩化カリウム及びコハク酸二ナトリウムが添加されていない減塩醤油Ａ（試験品１－１）を対照とした２点識別試験法による塩味の評価は，対照と比べて試験品の方が塩味が強いとした人数が，いずれの試験品も２０人中１８人であったことが示されている。この結果から，減塩醤油にカリウムが配合されている場合には塩味の増強が認められ，コハク酸の添加量の相違による塩味の増強の程度は，カリウムに比べて極めて小さいと理解できる。また，これら試験品についての苦味に関する２点識別試験法の結果も，対照と比べて試験品の方が苦味が強いとした人数が２０人中９又は１０人であったこと示されている。この結果から，減塩醤油に添加されたカリウムの苦味の影響は，コハク酸を添加することにより相当程度解消され，その程度は本件特許発明１で特定されたコハク酸の添加量にほとんど影響されないと理解できる。このように，本件明細書の発明の詳細な説明には，食塩含有量の低減にもかかわらず塩味のある液体調味料を提供でき，かつ，本件特許発明１で特定された含有量のコハク酸を添加することにより，添加カリウムの苦味の影響を改善するという本件特許発明１の課題が解決できると認識できる記載があることから，乙１に示された結果は，発明の詳細な説明の記載を裏付けるものであって，原告主張のように発明の詳細な説明の記載内容を記載外で補足するものではない。 　　　
	勝

有

★★★

	平成24年

(行ケ)
第10076号
	ヒンダードフェノール性酸化防止剤組成物

*サポート要件は、明細書に記載された複数の課題をすべて解決できる為の認識までは不要

*当初明細書中に全く実施例が無くても、サポート要件ＯＫ

⇒H24(行ケ)10016同旨
⇒H20(行ケ)10358は、補正によりクレームに含まれる実施例が無くなった場合で、サポート要件ＯＫ
	　被告は，発明の詳細な説明には，向上した酸化安定性及び低い生物蓄積性という課題を達成し得ることの技術的裏付けが記載されておらず，また，向上した酸化安定性及び低い生物蓄積性の課題を達成し得ることが技術常識により当然に予想できるとする技術的根拠も記載されていないと主張する。しかし，技術常識を参酌して発明の詳細な説明の記載をみた当業者が，本願発明の構成を採用することにより，向上した酸化安定性という本願発明の課題が解決できると認識できる…。また，発明の詳細な説明には，生物蓄積性についての課題が解決できることを示す記載はない。しかし，発明の詳細な説明の記載から，本願発明についての複数の課題を把握することができる場合，当該発明におけるその課題の重要性を問わず，発明の詳細な説明の記載から把握できる複数の課題のすべてが解決されると認識できなければ，サポート要件を満たさないとするのは相当でない。…
　被告は，本件出願時の技術常識を考慮すると，０～１０ppm のトリ-tert-ブチルフェノールの混入物を含むＤＴＢＰ単量体，すなわち本願発明の原料成分を入手することは困難なものであったから，該ＤＴＢＰ単量体の具体的入手手段について何ら明らかにされていない発明の詳細な説明の記載に基づいて，本願発明の組成物を具体的に製造できるとは到底いえないとか，本願発明の組成物の具体的な製造を確認した例は記載されておらず，これらが技術常識により当然に予想できるとする技術的根拠も記載されていないのであるから，「特許請求の範囲に記載された発明が，発明の詳細な説明に記載された発明」であるということはできないと主張する。しかし，発明の詳細な説明の記載と出願時の技術常識からは本願発明に係る組成物を製造することはできないというのであれば，これは特許法３６条４項１号（実施可能要件）の問題として扱うべきものである。審決は，本件出願が特許法３６条６項１号（サポート要件）に規定する要件を満たしていないことを根拠に拒絶の査定を維持し，請求不成立との結論を出したものであるから，被告の上記主張は，審決の判断を是認するものとしては採用することができない。なお，被告は本願発明の具体的な製造を確認した例の記載はないと主張するが，サポート要件が充足されるには，具体的な製造の確認例が発明の詳細な説明に記載されていることまでの必要はない。　　　　　　　　 
	勝

有

★

	平成23年
（行ケ）
第10146号第10147号
	医薬（ピオグリタゾン）

*｢サポート要件｣の一般的な判断基準

*H17(行ケ)10042同旨

*H26(行ケ)10254同旨

*H24(行ケ)10299同旨

*H23(行ケ)10235同旨

*H21(行ケ)10033との整合性は疑問あり
*実施可能要件の規範も参考になる。
	…特許請求の範囲の記載が，明細書のサポート要件に適合するか否かは，特許請求の範囲の記載と発明の詳細な説明の記載とを対比し，特許請求の範囲に記載された発明が，発明の詳細な説明に記載された発明で，発明の詳細な説明の記載により当業者が当該発明の課題を解決できると認識できる範囲内のものであるか否か，また，その記載や示唆がなくとも当業者が出願時の技術常識に照らし当該発明の課題を解決できると認識できる範囲のものであるか否かを検討して判断すべきものである…。…

　当業者は，インスリン感受性増強剤であるピオグリタゾン又はその薬理学的に許容し得る塩の投与により血糖値の降下を発生させる場合に，併せてこれとは異なる作用機序で血糖値を降下させるビグアナイド剤であるフェンホルミン，メトホルミン又はブホルミンも投与すれば，ピオグリタゾンとは別個の作用機序で，やはり血糖値の降下を発生させることができ，もって本件各発明の課題である糖尿病に対する効果が得られることを当然想定できるものというべきである。…　
	勝

有

★★★

	平成24年

(行ケ)
第10332号
	アーク放電陰極

*発明を合目的的に認定して、出願時の当業者が実施可能として、サポート要件を認めた


	…なるほど，被告の指摘するとおり，本願発明の請求項１はスリットの幅や長さ等を数値によって特定していない。しかしながら，「スリット」という用語自体に「細長い切れ目」という意味が存在するし，技術的思想として，第１側面における第１スリットの開口部と，第２側面における第２スリットの開口部との間でアーク放電が安定的に得ることが，本願明細書の発明な詳細な説明に記載されているから，本願発明におけるスリットは，そのような目的を実現できるだけの幅や長さに自ずと限定されるものと解すべきである。すなわち，請求項１における「スリット」とは，基本的には，グロー放電を生起させるために設けられていて，ひいては，そのグロー放電によって放出された電子が供給されて，アーク放電電極となる幅や長さを有するスリットと解すべきであって，このことは当業者が出願時の技術常識に照らして実施可能である。　
	勝

有

△

	平成24年

(行ケ)
第10016号
	ポリウレタンフォームおよび発泡された熱可塑性プラスチックの製造

*分割出願において、クレームに含まれる実施例が無くても、サポート要件ＯＫ

=H24(行ケ)10076
=H20(行ケ)10358
	　本願明細書には，…有利な組合せの一つとして，本願発明で用いる発泡剤組成物である，成分ａ）ＨＦＣ－３６５ｍｆｃ及び成分ｂ）ＨＦＣ－２４５ｆａの組合せがあることが記載されているといえる。また，本願明細書には，本願発明で用いる発泡剤組成物を用いてポリウレタン硬質フォームを製造したことを示す実施例は記載されていないものの，成分ａ）ＨＦＣ－３６５ｍｆｃと組み合わせる成分ｂ）として，ＨＦＣ－１５２ａ（例１ａ），ＨＦＣ－３２（例１ｂ），及びＨＦＣ－１５２ａとＣＯ２（例１ｃ）を用いてポリウレタン硬質フォームを製造したことが，具体的に開示されているといえる。そうすると，本願発明で用いる発泡剤の成分ｂ）であるＨＦＣ－２４５ｆａは，上記のとおり，ひとまとまりの一定の発泡剤のひとつとして記載されている上，本願明細書の実施例で使用された成分ｂ）であるＨＦＣ－１５２ａやＨＦＣ－３２と同様に低沸点であり，技術的観点からすると化学構造及び理化学的性質が類似するといえることも併せ考慮すると，実施例１ａ）～ｃ）と同様にＨＦＣ－２４５ｆａを使用することによりポリウレタン硬質フォームを製造する方法が開示されていると解するのが相当である。
※補正によりクレームに含まれる実施例が無くなったがサポート要件〇。Cf.H24(行ケ)10076は補正/分割なく実施例無いがサポート要件〇
	勝

有

★

	平成24年
（行ケ）
第102365号
	回転歯ブラシの製造方法

*想定され得る全ての実施態様の記載がなくても直ちにサポート要件違反ではない
	特許請求の範囲の記載が，明細書のサポート要件に適合するか否かは，特許請求の範囲の記載と発明の詳細な説明の記載とを対比し，特許請求の範囲に記載された発明が，発明の詳細な説明に記載された発明で，発明の詳細な説明の記載により当業者が当該発明の課題を解決できると認識できる範囲のものであるか否か，また，その記載や示唆がなくとも当業者が出願時の技術常識に照らし当該発明の課題を解決できると認識できる範囲のものであるか否かを検討して判断すべきものと解される。…サポート要件に適合するか否かは，前記(1)で述べた基準により判断されるべきものであり，発明の詳細な説明に，想定され得る全ての実施態様についての記載がないからといって，そのことが直ちにサポート要件違反を構成するものではない。　　   
	勝有○

	平成26年
（行ケ）
第10254号
＜高部＞
	青果物用包装袋

*下限値付近で効果がない場合があっても、サポート要件○

Cf.H28(行ケ)10042は逆

*実施可能要件○

*明確性要件○(別掲)
	　…原告は，本件明細書には，全ての青果物において「Ｌ／Ｔが１６以上２５０以下」という数値範囲が良好な鮮度保持効果をもたらす根拠は示されておらず，当業者において，その効果を予測し得るに足る根拠も示されていないから，「切れ込み１個あたりの長さＬ（ｍｍ）／フィルムの厚みＴ（ｍｍ）の比（Ｌ／Ｔ）が１６以上２５０以下」という数値範囲に含まれる発明の全てが，本件明細書の発明の詳細な説明に記載されているとはいえない旨主張する。しかし，本件明細書の発明の詳細な説明には，本件発明１において，青果物用包装袋を，その特許請求の範囲に記載された所定範囲の長さの切れ込みを同所定範囲の厚さのフィルムに設けることによって，包材のガス透過速度，透過量を調整し，包装内のガス濃度（酸素濃度，二酸化炭素濃度）を，青果物の種類やフィルムの材質に関わらず，青果物の保存に適した雰囲気とすることを可能とし，かつ，フィルムへの加工が容易であり，加工を施してもフィルムの見栄えが悪くなることなく，簡易な仕組みで安価に，しかも小ロットで製造することができることが記載されており，また，包装内のガス濃度（酸素濃度，二酸化炭素濃度）を青果物の保存に適した雰囲気にすることにより，青果物の鮮度保持が可能となることも，当業者であれば理解できる事項であるから，サポート要件を充足するというべきである…。なお，本件発明１の特許請求の範囲が青果物の種類を限定しないものであるからといって，本件発明１が全ての青果物において良好な鮮度保持効果をもたらすことを実施例をもって示さなければ，サポート要件の充足性が認められないというものではない。…

　原告は，本件発明１がその特許請求の範囲の全領域において，全ての青果物について良好な鮮度保持効果を有するとはいえないことの根拠として，原告の行った実験結果…を挙げる。しかし，このうち，甲１３，２２及び２３の実験は，それぞれ本件発明１の「青果物１００ｇあたりの切れ込みの長さの合計が０．０８ｍｍ以上１７ｍｍ以下である」構成の下限値付近の実験例１例を示すものにすぎず，これらの実験結果をもって，前記…の認定を左右するに足りない…。また，本来，青果物１００ｇ当たりの切れ込みの長さの合計は，袋内の酸素濃度と比例し，袋内の二酸化炭素濃度と反比例する関係にあると考えられるが，甲８８ないし９２の実験結果の一部には，この関係があるとは認められないものが存することに鑑みれば，上記実験結果をもって，前記…の認定を左右するに足りないというべきである。　　　　　　　　　　　　　　　 
	勝有○

	平成28年
（行ケ）
第10269号
＜森＞
	高純度羅漢果配糖体を含有する甘味料組成物

*サポート要件○⇒○
	　【請求項２】　甘味料組成物を調製するための羅漢果エキスであって，モグロサイドⅤ，モグロサイドⅠⅤ，１１－オキソ－モグロサイドⅤおよびシアメノサイドⅠの合計含有量が，３５重量％以上である，羅漢果エキス。

　本件明細書には，４成分合計含有量が３５．１０重量％～６０．８０重量％であるサンプルＨ～Ｊが，ショ糖の甘味質と類似した優れた甘味質を示す水溶液であることが開示されている上，４成分合計含有量が６０．８０重量％を超える範囲においては，本件４成分のいずれかを増加させることになるところ，…本件４成分は，いずれも，本件味覚９要素のいずれにおいてもショ糖との乖離の程度は小さく，ショ糖と類似した優れた甘味質を有することが開示されているから，本件明細書に接した当業者は，４成分合計含有量が３５重量％以上の羅漢果エキスは，ショ糖よりも少量で，ショ糖と同等の甘味強度を得ることができ，ショ糖と類似した優れた甘味質を示すものと理解することができる。したがって，本件特許の請求項２に記載された本件発明は，本件明細書の発明の詳細な説明の記載により当業者が当該発明の課題を解決できると認識できる範囲のものであり，サポート要件に適合するものと認められる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	勝有△

	平成28年
（行ケ）
第10189号
＜鶴岡＞
	光学ガラス
*数値限定発明でも、実施例を超えた数値のサポートを、実質的に判断すべき

*課題がクレームアップされている⇒クレームされた組成が同課題を高い蓋然性で満たすと認識できる必要あり

（⇒厳しい一般論）

*実施可能要件も同じ理由で取消理由あり

Cf.H28(行ケ)10236<森>「無洗米の製造装置」は明確性要件×
	　…本願発明に係る特許請求の範囲…の記載は，光学ガラスを本願組成要件及び本願物性要件によって特定するものであり，そのうち，本願物性要件は，「高屈折率高分散であって，かつ，部分分散比が小さい光学ガラスを提供する」という本願発明の課題を，「屈折率（ｎｄ）が１．７８以上１．９０以下，アッベ数（νｄ）が２２以上２８以下，部分分散比（θｇ，Ｆ）が０．６０２以上０．６２０以下」という光学定数により定量的に表現するものであって，本願組成要件で特定される光学ガラスを，本願発明の課題を解決できるものに限定するための要件ということができる。そして，このような本願発明に係る特許請求の範囲の構成からすれば，その記載がサポート要件に適合するものといえるためには，本願組成要件で特定される光学ガラスが発明の詳細な説明に記載されていることに加え，本願組成要件で特定される光学ガラスが高い蓋然性をもって本願物性要件を満たし得るものであることを，発明の詳細な説明の記載や示唆又は本願出願時の技術常識から当業者が認識できることが必要というべきである。…
　本願明細書の実施例に係る組成物の組成が，…各数値範囲の一部のものにすぎないとしても，本願明細書の発明の詳細な説明の記載及び本願出願時における光学ガラス分野の技術常識に鑑みれば，当業者は，本願組成要件に規定された各数値範囲のうち，実施例として具体的に示された組成物に係る数値範囲を超える組成を有するものであっても，高い蓋然性をもって本願物性要件を満たす光学ガラスを得ることができることを認識し得るというべきであり，更に，そのように認識し得る範囲が，本願組成要件に規定された各成分の各数値範囲の全体（上限値や下限値）にまで及ぶものといえるか否かについては，成分ごとに，その効果や特性を踏まえた具体的な検討を行うことによって判断される必要があるものといえる。…本件審決の判断は，…当業者が本願物性要件を満たす光学ガラスが得られるものと認識できる範囲を，実施例として具体的に示されたガラス組成の各数値範囲に限定するものにほかならないところ，…このような判断は誤りというべきである。本件審決は，…本願のサポート要件充足性を判断するに当たって必要とされる，本願物性要件を満たす光学ガラスを得ることができることを認識し得る範囲が本願組成要件に規定された各成分における数値範囲の全体に及ぶものといえるか否かについての具体的な検討を行うことなく，実施例として示された各数値範囲が本願組成要件に規定された各数値範囲の一部にとどまることをもって，直ちに本願のサポート要件充足性を否定したものであるから，そのような判断は誤り…といえる。　　　　　　　　　　　 
	勝不○

	令和4年
（行ケ）
第10059号
＜菅野＞
	ガラス
*物性要件と組成要件からなる本件発明の課題を物性要件とは異なると認定して、組成要件を満たす物が物性要件を満たす蓋然性は不要とした
（※H28(行ケ)10189と区別した!!）
	【請求項１】…液相温度が１１４０℃以下であり、ガラス転移温度が６７２℃以上であり、屈折率ｎｄが１.８２５～１.８５０の範囲であり、かつアッベ数νｄが４１.５～４４である酸化物ガラスであるガラス

…当業者において、本件明細書で説明された成分調整の方法に基づいて、参考例を起点として光学ガラス分野の当業者が通常行う試行錯誤を加えることにより本件発明１の各構成要件を満たす具体的組成に到達可能であると理解できるときには、本件発明１は、発明の詳細な説明の記載若しくは示唆又は出願時の技術常識に照らし課題を解決できると認識できる範囲のものといえる。
原告は、…本件組成要件を満たしながら本件物性要件を満たさないものがあって、本件組成要件を満たすことと本件物性要件を満たすこととの間に相関関係を見いだすことは不可能である…などと主張する。

　しかしながら、本件発明の課題は…高屈折率低分散ガラスの有用性を更に高めるために、Ｇｄ、Ｔａ及びＹｂのガラス組成において占める割合を低減すること、熱的安定性に優れたガラスを提供すること及び機械加工に適するガラスを提供することであって、そのために、本件組成要件及び本件物性要件を満たす構成をとることとして、その課題の解決を図ったものである。

　したがって、本件組成要件と本件物性要件とが課題と解決手段の関係にあるということはできないから、本件組成要件で特定されるガラスが高い蓋然性をもってガラス転移温度を含む全ての物性要件を満たすという関係を有することが認識されるまでの必要はない。また、本件発明は、本件組成要件と本件物性要件の双方を満たすものを特許請求の範囲としているものであって、本件組成要件の全数値範囲にわたって、本件組成要件を満たすガラスは本件物性要件を満たすとしているものでもない。本件組成要件を満たすが本件物性要件を満たさないガラスがあるとして、それは端的に本件発明の特許請求の範囲に含まれないガラスにすぎない。なお、本件明細書において好ましい範囲として記載された数値の範囲とその選択の根拠に鑑みると、本件組成要件の数値範囲が過度に広いとは認め難い。…
（なお、原告は、知的財産高等裁判所がした別件判決（甲７）で示された「組成要件で特定される光学ガラスが高い蓋然性をもって当該物性要件を満たし得るものであることを、発明の詳細な説明の記載や示唆又はその出願時の技術常識から当業者が認識できること」を本件におけるサポート要件充足の判断基準とすべき旨を指摘するが、サポート要件の充足の有無は、発明の課題との関係において認定されるべきものであるところ、同判決では発明の課題を「所定の光学定数を有し、高屈折率高分散であって、かつ、部分分散比が小さい光学ガラスを提供すること」としているのであり、このような、異なる発明における異なる課題において事例判断として示された別件の理由中の判断を、そのまま本件に適用することは相当ではない。）
	勝不★

	東京地判
令和1年

(ワ)
第31214号

＜田中＞
	塩化ビニリデン系樹脂ラップフィルム

*「組成値」に加えて「物性値」も満たして課題解決した。
Cf.H28(行ケ)10189<鶴岡>【光学ガラス】事件は,サポート要件の文脈で,課題がクレームアップされている⇒クレームされた組成が同課題を高い蓋然性で満たすと認識できる必要あり、と判示した。
	【請求項１】（赤線部分が「物性値」。黒字が「組成値」。⇒引用発明１－２（乙１２）は「組成値」が全て一致し、「物性値」が不明である。）
Ａ ＴＤ方向（ラップフィルムの幅方向）の引裂強度が２～６ｃＮであり，かつ， 

Ｂ ＭＤ方向（ラップフィルムの流れ方向）の引張弾性率が２５０～６００ＭＰａである

Ｃ 塩化ビニリデン系樹脂ラップフィルムであって， 

Ｄ 温度変調型示差走査熱量計にて測定される低温結晶化開始温度が４０～６０℃であり，

Ｅ 塩化ビニリデン繰り返し単位を７２～９３％含有するポリ塩化ビニリデン系樹脂に対して，

Ｆ エポキシ化植物油を０．５～３重量％，クエン酸エステル及び二塩基酸エステルからなる群より選ばれる少なくとも一種の化合物を３～８重量％含有し，かつ， 　Ｇ 厚みが６～１８μｍである， 　Ｈ 塩化ビニリデン系樹脂ラップフィルム。

…被告は，仮に本件発明の組成値を満たすラップフィルムであれば本件発明の物性値も満たすという関係が否定されるのであれば…サポート要件を満たさない旨を主張する。…そこで検討するに，…本件明細書の「発明が解決しようとする課題」には，従来の塩化ビニリデン系樹脂ラップフィルムでは，カット性を良くするためにフィルムの引裂強度を低くすれば裂けトラブルが多発し，これを低減するためにフィルムの引裂強度を高くすればカット性が悪化するなど，裂けトラブルの抑制とカット性の向上の両立が課題となっていた旨の記載がある…。また，「課題を解決するための手段」には，本件発明は，上記課題の解決手段として，ＴＤ方向の引裂強度が２～６ｃＮであること，ＭＤ方向の引張弾性率が２５０～６００ＭＰａであること，温度変調型示差走査熱量計によって測定される低温結晶化開始温度が４０～６０℃であることという 物性値を満たす構成の塩化ビニリデン系樹脂ラップフィルムを採用した…旨の記載がある…。…そうすると，…本件発明の課題が，裂けトラブルの抑制とカット性の向上を両立させた塩化ビニリデン系樹脂ラップフィルムを提供することにあるところ，本件発明は，その解決手段として，本件発明の組成値に加えて，本件発明の物性値を満たすものを採用したものであり，その結果，裂けトラブルの抑制とカット性の向上を両立させた塩化ビニリデン系樹脂ラップフィルムを得ることができるものと優に認識できる…。　

	勝

有★★★

	平成28年
（行ケ）
第10222号
＜鶴岡＞
	焼鈍分離剤用酸化マグネシウム
*サポート要件×⇒○

*本件発明の課題解決原理は①微量元素量に着目、②CAAに着目のうち一方を選択可能。⇒①はサポートされている。
	…本件審決は，本件明細書の各実施例及び各比較例の試験結果によれば，第１の系統及び第２の系統の実施例におけるCAA 値が，CAA４０％でそれぞれ１１０～１３０秒，１２０～１４０秒とされていることから，本件発明の課題が解決されているのは，CAA４０％が上記数値の範囲内にされた場合でしかないとした上，焼鈍分離剤用酸化マグネシウムにおいて，CAA 値とフォルステライト被膜の性能との間に相関関係があることは周知であるから，CAA 値について何ら特定のない酸化マグネシウムにおいて，本件微量成分含有量及び本件モル比のみの特定をもって直ちに本件課題を解決し得るとは認められないとする。…

　しかし，本件明細書の発明の詳細な説明の記載から把握し得る発明は，焼鈍分離剤用酸化マグネシウムに含有されるCa，Si，B，P，S の含有量に注目し，それらの含有量を増減させて実験（実施例１～１９及び比較例１～１７）を行うことにより，最適範囲を本件特許の特許請求の範囲請求項１に規定されるもの（本件微量成分含有量及び本件モル比）に定めたというものである。その理論的根拠は，Ca，Si，B，P及びS の含有量を所定の数値範囲内とすることにより，ホウ素がMgOに侵入可能な条件を整えたことにあると理解される（本件明細書の【００１６】…）。他方，本件明細書の発明の詳細な説明の記載を見ても，CAA 値を調整することにより本件課題の解決を図る発明を読み取ることはできない。むしろ，これらの記載によれば，本件明細書の発明の詳細な説明中にCAA 値に関する記載があるのは，第１の系統及び第２の系統それぞれにおいて，実施例及び比較例に係る実験条件がCAA 値の点で同一であることを示すためであって，フォルステライト被膜を良好にするためにCAA 値をコントロールしたものではないことが理解される。そして，CAA の調整は，最終焼成工程の焼成条件により可能である…から，焼鈍分離剤用酸化マグネシウムにおいて，本件微量成分含有量及び本件モル比のとおりにCa，P，B，Si 及びS の含有量等を制御し，かつ，焼成条件を調整することによって，本件各発明の焼鈍分離剤用酸化マグネシウムにおいても，実施例における１１０～１４０秒以外のCAA 値を取り得ることは，技術常識から明らかといってよい。したがって，本件審決は，本件各発明の課題が解決されているのはCAA４０％が前記数値の範囲内にされた場合でしかないと判断した点において，その前提に誤りがある。…
　本件特許の出願当時，フォルステライト被膜の性能改善という課題の解決を図るに当たり，焼鈍分離剤用酸化マグネシウムに含有される微量元素の含有量に着目することと，CAA 値に着目することとが考えられるところ，当業者にとって，いずれか一方を選択することも，両者を重畳的に選択することも可能であったと見るのが相当である…。以上を総合的に考慮すると，当業者であれば，本件明細書の発明の詳細な説明には，本件微量成分含有量及び本件モル比を有する焼鈍分離剤用酸化マグネシウムにより本件課題を解決し得る旨が開示されているものと理解し得ると見るのが相当である。　
	勝有★


	平成28年
（行ケ）
第10278号
＜高部＞

H30.1.15
	ピタバスタチンカルシウムの新規な結晶質形態

*本件発明の課題は、クレームどおりの物を提供すること

⇒この課題であると、実施可能要件と同じ？

サポート要件×⇒○

（他の請求項について分割要件は×）
	…本件明細書には，ピタバスタチンカルシウムは高コレステロール血症の患者の処置に用いられ，その異なる多形は，薬学的特性に影響を与えるところ，本件発明１は，構成要件ＡないしＥで特定されるピタバスタチンカルシウムの新規な結晶多形を見出したものであると説明されている。したがって，本件発明１の課題は，構成要件ＡないしＥで特定されるピタバスタチンカルシウムの結晶多形を提供するものということができる。…
　本件明細書…には，【００４７】に記載された製造方法によって，２６個無偏差相対強度図形を示し，ＦＴ－ＩＲ分光法と結合した熱重量法により測定した含水量が約１０％であるピタバスタチンカルシウムの結晶多形を製造した旨記載されている。そして，本件明細書…には偏差に関する記載がある。そうすると，当業者は，本件明細書の記載から，２６個偏差内相対強度図形を示し（構成要件Ａに相当），ＦＴ－ＩＲ分光法と結合した熱重量法により測定した含水量が約１０％（構成要件Ｂに近似）であるピタバスタチンカルシウム（構成要件Ｃに相当）の結晶多形（構成要件Ｄに相当）を製造できると認識することができる。そして，【００４７】に記載された製造方法の乾燥条件を変更することで，含水量が約１０％の上記結晶多形ではなく，１０．５％（ｗ／ｗ）を下回る結晶多形や，１０．７％（ｗ／ｗ）を上回る結晶多形を製造できることを，当業者は，技術常識に照らして認識することができる。また，粉末Ｘ線回折法において，各ピークの相対強度の変動幅が比較的大きく，このため，相対強度が比較的小さいピークについては明確には測定できない場合もあり得ることは，本件出願当時の当業者の技術常識である…。したがって，当業者は，Ｘ線粉末回析図形について，【００４７】に記載された製造方法によっても，構成要件Ｅの２６個偏差内相対強度図形を示すとは限らないことを，技術常識に照らして認識することができる。
　したがって，本件明細書の記載及び技術常識に照らし，当業者は，構成要件ＡないしＥで特定されるピタバスタチンカルシウムの結晶多形を製造できると認識することができる。…よって，当業者は，本件明細書の記載及び技術常識に照らし，構成要件ＡないしＥで特定されるピタバスタチンカルシウムの結晶多形を提供するという本件発明１の課題を解決できると認識できる…。
	勝有△

	平成26年
（行ケ）
第10016号
＜清水＞
	 マイクロ波利用のペプチド合成

*副次的な課題につきサポート要件を緩やかに認めた!?

*サポート要件○⇒○
Cf.H24(行ケ)10076

ヒンダードフェノール性酸化防止剤組成物

*重要でない課題は、解決可能に記載不要

	(ｱ)…本件明細書においては，「現在のＳＰＰＳ技術に関しては２つの明確な欠点が存在する。」との記載があり，「２つの明確な欠点」につき，「第一は，所与のペプチドを合成するのに必要な時間の長さである。」…「現在の技術の別の問題は，ペプチド配列の凝集である。」と説明されている…。 (ｲ) 「必要な時間の長さ」について…「問題を解決するために」，従前も，様々な試みが行われてきたものの，結果の再現が容易ではない，高温により固相支持体及び反応混合物が変質する傾向があるなどといった問題があり，好ましい結果を得られなかった旨が述べられている。 (ｳ) 他方，…「凝集」の問題に触れながらも，固相ペプチド合成に長時間を要する理由という，「必要な時間の長さ」に関する事項を説明している。…
(ｴ) 以上に鑑みると，本件明細書は，前記「２つの欠点」のうち，固相ペプチド合成の「必要な時間の長さ」の点を特に重視して本件発明の解決すべき主要な課題に据え，「凝集」の点は，副次的な課題として位置付けているとみるのが相当である。… 

…当業者は，発明の詳細な説明の記載から，本件発明が，固相ペプチド合成の「必要な時間の長さ」という発明の課題を解決できることを認識し得る。…「凝集」の点については…当業者は，上記段落全体の記載から，本件発明において，カップリングへの悪影響に配慮しつつ，マイクロ波照射によって固相ペプチド合成の反応温度を高めれば，凝集が抑制されることを理解するものと認められる。以上によれば，当業者は，発明の詳細な説明の記載から，本件発明が，「凝集」という副次的な発明の課題を解決できることも認識し得るものであり，具体的な反応温度や加熱時間等が明示されていないことによって，サポート要件が直ちに否定されるわけではない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
	勝有★

	平成27年
（行ケ）
第10249号
＜高部＞
	新規な葉酸代謝拮抗薬の組み合わせ療法

（JP5102928）

*サポート要件と実施可能要件の区別

*サポート要件○⇒○
	　丙事件原告は，サポート要件違反と同じ理由により，本件明細書の記載は実施可能要件に反する旨主張するが，本件明細書の発明の詳細な説明の記載が実施可能要件を充足するか否かは，当業者が，同記載及び出願時の技術常識に基づき，過度の試行錯誤を要することなく，その物を生産し，かつ，使用することができる程度の記載があるか否かの問題である。他方，サポート要件は，特許請求の範囲の記載要件であり，本件特許請求の範囲の記載がサポート要件を充足するか否かは，本件特許請求の範囲に記載された発明が，発明の詳細な説明に記載された説明であり，同記載及び出願時の技術常識により当業者が本件発明の課題を解決できると認識し得るか否かの問題であり，実施可能要件とは異なる。…　　　　 
	勝有△

	平成28年
（行ケ）
第10001号
＜高部＞
	新規な葉酸代謝拮抗薬の組み合わせ療法

（JP5469706）

*厳格な薬理データは不要とした(高部Ｊ)

⇒進歩性も○

*同一特許についてのH30(行ケ)10116<森>は実施可能要件及びサポート要件判断せず
	　当業者は，…本件発明は，①ＭＴＡ毒性の低下を課題とすること，②ビタミンＢ１２等のメチルマロン酸低下薬の投与が，ＭＴＡ等の葉酸代謝拮抗薬の投与に関連した毒性を低下させ，他方，治療学的な効力に有害な影響を及ぼさないという新たな知見に基づき，上記課題の解決手段として，ＭＴＡ投与に当たり，ＭＴＡ毒性の低下及び抗腫瘍活性の維持のために，ビタミンＢ１２及びこれと同様の効果を奏することが出願時の技術常識として確立されていた葉酸を組み合わせて投与する剤であることを認識し得るものと考えられる。…

　当業者は，本件明細書の発明の詳細な説明の内容から，本件発明において，葉酸については，技術常識に基づいて従前同様に，患者の年齢，体重等の属性や身体状態に応じ，本件特許請求の範囲に記載された０．３ｍｇから５ｍｇないし３５０μｇから１０００μｇの範囲内の適宜の用量を選択して適宜の時期・方法で投与し，ビタミンＢ１２については，本件特許請求の範囲に記載された範囲内において，処置する病気や投与の選択経路等の関連する状況に照らして適宜の用量・方法・時期に投与することによって，ＭＴＡ抗腫瘍活性を維持しながら，ＭＴＡ毒性の低下という本件発明の課題を解決できる旨を認識し得る…。
	勝有△

	平成29年

（行ケ）

第10178号

＜大鷹＞

H30.6.27
	経口投与用組成物のマーキング方法

*数値限定が発明の本質的部分でなく、サポート要件は緩く認められた。

⇒発明の課題に依る

*設計事項でない
	…原告は，①本件明細書の発明の詳細な説明には，請求項１及び１１記載の波長（２００ｎｍ～１１００ｎｍ），平均出力（０．１Ｗ～５０Ｗ）及び走査工程の走査速度（８０ｍｍ／ｓｅｃ～８０００ｍｍ／ｓｅｃ）の全ての数値範囲において「前記変色誘起酸化物の粒子を凝集させて変色させる」という所定の効果を奏することについての記載がない…から，請求項１ないし２２の記載がサポート要件に違反するものではないとした本件審決の判断には誤りがある旨主張する。
　しかしながら，…本件発明１においては，請求項１記載の波長（２００ｎｍ～１１００ｎｍ），平均出力（０．１Ｗ～５０Ｗ）及び走査工程の走査速度（８０ｍｍ／ｓｅｃ～８０００ｍｍ／ｓｅｃ）の各上限値及び各下限値に臨界的意義があるのではなく，本件発明１は，上記の各数値範囲内で波長，平均出力及び走査速度を適宜設定したレーザー光で，酸化チタン，黄色三二酸化鉄及び三二酸化鉄からなる群から選択される少なくとも１種の変色誘起酸化物を分散させた経口投与用組成物の表面を走査することにより，変色誘起酸化物の粒子を凝集させて変色させてマーキングを行うことを課題の解決原理とする発明であるものと認められるから，原告が主張するような全ての数値範囲において「前記変色誘起酸化物の粒子を凝集させて変色させる」という所定の効果を奏することについての記載が必要とされるものではない。　　　　　　
	勝有〇

	東京地判
平成27年

（ワ）

第2862号

＜嶋末＞

*H30(ネ)

10017<森>

 控訴審同旨
	２－ベンゾイルシクロヘキサン－１，３－ジオン

*課題は候補化合物を提供すること

⇒サポート要件〇

*訂正前は過度の試行錯誤を要する化合物が含まれた⇒サポート×
	（なお，本件優先日当時の技術水準の下では記載要件に適合しないが，本件出願日当時の技術水準の下では適合するに至ったというような場合は，記載要件違反の無効理由ではなく，優先権主張の効果が認められないことに伴う無効理由が問題となるが，本件では，そのような無効理由の主張はされていない。）。…

　本件各訂正発明は，除草特性が改良された特定の化合物を提供することを課題とするものではなく，被告も主張するように，除草剤の有効成分又はその候補となる化合物を提供することを課題とするものであるから，…ベンゾイルシクロヘキサン骨格を有する化合物が除草特性を有することが本件出願日当時に当業者に知られていたと認められる以上，本件各訂正発明の技術的範囲に属する化合物の中に，栽培作物に対する安全性が十分でないものが一部に含まれていたというだけでは，除草剤の有効成分の候補となる化合物を提供するという課題を解決できないことになるものではない。　　
	勝有★

	平成29年
（行ケ）
第10007号
＜高部＞

JP4592183

H30.1.22
	２－ベンゾイルシクロヘキサン－１，３－ジオン

*課題は新規化合物を提供すること

⇒サポート要件〇

*用途発明でなければデータは必須でない‼
	　発明の課題は，原則として，発明の詳細な説明の記載から把握すべきであるところ，一般に，化学物質に関する発明の課題は，新規かつ有用な化学物質を提供することにあるものと考えられる。…本件訂正明細書…の記載から，本件訂正発明の課題は，従来から優れた除草活性と作物に対する安全性を示すことが知られている２－ベンゾイルシクロヘキサン－１，３－ジオン化合物であって，新規かつ有用な化合物を提供することにあると認められる。…
　当業者は，本件訂正発明の化学物質の化学構造と従来技術の除草化学物質との共通性から，本件訂正発明に係る化学物質が，従来技術の除草剤の有効成分と同様に課題を解決できることを推認することができる。例えば、…。
　また，サポ－ト要件を満足するために，発明の詳細な説明において発明の効果に関する実験デ－タの記載が必ず要求されるものではない。特に本件訂正発明は，新規な化学物質に関する発明であるから，医薬や農薬といった物の用途発明のように具体的な実験デ－タ，例えば，具体的な除草活性の開示まで求めることは相当でない。…仮に，本件訂正発明に係る一般式と共通構造を有する化学物質に，特定のある植物に対して除草活性を示さないものが含まれるとしても，…共通構造を有する化学物質が除草活性を示すことを推認できる以上，本件訂正発明に係る化学物質のうち実際に除草活性を示さない態様を確認し，これを除くように請求項を記載しなければ，サポ－ト要件を満たさないと解することは相当でない。　　
	勝有★

	平成29年
（行ケ）
第10036号
＜清水＞
	空気極材料

*課題を具体的に認定してサポート要件〇、課題を抽象的に認定して進歩性〇とした
	(1) サポート要件について…本件発明が解決しようとする課題は，「測定温度：７５０℃，電流密度：０．２Ａ/ｃｍ２において，固体酸化物型燃料電池の出力密度を０．１５Ｗ/ｃｍ２より大きく」することが可能な固体酸化物型燃料電池用空気極材料を提供すること（本件課題）である。…

６ 取消事由５（新規性又は進歩性に係る判断の誤り）…本件発明は，空気極の活性を高め，固体酸化物型燃料電池の出力を向上させるために，空気極材料の粉体粒子において同程度の結晶方位を有する領域の面積占有率を特定するものである…。
	勝有△

	知財高判
(大合議)

平成28年
（行ケ）
第10182号
＜清水＞

H30.4.13
	ピリミジン誘導体

*サポート要件の課題は原則として発明の詳細な説明の記載に基づいて認定する

*課題は新規医薬品を提供すること

*サポート要件判断の枠組みに進歩性判断を取り込むべきでないと判示した

*サポート要件判断と進歩性判断の課題がダブルスタンダードではないとした
	…医薬品の分野においては，新たな有効成分の薬理活性が既に上市された有効成分と同程度のものであっても，その新たな有効成分は，代替的な解決手段を提供するという点で技術的な価値を有するものと認められる。…本件発明の課題が，上記の既に開発されているＨＭＧ－ＣｏＡ還元酵素阻害剤を超えるＨＭＧ－ＣｏＡ還元酵素阻害剤を提供することにあるとまではいうことはできない。…したがって，本件発明１３，１５～１７の課題は，コレステロールの生成を抑制する医薬品となり得る程度に優れたＨＭＧ－ＣｏＡ還元酵素阻害活性を有する化合物を有効成分として含むＨＭＧ－ＣｏＡ還元酵素阻害剤又はその製造方法を提供することであるというべきである。

…原告は，…本件出願当時，既に複数のＨＭＧ－ＣｏＡ還元酵素阻害剤が医薬品として上市されており，メビノリンナトリウムより強いＨＭＧ－ＣｏＡ還元酵素阻害活性を示す化合物も公知であったから，「コレステロールの生合成を抑制する医薬品となり得る程度」という程度では，技術常識に比較してレベルが低く不適切である旨主張する。しかし，前記…のとおりであって，本件発明の課題が，既に開発されているＨＭＧ－ＣｏＡ還元酵素阻害剤を超えるＨＭＧ－ＣｏＡ還元酵素阻害活性を有する化合物又は薬剤を提供することであるということはできない。…原告は，…進歩性が認められるためには，甲２の一般式（Ｉ）の他の化合物に比較し顕著な効果を有する必要があるところ，選択発明としての進歩性が担保できない「コレステロールの生合成を抑制する医薬品となり得る程度」という程度では，本件出願当時の技術常識に比較してレベルが著しく低く不適切である旨主張する。
　しかし，サポート要件は，発明の詳細な説明に記載していない発明を特許請求の範囲に記載すると，公開されていない発明について独占的，排他的な権利が発生することになるので，これを防止するために，特許請求の範囲の記載の要件として規定されている…のに対し，進歩性は，当業者が特許出願時に公知の技術から容易に発明をすることができた発明に対して独占的，排他的な権利を発生させないようにするために，そのような発明を特許付与の対象から排除するものであり，特許の要件として規定されている（特許法２９条２項）。そうすると，サポート要件を充足するか否かという判断は，上記の観点から行われるべきであり，その枠組みに進歩性の判断を取り込むべきではない。…

　サポート要件の判断は，特許請求の範囲の記載及び発明の詳細な説明の記載につき，出願時の技術常識に基づき行われるべきものであり，その判断が，特許権者の審判段階の主張により左右されるとは解されない。　　　　　　 
	勝有★★★

	平成29年
(行ケ)
第10129号
＜鶴岡＞

H30.5.24
	米糖化物並びに米油及び／又はイノシトールを含有する食品（ライスミルク）

*サポート要件の課題は原則として発明の詳細な説明の記載に基づいて認定する

*出願時の技術水準等との比較は進歩性の問題とした
	　特許請求の範囲の記載がサポート要件に適合するか否かは，特許請求の範囲の記載と発明の詳細な説明の記載とを対比し，特許請求の範囲に記載された発明が，発明の詳細な説明に記載された発明で，発明の詳細な説明の記載又はその示唆により当業者が当該発明の課題を解決できると認識できる範囲のものであるか否か，また，その記載や示唆がなくとも当業者が出願時の技術常識に照らし当該発明の課題を解決できると認識できる範囲のものであるか否かを検討して判断すべきものである。また，発明の詳細な説明は，「発明が解決しようとする課題及びその解決手段」その他当業者が発明の意義を理解するために必要な事項の記載が義務付けられているものである（特許法施行規則２４条の２）。以上を踏まえれば，サポート要件の適否を判断する前提としての当該発明の課題についても，原則として，技術常識を参酌しつつ，発明の詳細な説明の記載に基づいてこれを認定するのが相当である。…本件明細書の発明の詳細な説明…の記載からすれば，本件発明は，「コク，甘味，美味しさ等を有する米糖化物含有食品を提供すること」それ自体を課題とするものであることが明確に読み取れるといえる。…

　確かに，発明が解決しようとする課題は，一般的には，出願時の技術水準に照らして未解決であった課題であるから，発明の詳細な説明に，課題に関する記載が全くないといった例外的な事情がある場合においては，技術水準から課題を認定するなどしてこれを補うことも全く許されないではないと考えられる。しかしながら，記載要件の適否は，特許請求の範囲と発明の詳細な説明の記載に関する問題であるから，その判断は，第一次的にはこれらの記載に基づいてなされるべきであり，課題の認定，抽出に関しても，上記のような例外的な事情がある場合でない限りは同様であるといえる。したがって，出願時の技術水準等は，飽くまでその記載内容を理解するために補助的に参酌されるべき事項にすぎず，本来的には，課題を抽出するための事項として扱われるべきものではない（換言すれば，サポート要件の適否に関しては，発明の詳細な説明から当該発明の課題が読み取れる以上は，これに従って判断すれば十分なのであって，出願時の技術水準を考慮するなどという名目で，あえて周知技術や公知技術を取り込み，発明の詳細な説明に記載された課題とは異なる課題を認定することは必要でないし，相当でもない。出願時の技術水準等との比較は，行うとすれば進歩性の問題として行うべきものである。）。…

　異議決定が課題を「実施例１－１のライスミルクに比べてコク（ミルク感），甘味及び美味しさについて有意な差を有するものを提供すること」と認定し直したことは，発明の詳細な説明から発明の課題が明確に読み取れるにもかかわらず，その記載を離れて（解決すべき水準を上げて）課題を再設定するものであり，相当でない。　　　　　
	勝有★



	平成27年

(行ケ)
第10105号

＜清水＞
	オキサリプラティヌムの医薬的に安定な製剤

*サポート要件の課題は原則として発明の詳細な説明による。
*36条の判断で、国際出願の原文は参酌×
	　サポート要件の判断において把握される本件発明の技術的意義については，あくまで，明細書の記載要件として，本件明細書及び本件出願時の技術常識から判断すべきものであり，明確性要件において述べたのと同様に，出願経過，審判における対応や外国語出願における原文を参酌することは相当でない。　　　　　　　　　　
	勝有〇

	平成26年

(行ケ)
第10008号

＜設樂＞

H26.9.5
	…外来遺伝子導入法

*サポート要件の課題は原則として発明の詳細な説明の記載に基づいて認定する

*課題を上位概念的・抽象的に認定した
	　原告は…本件発明１の電場強度及び熱量強度の範囲内であるにもかかわらず，生存率又は遺伝子導入効率が８０％以上ではないサンプルが…存在することを指摘…する。…しかし，…本件発明は，生存率及び遺伝子導入効率の向上及びランニングコストの低減を解決課題とする発明であり（本件明細書の段落【０００７】，【００１０】），生存率及び遺伝子導入効率を８０％以上とすることを解決課題とする発明ではなく，かえって，本件明細書の段落【００４０】においては，「以下の結果において，Ｈｅｌａ細胞（判決注：実施例において用いられた細胞であり，ヒト子宮頸癌細胞の株化細胞）については，生存率と遺伝子導入効率が両方とも４０％以上の条件は好適であると判定できる。」とも記載されているのであり，生存率又は遺伝子導入効率が８０％以上とならないサンプルが存在することは，本件発明の課題解決や作用効果を否定する理由とはならない。
　なお，…本件発明の進歩性は，「格別顕著な効果」を有しなくても否定されるものではないから，進歩性を認めるために，生存率又は遺伝子導入効率が８０％以上となることが必要とされるものでもない。また，そもそも，細胞のような生体を対象とする実験においては，具体的な実験環境等によって結果にばらつきが生じることはあり得ることであり，本件のように多数の実験結果がある場合にそれらの全体的な傾向に基づいて効果の評価を行うことはできても，そのうち一部の効果が低かったからといって直ちに発明が作用効果を奏しないということはできない。…　　　　
	勝有〇

	平成29年
（行ケ）
第10153号
＜鶴岡＞
	熱間プレス用めっき鋼板
*実施可能要件も、同様に〇
	…本件明細書の記載によれば，バリア層を備えた亜鉛系めっき層を設けるには，溶融亜鉛めっき処理のほかに，電気めっき，溶射めっき，蒸着めっき等その他いずれの方法でめっき層を設けてもよく，また，めっき方法，めっき層の組成に関係なく，加熱後の外観は均一な酸化皮膜が形成され，成形性の異常もなく，塗膜密着性及び耐食性も良好であるというのであるから，かかる記載に接した当業者は，本件発明１の亜鉛系めっき層は，「難プレス成形材料について熱間プレスを行っても所定の耐食性を確保でき，外観劣化が生じない熱間プレス用の鋼材を提供すること」という課題も解決すると認識し得る…。　
	勝有△

	平成29年
（行ケ）
第10113号
＜鶴岡＞

H30.10.25
	…発泡性組成物

*数値範囲の上限がクレームアップされていないが、事実上の上限値を想定できた
	…原告は，…低級アルコールの濃度が99.99重量％又はそれに近い値である場合に，安定な泡の形成が可能な発泡性組成物を提供するという課題を解決することはできないと主張する。しかし，…本件発明１は，アルコール，bis-PEG-[10-20]ジメチコーン又はbis-PEG-[10-20]ジメチコーンの混合物及び水のほかに，第二の界面活性剤や泡安定剤を含有し得るものである。そうすると， 本件発明１においては， …アルコールの濃度に事実上の上限値が想定されているというべきである。…　

　原告の主張は，…発明の詳細な説明…を考慮していない誤った前提に基づく…。　　　　　　　　　
	勝有★

	平成29年

（行ケ）

第10160号

＜鶴岡＞
	光安定性の向上した組成物

*実施例と構成が異なる⇒サポート要件〇
	【請求項１】…デンプンの含有量が３０重量％以下であり，かつ被覆層を有しない経口固形組成物(但し，マンニトールを含まない組成物である)。

…本件明細書に接した当業者は，本件明細書の実施例の全てにおいて，マンニトールを含む組成物のみが示されているとしても（【００３３】表１），それは服用性向上のために含有されているものにすぎず，ベシル酸アムロジピンに酸化鉄を配合した組成物であれば，マンニトールを含まない組成物であっても光安定化効果が発揮されると理解する…。　　
	負有○

	大阪地判
平成27年
（ワ）
第4292号
H30.6.28
	二酸化炭素含有粘性組成物

*メカニズムの記載でサポート要件〇
	…本件各発明が，事前調製によってより多くの二酸化炭素を組成物中に保持し，持続的に皮下組織等に供給させることができる点に特徴を有するものであることからすると，それによって公知技術において知られていた二酸化炭素の血行促進作用による皮膚への効果・効能がより高められるであろうことは，それらの技術常識に照らして合理的に理解することができるから，本件各明細書に記載された効能の全てについての試験例がなくとも，当業者は本件各発明の課題を解決できると認識…できる…。そうすると，サポート要件等に違反していると認めることはできない。　　　　　　　　　　　　 
	勝有△

	平成29年
（行ケ）
第10230号
＜森＞

H30.11.28
⇒進歩性も〇
	ポリイミド

*クレームアップされていない数値は課題の内容となっていない

⇒サポート要件〇

（*課題の内容である請求項８もサポート〇）
	　被告は，本件発明１の課題は，「フレキシブルディスプレイ用や，太陽電池用，タッチパネル用の透明基材に適した優れた透明性と高い機械強度，低熱線膨張係数を併せ持つポリイミド及びそのポリイミド前駆体を提供すること」であって，その優れた透明性の指標が，「１０μｍのフィルムの４００ｎｍでの光透過率が８０％以上」であるものと主張する。
　しかし，特許請求の範囲の請求項１においては，同請求項に記載された方法によって製造されるポリイミドの光透過率については何ら限定されていないのであるから，請求項１の方法により製造されたポリイミドが「１０μｍのフィルムの４００ｎｍでの光透過率が８０％以上」であることが本件発明１の課題の内容となっているということはできない。

　したがって，…サポート要件に適合するというべきである。　　　　　　 
	勝有△

	平成30年
（行ケ）
第10041号
＜鶴岡＞

H30.12.6
	地殻様組成体の製造方法

*発明を限定解釈し、課題を解決できない構成が含まれないとした⇒サポート要件〇
	　審決は，本願発明１は，少なくともセシウム及びストロンチウムを含む放射性物質を，１３８２℃未満の温度（…）で焼成する場合を含むと解され得るが，１３８２℃未満の温度で焼成をすると，…本願発明１の効果…を実現できないとして，特許請求の範囲の記載はサポート要件に適合しないと判断した。…本願明細書の記載に鑑みれば，…セシウムとストロンチウムの両者を同時に放射性物質として含む場合には，セシウム及びストロンチウムの気化温度未満で汚染材を焼成，すなわち，両者の気化温度に共通する部分となる（より低い気化温度である）セシウムの気化温度未満で焼成するものと解するのが自然である。また，セシウム又はストロンチウムのいずれか一方のみを放射性物質として含む場合には，当該放射性物質の気化温度未満で焼成するものと解される。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	勝有〇

	東京地判
平成29年
（ワ）
第18184号
＜佐藤＞

H30.12.21
	骨切術用開大器

*発明を限定解釈し、課題を解決できない構成が含まれないとした⇒サポート要件〇

⇒高裁H31(ネ)10005は文言充足とした。
	…被告は，本件発明に係る特許請求の範囲の記載上，揺動部材２の下側揺動部にのみ突起を有する場合も特許請求の範囲に含まれることとなるから，このような発明の課題が解決されない構成が含まれる本件発明は，サポート要件に違反すると主張する。
　しかし，本件発明は，「一方の開閉機構のみを操作することにより，２対の揺動部材を同時に開いていくことが可能となり，切込みの拡大作業を容易にすることができる」（本件明細書等の段落【０００７】）という作用効果を奏するものであり，この点に技術的意義を有する。被告が作成した樹脂モデル（乙７）のように，揺動部材２の下側揺動部にのみ突起を設けたものは，揺動部材１に係合せず，２対の揺動部材を同時に開くことができないので，本件発明の技術的範囲に属さないというべきである。したがって，被告主張はその前提を欠き，採用できない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
	勝有〇

	平成29年
（行ケ）
第10191号
＜森＞
	細胞分取用水和性組成物

*明確性要件、実施可能要件も同様に〇
	…コールドクリスタリゼーションに伴う発熱量は，比例定数をCp として，中間水の量（Wfb）に比例するといえる。このことも，前記アと同様の理由により，日本バイオマテリアル学会の構成員や関係者には，平成２１年の時点において，知られていたと認められるのであって，本願明細書に記載された内容の「中間水」の量の計算方法は，本願出願時において，当業者の技術常識になっていたと認められることができるというべきである。そして，Cp は，純水の融解熱と等しいと考えられ，純水の融解熱が334J/gであることも，…証拠…及び弁論の全趣旨によると，当業者の技術常識であったと認められる。　

	勝有△

	平成29年
（行ケ）
第10225号
＜大鷹＞
(一次判決)
Cf.

H21(行ケ)　10170は、

所謂リーチスルークレームの実施可能要件×
令和3年(行ケ)

10093<菅野>

PCSK9(リジェネロン)は、同じ特許で、サポート要件×
	PCSK9に対する抗原結合タンパク質（アムジエンv.サノフィ）
*機能的に表現された抗体の発明(リーチスルークレーム？)のサポート要件〇

⇒実施可能要件も〇

⇒進歩性も〇

=H29(行ケ)10226

=H29(ワ)16468<柴田、差止認容>は競合するが中和抗体でない物は技術的範囲外としてサポート要件・実施可能要件〇、機能的クレームの充足論も〇
	　【請求項１】　ＰＣＳＫ９とＬＤＬＲタンパク質の結合を中和することができ，ＰＣＳＫ９との結合に関して，配列番号６７のアミノ酸配列からなる重鎖可変領域を含む重鎖と，配列番号１２のアミノ酸配列からなる軽鎖可変領域を含む軽鎖とを含む抗体と競合する，単離されたモノクローナル抗体

　原告は，…請求項１…は，抗体の構造を特定することなく，機能ないし特性（「結合中和」及び「参照抗体との競合」）のみによって定義された発明であるため，文言上ありとあらゆる構造の膨大な数ないし種類の抗体を含むものであるが，本件明細書に記載された具体的抗体はわずか２グループないし２種類の抗体しかなく，また，参照抗体と「競合する」抗体であれば，ＰＣＳＫ９とＬＤＬＲとが結合中和するとはいえず，参照抗体と「競合する」抗体であることは，「結合中和」の指標にはならないから，本件明細書に記載されていないありとあらゆる構造の抗体についてまでも，本件明細書の記載から，ＰＣＳＫ９とＬＤＬＲとの結合中和抗体の提供という本件訂正発明１の課題を解決できると認識し得るものではないとして，本件訂正発明１及び５はサポート要件に適合しない旨主張する。
　しかしながら，動物免疫法によるモノクローナル抗体の作製プロセスでは，動物の体内で特定の抗原に特異的に反応する抗体が産生され，その免疫化動物を使用して作製したハイブリドーマをスクリーニングし，特定の結合特性を有する抗体を同定する過程において，アミノ酸配列が特定されていくことは技術常識であるから，特定の結合特性を有する抗体を得るために，その抗体の構造（アミノ酸配列）をあらかじめ特定することが必須であるとは認められない。

　そして，…請求項１は，「ＰＣＳＫ９とＬＤＬＲタンパク質の結合を中和することができ」，かつ，「ＰＣＳＫ９との結合に関して」，参照抗体（３１Ｈ４抗体）と「競合する」ことを発明特定事項とするものであり，…当業者は，抗体のアミノ酸配列を参照しなくとも，本件明細書の記載から，…請求項１…に含まれる参照抗体と競合する中和抗体を得られるものと認識できるものと認められる。また，参照抗体と「競合する」抗体であれば，ＰＣＳＫ９とＬＤＬＲとの結合を中和するものといえないとしても，本件訂正発明１は「ＰＣＳＫ９とＬＤＬＲタンパク質の結合を中和することができ」る抗体であることを発明特定事項とするものであるから，そのことは，上記認定を左右するものではない。　　　　　 

	勝有★

	平成30年

(行ケ)
第10117号

＜高部＞

H31.4.12
	脂質含有組成物およびその使用方法

*サポート要件の判断枠組みを問題とした
	　本願発明が，発明の詳細な説明の記載により当業者が当該発明の課題を解決できる範囲のものであるか否か，また，発明の詳細な説明に記載や示唆がなくとも当業者が出願時の技術常識に照らし当該発明の課題を解決できると認識できる範囲のものであるか否かについて，何ら検討することなく，選択関係にある特定事項ＥないしＨのうち特定事項Ｇ「ω－６の増加が緩やかおよび／またはω－３の中止が緩やかであり，かつω－６の用量が，４０グラム以下であり」との技術的事項が，本願明細書の発明の詳細な説明には記載されていないことの一事をもって，サポート要件に適合しないとした本件審決は，誤りである。…
　…加えて，…特定事項Ｇの技術的事項は，本願明細書の発明の詳細な説明に記載されている。…したがって，本件審決は，サポート要件を形式的に判断した部分について誤りがあるだけではなく，そもそも同要件を実質的に検討判断しておらず，その判断枠組み自体に問題がある。よって，取消事由３は，その趣旨をいうものとして理由がある。　　　　　　　　
	勝有〇

	平成27年

(行ケ)
第10010号

(一次判決)

＜鶴岡＞
	極めて高い機械的特性値をもつ成形部品を被覆圧延鋼板，特に被覆熱間圧延鋼板の帯材から型打ちによって製造する方法

*サポート要件・実施可能要件～審決取消訴訟の審理範囲は、審判手続で具体的に主張され，審決が判断した限りである。
	　さらに，原告は，本件特許の特許請求の範囲における「亜鉛ベース合金」に「金属間化合物」が含まれると解釈することを前提とした上で，本件明細書の発明の詳細な説明には，熱処理前の「亜鉛ベース合金」被膜が金属間化合物である場合が記載されていないことを理由として，本件特許にはサポート要件違反及び実施可能要件違反がある旨を主張する。
　しかし，…原告が，本件において，取消事由２の一部とする前記主張は，原告が，本件の審判手続において無効理由として具体的に主張したものではなく，本件審決もこれについて判断しているものではないから，この点を本件審決の取消事由とする原告の主張は失当というべきである（本件審決が，合金には金属間化合物は含まれないという前提に立って審理判断をしたため，審判手続においては，この点に関する審理判断の余地が全くなかったという本件の経緯を考慮すると，この点は，改めて無効審判において審理判断されるべき事項というべきである。）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	勝有★

	平成30年

(行ケ)
第10093号

(二次判決)

＜森＞
	極めて高い機械的特性値をもつ成形部品を被覆圧延鋼板，特に被覆熱間圧延鋼板の帯材から型打ちによって製造する方法

*サポート要件の詳細な当てはめ事例

*構成として存在することが証拠上明らかである範囲で課題解決できると認識できればサポート要件ＯＫ
*実施可能要件も〇

*前訴で判断されなかったサポート要件・実施可能要件違反の理由付けを判断した事例
	　…本件では熱処理前の「亜鉛ベース合金」が「亜鉛ベースの金属間化合物」である場合にもサポート要件が充足されているかどうかが争点となっている…。…当業者は，本件発明の合金化合物において，亜鉛が共通する主要な成分であるから，本件発明の課題解決には亜鉛が重要な役割を果たしていると認識するものと認められる。…
　亜鉛と鉄が金属間化合物を形成するものであること，熱処理後の「亜鉛－鉄ベース合金化合物」に亜鉛－鉄金属間化合物が含まれること及び熱処理により鋼板から鉄の拡散が進んで金属間化合物について複数の相が生じ得る，すなわち，異なる金属間化合物に変化し得ることが，本件出願時の技術常識であったことからすると，本件明細書の記載に接した当業者は，熱処理前の被膜が実施例１とは異なり，亜鉛－鉄金属間化合物であったとしても，実施例１の記載及び上記技術常識を基礎にして，熱処理前の亜鉛－鉄の金属間化合物の組成，熱処理の温度や時間等を適宜調節して，熱処理後に異なる亜鉛－鉄ベース合金化合物（金属間化合物）を生じさせ，高い機械的特性を持つ鋼板を製造することができると認識することができると認められる。…
　また、鋼板上に被覆された熱処理前の「亜鉛ベース合金」が金属間化合物で，それを熱処理して亜鉛－鉄－アルミニウムベースの金属間化合物を生じさせる場合についても，①固溶体である亜鉛－アルミニウム合金の被膜を熱処理して，極めて優れた腐食防止効果を有する亜鉛－鉄－アルミニウム合金の被膜を生じさせる実施例２が本件明細書に記載されていること，②…亜鉛－鉄－アルミニウムの金属間化合物の存在が，本件出願時，当業者に知られていた上，熱処理により鋼板から鉄の拡散が進んで異なる金属間化合物が生じるという本件出願時に知られていた基本的なメカニズムは，出発点が亜鉛－アルミニウムの固溶体である場合と，亜鉛－鉄－アルミニウムの金属間化合物である場合で，異なることを示す根拠となる事情は認められず，基本的には異ならないと考えられることからすると，熱処理前の「亜鉛ベース合金」が，実施例２に開示された亜鉛―アルミニウムの固溶体からなる合金のみならず，亜鉛－鉄－アルミニウムの金属間化合物であっても，熱処理前の同金属化合物の組成，熱処理の温度や時間等を適宜調節して，亜鉛－鉄－アルミニウムベースの合金化合物（金属間化合物）を生じさせ，高い機械的特性を持つ鋼板を製造できると認識することができると認められる。…
　次に，その他の熱処理前の「亜鉛ベース合金」についても検討する。…本件出願時，本件発明にいう熱処理後に生じる３元系以上の亜鉛－鉄ベース又は亜鉛－鉄－アルミニウムベースの金属間化合物に該当するものとして，証拠上認定できるものは，①亜鉛－ニッケル－鉄，②亜鉛－鉄－アルミニウム，③亜鉛－鉄－アルミニウム－ニッケルの３種類のみである。そうすると，上記のような３元系以上の「亜鉛－鉄ベース合金化合物」又は「亜鉛－アルミニウム合金化合物」を生じさせることのできる熱処理前の「亜鉛ベース金属間化合物」たる「亜鉛ベース合金」に含まれ得る亜鉛以外の金属元素としては，鉄，アルミニウム以外にはニッケルが挙げられる。そして，ニッケルについては，…亜鉛－ニッケル－鉄や亜鉛－鉄－アルミニウム－ニッケルの金属間化合物の存在が本件出願時に知られていた上，本件出願時から，ニッケルは亜鉛と合金を形成して鋼板の被膜を形成すること及び亜鉛－ニッケル合金メッキは優れた耐食性を有することが知られていた…から，当業者は，ニッケルがマイナー成分として加えられても本件発明の課題解決には影響はなく，上記のように亜鉛が重要な役割を果たしていると認識するといえる。そうすると，本件明細書の記載に接した当業者は，前記の鉄の拡散が進んで異なる金属間化合物が生じるという技術常識も踏まえて，熱処理前の「亜鉛ベース合金」が，亜鉛－ニッケルの金属間化合物やそれに更にアルミニウムや鉄を含む金属間化合物であっても，それらの組成，熱処理の温度や時間を適宜調節して，亜鉛－鉄ベースの合金化合物又は亜鉛－アルミニウム－鉄ベースの合金化合物を生じさせ，高い機械的特性を持つ鋼板を製造できると認識することができると認められる。そして，本件ではアルミニウムとニッケル以外の金属が亜鉛－鉄と３元系以上の金属間化合物を形成するかどうかは証拠上必ずしも明らかとなっていないのであるから，鉄，アルミニウム及びニッケル以外の金属元素と亜鉛からなる「亜鉛ベースの金属間化合物」の被覆が熱処理により３元系以上の亜鉛－鉄ベース金属化合物又は亜鉛－鉄－アルミニウムベースの金属間化合物を生じさせて本件発明の課題を解決することを被告が積極的に主張立証していないとしてもサポート要件が充足されなくなるものではない。　　　　 
	勝有★★★

	平成27年

(行ケ)

第10150号

＜鶴岡＞
	炭酸飲料
*数値範囲の半分しか実施例がなくても、サポート要件〇
	…本件訂正明細書の実施例…において，植物成分，炭酸ガス及び可溶性固形分の含量，甘味量，高甘味度甘味料によって付与される甘味の全量，並びにスクラロースによって付与される甘味の割合が上記の数値範囲を満たす実施例１，実施例２及び実施例４の果汁入り炭酸飲料が，…数値範囲を満たさない比較例１…比較例２…比較例３…と比べて，…の何れか又は全ての点において優れていることが示されており，その内容は，本件訂正明細書の具体的な記載…とも矛盾しない。…本件訂正発明１は，前記の課題解決手段で示された数値範囲を逸脱するものではなく，むしろ，課題解決手段の一部を構成する可溶性固形分含量を「４～８度」とより特定したものというべきであるから，本件訂正発明１は，①発明の詳細な説明に記載された発明で，②発明の詳細な説明の記載又はその示唆により当業者が当該発明の課題を解決できると認識できる範囲のものである…。…

　原告は，本件訂正発明において…は前提条件であり，本件訂正発明は，この前提条件を満たす炭酸飲料において，植物成分の豊かな味わいと炭酸ガスの爽快感を兼ね備えバランスのよい風味を有する炭酸飲料の調製方法を見出すことを目的とするものであるが，実施例１に対し，この前提条件を満たしつつ他の成分組成が異なっている比較例は，比較例１のみであり，それらの比較からは，スクラロースの有無が本件訂正発明の効果に寄与していることが推定できるにすぎない…と主張する。…しかしながら，…原告の主張は過度の裏付けを要求するものというべきである。…
　また，原告は，本件訂正発明は数値限定発明であるところ，本件訂正発明の数値範囲を満たせば，本件訂正発明の課題を解決できると当業者が認識できるためには，本件訂正明細書の実施例によりその効果が裏付けられているべきであるが，本件訂正発明のいずれの数値範囲についても，その数値範囲の上下限間の幅に対して半分未満の範囲でしか本件訂正明細書の実施例が記載されておらず，実施例の内容を請求項に記載された数値範囲全体にまで拡張ないし一般化できるとはいえないと主張する。しかしながら，…植物成分，炭酸ガス及び可溶性固形分の含量，甘味量，並びに高甘味度甘味料によって付与される甘味の全量については，それぞれの数値範囲を逸脱した場合に，本件訂正発明の課題が解決できない旨が本件訂正明細書に十分記載されており，換言すれば，それらの数値範囲内であれば，当業者は，本件訂正発明の課題が解決できると理解するものといえ，また，そのような理解を妨げるような本件出願当時の技術常識があったとは認められない。他方で，スクラロースによって付与される甘味量については，その数値範囲を逸脱した場合に，本件訂正発明の課題が解決できないことまでが本件訂正明細書に記載されているわけではなく，単に，その数値範囲が好ましい旨が本件訂正明細書に記載されているのみであるが，この記載に接した当業者は，その数値範囲を少々逸脱した場合でも本件訂正発明の課題が解決できるであろうと理解するといえる。換言すれば，その数値範囲内であれば，当業者は，本件訂正発明の課題が当然解決できると理解するといえ，また，そのような理解を妨げるような本件出願当時の技術常識があったともいえない。
	勝

有

〇

	平成31年

(行ケ)

第10025号

＜大鷹＞
R2.2.19

JP6116658
	気体溶解装置
*発明の課題を抽象的に把握した。メカニズムは技術常識であった。
⇒サポート要件〇
R1.7.31H29年(ワ)13797＜佐藤＞JP6116658は、0.8≦Ｌ≦1.4の場合は課題を解決できると認識できないとして、サポート要件×だった

	　本件訂正は，…「降圧移送手段としての管状路」について，「１．０ｍｍより大きく３．０ｍｍ以下の内径の細管（但し，０．８ｍ以下の長さのものを除く）からなる降圧移送手段としての管状路」とし，細管の内径及び長さの数値を限定し…た…。
…本件明細書には，本件特許発明１の課題は，「気体を過飽和の状態に液体へ溶解させ，かかる過飽和の状態を安定に維持」する「気体溶解装置」を提供することにあり，その課題を解決する手段として，「降圧移送手段を設け，さらに液体にかかる圧力を調整する」構成を採用したことが開示されているものと認められる。…

　加圧型気体溶解手段の圧力Ｙの値が大きければ，気体を液体に多く溶解させることができるが，細管内を流れる液体の流速は速くなり得ること，細管の長さＬの値が大きければ，細管内壁の抵抗により細管内を流れる液体の流速が遅くなり得ることは，技術常識である…。…細管の内径Ｘ及び水素水の流量の各値が同じである場合に，水素濃度の値を高めるには，加圧型気体溶解手段の圧力Ｙの値の増加割合が細管の長さＬの値の増加割合よりも大きくなるように各値を選択すればよいことを理解できる。

…当業者は，本件明細書の発明の詳細な説明の記載及び技術常識から，本件特許発明１の気体溶解装置は，水に水素を溶解させて水素水を生成し，取出口から吐出させる装置であって，気体を発生させる気体発生手段と，この気体を加圧して液体に溶解させる加圧型気体溶解手段と，気体を溶解している液体を導いて溶存及び貯留する溶存槽と，この液体が細管からなる管状路を流れることで降圧する降圧移送手段とを備え，降圧移送手段により取出口からの水素水の吐出動作による管状路内の圧力変動を防止し，管状路内に層流を形成させることに特徴がある装置であり，一方，必ずしも厳密な数値的な制御を行うことに特徴があるものではないと理解し，例えば，細管の内径（Ｘ）が１．０ｍｍより大きく３．０ｍｍ以下で，かつ，細管の長さ（Ｌ）の値が０．８ｍより大きく１．４ｍより小さい数値範囲のときであっても，「細管の内径Ｘ及び水素水の流量の各値が同じである場合に水素濃度の値を高めるには，加圧型気体溶解手段の圧力Ｙの値を大きくすればよく，この場合に加圧型気体溶解手段の圧力Ｙ及び細管の長さＬの値をいずれも大きくして，水素濃度の値を高めるには，加圧型気体溶解手段の圧力Ｙの値の増加割合が細管の長さＬの値の増加割合よりも大きくなるように各値を選択すればよいこと」…を勘案し，細管からなる管状路内の水素水に層流を形成させるようＸ，Ｙ及びＬの値を選択することにより，「気体を過飽和の状態に液体へ溶解させ，かかる過飽和の状態を安定に維持」するという本件特許発明１の課題を解決できると認識できるものと認められる。
	勝

有

△

	平成30年

(行ケ)
第10170号

＜大鷹＞
	フルオロスルホン酸リチウム,非水系電解液
*異議決定の本発明の課題認定に誤りがある
⇒正しい課題は解決できると認識できる

*下限値の実施例ないが、実施例の1/6程度であり顕著に少ないとまではいえない

*具体的な列挙された課題は、いずれかを向上又は改善することでOK
*発明の課題を抽象的に把握した。最適化は技術常識であった。
⇒サポート要件〇

⇒異議取消決定取消


	　本件明細書の【０００７】の「本発明」の課題は，「初期の電池特性と耐久性」，「耐久後も高い入出力特性およびインピーダンス特性」が維持される非水系電解液二次電池をもたらすことができる「非水系電解液用の添加剤ならびに非水系電解液」を提供することにあるとの記載は，従来技術においてこれらの電池特性の項目に具体的な問題点があることを踏まえて，それらを解決することを課題とし，あるいはこれらの項目のすべてを向上又は改善することを課題とすることを開示したものではなく，少なくともこれらの項目のいずれかを向上又は改善することにより，電池特性を向上させることを課題として開示したものと理解できる。…本件明細書には，本件訂正発明４の課題は，フルオロスルホン酸リチウムと硫酸イオンとを添加剤として含有しない非水系電解液に対して，初期放電容量等の電池特性を改善する非水系電解液を提供することにあることが開示されているものと認められる。したがって，本件決定における本件訂正発明４の課題の認定に誤りがある。…
　…本件明細書の発明の詳細な説明の記載及び本件出願の優先日当時の技術常識に基づいて，当業者が，本件訂正発明４の発明特定事項の全体にわたり，本件訂正発明４の課題を解決できると認識できると認められるから，本件訂正発明４は発明の詳細な説明に記載したものであることが認められる。したがって，本件訂正発明４は，サポート要件に適合する。…

　本件明細書の【０００７】の「本発明」の課題は，「初期の電池特性と耐久性」，「耐久後も高い入出力特性およびインピーダンス特性」が維持される非水系電解液二次電池をもたらすことができる「非水系電解液用の添加剤ならびに非水系電解液」を提供することにあるとの記載は，従来技術においてこれらの電池特性の項目に具体的な問題点があることを踏まえて，それらを解決することを課題とし，あるいはこれらの項目のすべてを向上又は改善することを課題とすることを開示したものではなく，少なくともこれらの項目のいずれかを向上又は改善することにより，電池特性を向上させることを課題として開示したものと理解できる…。…

…被告の主張は本件訂正発明４の課題が「初期放電容量が改善され，容量維持率および／またはガス発生量が改善された非水系電解液二次電池をもたらすことができる非水系電解液を提供すること」にあるというものであるが，…本件訂正発明４の課題は，フルオロスルホン酸リチウムと硫酸イオンとを添加剤として含有しない非水系電解液に対して，初期放電容量等の電池特性を改善する非水系電解液を提供することにあると認定すべきであるから，その前提を欠くものである。

　また，本件出願の優先日当時，非水電解液は，ＰＣ，ＥＣなどの誘電率の大きな溶媒とジメチルカーボネートなどの低沸点の低粘度溶媒とＬｉＰＦ６などの支持電解質とから主に構成され，これら３種類の組合せやそれらの使用量比などにより最適化されることは，技術常識であったこと…に照らすと，当業者は，本件明細書の記載に基づいて最適化を行うことにより，試験例Ｂに用いられた基本電解液以外の組成及び混合割合の本件訂正発明４に含まれる基本電解液を用いた場合であっても，本件訂正発明４の課題を解決できると認識できるものと認めるのが相当である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
	勝有★

	令和1年

(行ケ)

第10075号

＜高部＞
	ポリオレフィン系延伸フィルムの製造方法
*実施例とクレームが若干ずれていたが、課題解決理解可能でサポート要件〇

	　…本件発明６の製造方法…，実施例１，２のポリオレフィン系延伸フィルムと各層の材料は同じであり，…空気チャンネルが設けられているのが，フィルムの表面であるか樹脂層の側であるかによって，層間接着強度が大きく変わると解すべき根拠はない。
　そうすると，当業者は，実施例，比較例をみれば，本件発明６のポリオレフィン系延伸フィルムについても，実施例１，２と同様に，第１のスキン層と樹脂層との優れた層間接着強度，樹脂層と被着体（紙）との優れた層間接着強度を有することや，巻取時のしわ寄りを防止する効果を奏することが理解できるというべきである。したがって，図４の装置を用いた実施例及び比較例の記載の記載が本件発明６と整合しないとしても，それのみをもってサポート要件違反となるものではない。
	勝

有

△

	平成30年

(行ケ)

第10159号

第10153号

＜鶴岡＞
=平成30年

(行ケ)

第10158号

第10113号

＜鶴岡＞
	ボロン酸化合物製剤
*サポート要件の規範を柔軟に解釈した

　⇒厳密な科学的な証明に達する程度の記載までは不要
	⑴ サポート要件充足性の判断手法について
　…サポート要件を充足するには，明細書に接した当業者が，特許請求された発明が明細書に記載されていると合理的に認識できれば足り，また，課題の解決についても，当業者において，技術常識も踏まえて課題が解決できるであろうとの合理的な期待が得られる程度の記載があれば足りるのであって，厳密な科学的な証明に達する程度の記載までは不要であると解される。なぜなら，まず，サポート要件は，発明の公開の代償として独占権を与えるという特許制度の本質に由来するものであるから，明細書に接した当業者が当該発明の追試や分析をすることによって更なる技術の発展に資することができれば，サポート要件を課したことの目的は一応達せられるからであり，また，明細書が，先願主義の下での時間的制約の中で作成されるものであることも考慮すれば，その記載内容が，科学論文において要求されるほどの厳密さをもって論証されることまで要求するのは相当ではないからである。…

⑵ 本件化合物発明の課題について

　本件明細書の記載によれば，本件化合物発明が解決しようとする課題は，製剤化したときに安定な医薬となり得て，また，水性媒体への溶解でボロン酸化合物を容易に遊離する組成物となり得る本件化合物（凍結乾燥粉末の形態のＢＭＥ）を提供することである。そして，この課題が解決されたといえるためには，凍結乾燥粉末の状態のＢＭＥが相当量生成したこと，並びに当該ＢＭＥが保存安定性，溶解容易性及び加水分解容易性を有することが必要であると解されるから，これらの点が，上記⑴で説示したような意味において本件明細書に記載又は示唆されているといえるかについて検討することとする。なお，ここでいう「相当量」とは，医薬として上記課題の解決手段になり得る程度の量，という意味である。　　　　　　　　　　
	勝

有

★

	平成31年
（行ケ）
第10019号
＜森＞
	Ｌ-グルタミン酸生産菌

*各実施例のブランク値が異なるのは自然由来
⇒実施例は誤差でなく課題解決理解可能
	 …原告らは，…実施例８における野生株と１９型変異株のグルタミン酸生産量の違いは誤差の範囲内…と主張する。…四つのブランク値が，それぞれ異なっていること…からすると，実施例 ３，６～９について，実施例２記載の方法又は同様の方法で実施されたと記載されているものの，初発培地におけるグルタミン酸の濃度などの培養条件は実施例又は各培養ごとに異なるものであったと認められる。…各実施例におけるブランク値の違いは，天然物を起源とする大豆加水分解物に由来するものであると認められる…誤差に基づくものということはできない。…　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	勝有★

	令和1年
(行ケ)
第10128号
＜高部＞
	低鉄損一方向性電磁鋼板
*課題は明細書が原則
*課題を限定した
⇒「鉄損」減少
⇒「渦電流損」減少

⇒「特に、磁区細分化による渦電流損」減少
⇒限定された課題は、引張り応力で制御可能…という作用機序を、明細書に明記した。
⇒進歩性にもサポート要件にも役立つ論理!!
	【請求項１】 板厚方向に対する応力が引張り応力であり，かつその最大値が４０ＭＰa以上で鋼板素材の降伏応力値以下である応力が存在する領域が，鋼板の圧延方向に７．０ｍｍ以下の間隔で形成されていることを特徴とする低鉄損一方向性電磁鋼板。

…サポート要件の適否を判断する前提としての当該発明の課題の認定は，原則として，発明の詳細な説明の記載に基づいてするのが相当である。…本件各発明については，「発明が解決しようとする課題」として記載されたとおり，「一方向性電磁鋼板の鉄損をヒステリシス損と渦電流損に分けて，特に磁区細分化による渦電流損の観点から，歪および応力分布を表面内だけでなく，板厚内部も含めて定量的に適正な条件下で制御することにより，優れた一方向性電磁鋼板を提供すること」を課題とする…。…
イ 作用機序について　 (ア) 渦電流損の低減 

本件明細書には，鋼板の板厚内部の応力状態，特に板厚方向に対する引張り応力こそが，還流磁区を発生させる芽であり，１８０度磁区細分化を促進させることが記載されている（【００１５】）。…本件明細書の発明の詳細な説明の記載によれば，本件各発明は，鋼板の板厚方向に対する引張り応力を導入し，その最大値が４０ＭＰa以上で鋼板 素材の降伏応力値以下である応力の存在する領域を，鋼板の圧延方向に７．０ｍｍ 以下の間隔で，鋼板の板厚内部に形成するとの構成を採用することにより，一方向性電磁鋼板の鉄損をヒステリシス損と渦電流損に分け，特に磁区細分化による渦電流損の観点から，歪及び応力分布を表面内だけでなく，板厚内部も含めて定量的に適正な条件下で制御することにより，優れた一方向性電磁鋼板を提供するとの課題を解決したものと認められる。
本件各発明の課題解決の機序…からすれば，…板厚，分布幅・照射痕幅等の諸条件のいずれかを変化させた試料で実験したとしても，本件発明の上記の課題解決手段の機序が大きく阻害されるとか，全く異なる機序に変化してしまうような事情が生じるとは解されない…。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	勝有★

	令和1年
(行ケ)
第10173号
＜高部＞
	両面粘着テープ

*大合議判決は、所謂パラメータ発明のみ
⇒射程範囲外

*構成変更で作用効果が低下するとしても、課題解決可能な範囲内
⇒サポート要件〇
	…被告は，本件発明はいわゆるパラメータ発明であり，サポート要件に適合するためには，発明の詳細な説明は，その数式が示す範囲と得られる効果（性能）との関係の技術的な意味が，特許出願時において，具体例の開示がなくとも当業者に理解できる程度に記載するか，又は，特許出願時の技術常識を参酌して，当該数式が示す範囲内であれば所望の効果（性能）が得られると当業者において認識できる程度に，具体例を開示して記載することを要する（知財高裁平成１７年（行ケ）１００４２号同年１１月１１日判決）と主張する。しかし，本件発明は，特性値を表す技術的な変数（パラメータ）を用いた一定の数式により示される範囲をもって特定した物を構成要件とする発明ではなく，被告が指摘する上記裁判例にいうパラメータ発明には当たらないから，被告の主張は前提を欠く。

…本件明細書には，発泡倍率が１５ｃｍ３／ｇに近いほど，気泡のアスペクト比が０．９あるいは３に近いほど，また，厚さが１５００μｍに近いほど耐反発性が劣ることの記載はない。また，被告の主張する構成の変更により耐反発性が低下するとしても，所定の評価方法に基づき耐反発性が◎と評価された実施例１及び５（【００７４】，【表１】）について，本件課題を解決できないほどの耐反発性の低下をもたらすとする根拠は不明であり，被告の主張は採用できない。　　　
	勝有〇

	東京地判
平成28年
（ワ）
第25436号
＜矢野＞
R2.9.24
	Ｌ－グルタミン酸の製造方法

*課題を解決できない部分を含むからサポート要件×
⇒訂正の再抗弁で〇
	本件発明１－１に記載された発明のうち，少なくともＧＤＨ遺伝子，ＣＳ遺伝子，ＩＣＤＨ遺伝子及びＰＤＨ遺伝子に変異を導入したコリネ型細菌によるアルギニンの製造方法については，本件明細書１の発明の詳細な記載により，当業者が，アミノ酸を高収率で生産する能力を有する変異株を遺伝子組換え又は変異により構築するとの前記の課題を解決できると認識できる範囲を超えるものであるといえる。また，これらの遺伝子の変異を用いたアルギニンの製造方法について，本件明細書１の記載のほかに，当業者が前記の課題を解決できるような出願時の技術常識があったとも認められない。…
訂正前の本件発明１－１は，ＩＣＤＨ遺伝子，ＰＤＨ遺伝子又はアルギニノコハク酸シンターゼ遺伝子のプロモーター配列に特定の塩基配列を導入したコリネ型細菌を用いた発明を含むものであったが，本件訂正１により，本件訂正発明１－１には，これらの発明が含まれなくなった。したがって，本件訂正発明１－１について，ＩＣＤＨ遺伝子，ＰＤＨ遺伝子及びアルギニノコハク酸シンターゼ遺伝子のプロモーターへの変異の導入についてのサポート要件違反及び実施可能要件違反は，いずれも認められない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　
	勝有〇

	令和2年
（ネ）
第10029号

＜大鷹＞
＜原審＞
平成29年
（ワ）
第24598号
＜柴田＞
	セルロース粉末
*サポート要件〇
（一審と逆の結論!）

*明細書で引用されたBATTISTA論文を覆すために、一審では１個文献を出していたが、控訴審では更に２個提出し、逆転した。
　⇒BATTISTA論文の11年後の公知文献が決め手となった。
=R1(行ケ)10160<大鷹>
	【請求項１】・・・平均重合度が，該セルロース粉末を塩酸２．５Ｎ，１５分間煮沸して加水分解させた後，粘度法により測定されるレベルオフ重合度より５～３００高いことを特徴とするセルロース粉末。
本件明細書には，実施例２ないし７及び比較例１ないし１１のセルロース粉末について，それぞれの原料パルプ（市販ＳＰパルプ，市販ＫＰパルプ等）のレベルオフ重合度が記載されている…。…本件出願当時，酸加水分解時に，非結晶部分は酸で分解されやすいが，結晶部分は分解されず残り，残った部分の化学構造と結晶構造は，原料セルロースのままであって，分解されずに残った部分の結晶領域の長さが「レベルオフ重合度」に対応することは技術常識であったことを踏まえると，本件明細書の上記実施例及び比較例記載のセルロース粉末のレベルオフ重合度は，原料パルプのレベルオフ重合度とおおむね等しいものと理解できる。…加えて，本件明細書の表４には，実施例２ないし７及び比較例１ないし１１のセルロース粉末の平均重合度の記載があることからすると，本件明細書に接した当業者は，上記セルロース粉末が差分要件を満たすかどうかを把握できるものと解される。また，本件明細書の表４には，「平均重合度」，「粒子の平均Ｌ／Ｄ（長径短径比）」，「平均粒子径」，「見掛け比容積」，「見掛けタッピング比容積」，「安息角」及び「平均重合度とレベルオフ重合度との差分」（差分要件）のいずれもが本件発明１の数値範囲内にある実施例２ないし７のセルロース粉末の円柱状成形体とそのいずれかが本件発明１の数値範囲外である比較例１ないし１１とのセルロース粉末の円柱状成形体について，平均降伏圧［ＭＰａ］，錠剤の水蒸気吸着速度Ｋａ，硬度［Ｎ］及び崩壊時間［秒］が示されている。そして，実施例２ないし７のセルロース粉末は，いずれも，安息角が５５°以下，錠剤硬度が１７０Ｎ以上，崩壊時間が１３０秒以下であり，ここで，安息角は，５５°を超えると，流動性が著しく悪くなり…，錠剤硬度は成形性を示す実用的な物性値であり，１７０Ｎ以上が好ましく…，崩壊時間は崩壊性を示す実用的な物性値であり，１３０秒以下が好ましい…のであるから，実施例２ないし７のセルロース粉末は，成形性，流動性及び崩壊性の諸機能をバランスよく併せ持つセルロース粉末であるということができる。したがって，当業者は…実施例２ないし７のセルロース粉末は，本件発明１の課題を解決できると認識できる…。…

…本件明細書…の記載から，セルロース粉末がレベルオフ重合度まで加水分解されてしまうと，乾燥前のセルロース粒子のＬ／Ｄが低下しやすく，その後の乾燥工程でセルロース粒子が凝集して，得られるセルロース粉末のＬ／Ｄが小さくなり，Ｌ／Ｄが小さくなると，成形性が低下することを理解できる。そして，本件発明１の差分要件は，レベルオフ重合度まで重合度が低下しないように加水分解することを，セルロース粉末の平均重合度とレベルオフ重合度の差分（差分要件）で表し，その下限を「５」としたことを理解できるから，当業者は，本件発明１の差分要件の数値範囲の全体にわたり，本件発明１の課題を解決できると認識できるものと認められる。…　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	勝有〇

	令和1年(行ケ)

第10174号
＜森＞
	エアロゾル発生装置
*発明の課題を踏まえてクレーム文言解釈
⇒サポート要件〇
	　サポート要件の判断は，特許請求の範囲の記載と発明の詳細な説明の記載とを対比して行うものであるが，対比の前提として特許請求の範囲から発明を認定するに当たり，特許請求の範囲に記載された発明特定事項の意味内容や技術的意義を明らかにする必要がある場合に，必要に応じて明細書や図面の記載を斟酌することは妨げられないというべきであり，当事者が引用するリパーゼ判決は，そのことを禁じるものと解することはできない。…
　原告は，この点について，サポート要件の判断に当たって，発明の詳細な説明に基づく特許請求の範囲の限定解釈が許されるとすると，特許請求の範が文言上どれだけ広くてもサポート要件違反になることがなくなり，その趣旨が没却されるし，侵害の場面で広範な特許請求の範囲に基づき充足を主張でき，二重の利得を得ることになるから不当であると主張する。しかし，サポート要件の判断に当たって，発明の詳細な説明を参酌するからといって，特許請求の範囲に発明の詳細な説明を参酌して認められる発明の内容が，発明の詳細な説明によってサポートされていないときは，サポート要件違反になること（例えば，特許請求の範囲の文言に発明の詳細な説明を参酌して認められる発明の内容が，ＡとＢの両方を含むものであるが，実施例等としては，ＢしかないときにＡはサポートされていないと判断する場合があることなど）はあり得るのであって，常にサポート要件違反を免れるということにはならない。また，特許発明の技術的範囲を定めるに当たり，明細書及び図面を考慮するとされていること（特許法７０条２項）からすると，原告のいう二重の利得が発生するとはいえない。
	勝有△

	平成31年
（行ケ）

第10041号
＜菅野＞
	創傷被覆材

*明細書に記載された２つの数値範囲から最小値同士に基づく計算でサポート要件〇
	…創傷部位上に適量の滲出液を保持するための貫通孔の開孔率は，本件明細書の「第１表面（１１）での開口面積が，直径２８０～１４００μｍの円形に相当することが好ましい。」…，「貫通孔（１３）は， ５０～４００個／ｃｍ２の密度で存在することが好ましく，６０～３２５個／ｃｍ２の密度で存在することがより好ましい。」…との記載から，貫通孔の孔径及び密度に関する好ましい範囲のうち，直径の最小値である２８０μｍ，密度の最小値である５０個／ｃｍ２を基に計算すると…開孔率は３．０７％となる。…「開孔率３．０７％以上」との発明特定事項は，本件明細書の発明の詳細な説明に直接の記載はないものの，記載されているに等しい事項であるといえるから，貫通孔に関して上記の開孔率とすることにより，本件発明の課題を解決すると認識するといえる。
	勝有△

	令和3年

（行ケ）

第10085号
＜菅野＞
	印刷された再帰反射シート

*本件発明が当然の前提とする事項は、サポート要件判断の前提としてOK。
	…被告は、…本件審決は、「保持体層」と「表面保護層」とが接着していることが特定されていない点だけでなく、本件発明１の「独立印刷領域」がない部分の「保持体層」と「表面保護層」とが密着性が保たれるような幅で接着しているとはいえない点を問題にしており、上記構成を欠いた「再帰反射シート」が本件明細書…に記載された耐候性試験において「異常無し」との評価を得るに至らない態様が含まれる以上は、サポート要件違反が認められる旨主張する。しかし、本件発明においては、…「表面保護層」と「保持体層」とが密着性があることは当然の前提とされているものであるから、被告の主張は、その前提を誤るものというべきであり、採用し得ない。
	勝有△

	令和2年

(行ケ)
第10143号

＜大鷹＞
※侵害訴訟も特許権者勝訴
東京地判
令和1年

(ワ)
第31214号

＜田中＞
	塩化ビニリデン系樹脂ラップフィルム

*数値範囲の両端まで実施例がなくても、明細書の一般記載でサポート要件〇

	【請求項１】（赤線部分が「物性値」。黒字が「組成値」。⇒引用発明１－２（乙１２）は「組成値」が全て一致し、「物性値」が不明である。）
Ａ ＴＤ方向（ラップフィルムの幅方向）の引裂強度が２～６ｃＮであり，かつ， 

Ｂ ＭＤ方向（ラップフィルムの流れ方向）の引張弾性率が２５０～６００ＭＰａである

Ｃ 塩化ビニリデン系樹脂ラップフィルムであって， 

Ｄ 温度変調型示差走査熱量計にて測定される低温結晶化開始温度が４０～６０℃であり，

Ｅ 塩化ビニリデン繰り返し単位を７２～９３％含有するポリ塩化ビニリデン系樹脂に対して，

Ｆ エポキシ化植物油を０．５～３重量％，クエン酸エステル及び二塩基酸エステルからなる群より選ばれる少なくとも一種の化合物を３～８重量％含有し，かつ， 

Ｇ 厚みが６～１８μｍである， 

Ｈ 塩化ビニリデン系樹脂ラップフィルム。

…本件明細書の【００３８】の記載から、「ＴＤ方向の引裂強度」が、「２ｃＮ以上」であれば、「特に巻回体からラップフィルムを引き出す際の裂けを低減でき、また、ラップフィルム使用時の意図しない裂けトラブルを抑制」することができ、「６ｃＮ以下」であれば、「化粧箱に付帯する鋸刃でフィルムをＴＤ方向にカットする際に裂きやすく、カット性が向上する」ことから、「本実施形態のラップフィルム」（本件発明）のＴＤ方向の引裂強度を「２～６ｃＮ」の範囲としたことを理解できる。また、本件明細書には、ＴＤ方向の引裂強度が「２．４ｃＮ」ないし「３．０ｃＮ」の範囲の本件発明の実施例（実施例１ないし６）では、「裂けトラブル抑制効果」の評価結果が「◎」又は「○」、「カット性」の評価結果がいずれも「◎」であったことが示されており、「塩化ビニリデン系樹脂ラップフィルムのフィルム切断刃によるカット性を維持しつつ、巻回体からのフィルム引き出し時、及び化粧箱の中に巻き戻ったフィルム端部の摘み出し時の裂けトラブルを低減する」という本件発明の効果が確認されている。一方、本件明細書には、「３ｃＮを超え６ｃＮまで」の範囲については実施例の記載がないが、裂けトラブルについては、上記【００３８】の記載から、「ＴＤ方向の引裂強度」を「２ｃＮ以上」に高くすれば、裂けトラブルを抑制できることを理解できるから、「３ｃＮを超え６ｃＮまで」の範囲のものも、裂けトラブルを低減できることを理解できる。また、「カット性」については、本件明細書の【０００９】の「裂けトラブルを抑制するためにフィルムを厚くする等の手法によって、フィルムの引裂強度を高くすることは可能であるが、フィルムがカットしにくくなり、使い勝手が悪くなっていた。」との記載に照らすと、フィルム切断刃によるカット性それ自体を向上させるというよりも、引裂強度を高くするためにフィルムを厚くする等の手法によってカット性を低下させることなく、「カット性を維持」することにあると理解できる。そして、上記【００３８】の記載から、「６ｃＮ以下」であれば、「化粧箱に付帯する鋸刃でフィルムをＴＤ方向にカットする際に裂きやすく、カット性が向上する」ことを理解できるから、「３ｃＮを超え６ｃＮまで」の範囲のものも、カット性を維持できることを理解できる。…
本件明細書の【００３９】の記載から、「ＭＤ方向の引張弾性率」が、「２５０ＭＰａ以上」であれば、「鋸刃でフィルムをカットするために力を加える際、フィルムのＭＤ方向への延びを抑制でき、鋸刃がフィルムに食い込みやすくでき、カット性が向上」し、「６００ＭＰａ以下」であれば、「フィルムが軟らかく、鋸刃の形状に沿ってフィルムをきれいにカットでき、切断端面に多数の裂け目が発生するのを抑制できる」ことから、「本実施形態のラップフィルム」（本件発明）の「ＭＤ方向の引張弾性率」を「２５０～６００ＭＰａ」の範囲としたことを理解できる。また、本件明細書には、ＭＤ方向の引張弾性率が「５１０ＭＰａ」ないし「５４０ＭＰａ」の範囲の本件発明の実施例（実施例１ないし６）では、「裂けトラブル抑制効果」の評価結果が「◎」又は「○」、「カット性」の評価結果がいずれも「◎」であったことが示されており、「塩化ビニリデン系樹脂ラップフィルムのフィルム切断刃によるカット性を維持しつつ、巻回体からのフィルム引き出し時、及び化粧箱の中に巻き戻ったフィルム端部の摘み出し時の裂けトラブルを低減する」という本件発明の効果が確認されている。一方、本件明細書には、「２５０ＭＰａから５００ＭＰａまで」の範囲については実施例の記載がないが、上記【００３９】の記載が不合理であることをうかがわせる証拠はないから、上記【００３９】の記載から、上記範囲のものについても、本件発明の上記効果を奏するものと理解できる。以上によれば、当業者は、本件明細書の発明の詳細な説明の記載から、本件発明の「引張弾性率」の「２５０～６００ＭＰａ」の数値範囲全体にわたり、本件発明の上記効果を奏するものと認識できるものと認められるから、上記効果を奏する塩化ビニリデン系樹脂ラップフィルムを提供するという本件発明の課題を解決できると認識できる…。
本件明細書記載の実施例１ないし６は、いずれも「流通・保管時」の条件が「２８℃に設定した恒温槽にて１ヶ月間保管したもの」という特定の条件におけるもの…。しかしながら、…本件明細書の記載から、本件発明の「低温結晶化開始温度」の意味、「低温結晶化開始温度」を「４０～６０℃」の範囲に制御することにより、「巻回体からの フィルム引き出し時、及び化粧箱の中に巻き戻ったフィルム端部の摘み出し時の裂けトラブル」の発生を抑制する機序を理解できる…。
	勝

有〇

	
	
	
	

	★平成30年8月9日高部眞規子判事の講演資料「審決取消訴訟（特許）研修会」～大合議判決の説明に続いて、「明細書に具体例を開示しないか、少数しか開示されていない場合において、明細書のその他の記載と出願時の技術常識から、特許請求の範囲の記載に係るパラメータと効果（課題解決）との関係が一応理解でき、かつ、事後の実験が明細書に具合的に開示されたパラメータの組み合わせについて行われたおのである場合には、当該事後の実験データを明細書の記載を記載外で捕捉するものとして参酌し得る。」
	★★★


特許法３６条６項１号（サポート要件）≪敗訴事案≫
	事件番号
	発明、結論、論点等
	判示内容
	

	平成15年
（行ケ）
第104号
	タキキニン拮抗体の医学的新規用途

*実施例以外の物の作用効果を確認できる記載が必要
	　本件明細書の発明の詳細な説明において，N K 1受容体拮抗活性と嘔吐治療活性との双方が確認されているのは，上記①の（±）シス－3－（2－メトキシベンジルアミノ）－2－フェニルピペリジンのうち，（2 S，3 S）鏡像異性体についてのみであると認められる。そうすると，明細書の発明の詳細な説明に，構造類似性のない相当多種類のN K 1受容体拮抗作用を有する物質が嘔吐治療に有効であることを確認できる記載があるなど，N K 1受容体拮抗活性と嘔吐治療活性との相関関係を当業者が客観的に把握できると認められる場合であれば別論，本件明細書の発明の詳細な説明においては，N K 1受容体拮抗体である（2 S，3 S）－3－（2－メトキシベンジルアミノ）－2－フェニルピペリジンが嘔吐治療に利用できることは裏付けられているといえるものの，それ以外のN K 1受容体拮抗体については，そもそもN K 1受容体拮抗活性と嘔吐治療活性の相関関係を裏付ける記載がないのであるから，それらを有効成分とする嘔吐治療剤について，当業者が容易に実施可能な程度に発明の詳細な説明の記載がされているものとは認められない…。　　　　　　　　　　　　　　
	負不★

	平成17年（行ケ）第10818号
	タキソールを有効成分とする制癌剤

*少なくとも数値範囲の上下限は有効性や安全性を裏付ける記載(実施例)が必要

Cf.H22(行ケ)10153
*H28(行ケ)10107「乳癌再発の予防用ワクチン」＜森＞とは異なる!!
	　【請求項１】…約１３５～約２７５mg/m2のタキソールが約３時間に渡り投与されるように，非経口投与用に包装された薬剤。
　…発明の詳細な説明には，３時間のタキソール投与量が１３５ないし１７５ｍｇ／ｍ2の範囲については，卵巣癌に罹患した患者に対する有効性や安全性を裏付ける記載があるということができるとしても，上記(3)のとおり，３時間のタキソール投与量が１７５ｍｇ／ｍ2を超えるものについては，その有効性や安全性を裏付ける記載がないから，本件特許発明２及び３は，その有効性，安全性を確認することができる具体的データが発明の詳細な説明に記載されていないといわなければならないし，また，卵巣癌以外の固形癌及び白血病に罹患した患者に対する有効性や安全性を裏付ける記載もないから，本件特許発明２は，さらに，その有効性や安全性を確認することができる具体的データも発明の詳細な説明に記載されていないといわなければならない。

★「…甲１ないし４に記載されたプロトコール自体は明確であるから，タキソールをどのよう に投与するかは明確であり，むしろ，甲１ないし４に記載された臨床試験がⅡ相試験まで進んでいることをも併せ考えると，技術的にみて，タキソールが投与不可能な薬剤であるということはできない」として、引用例適格を認めた。新規性×。
	負不★★★

	平成17年
（行ケ）
第10137号
	粘土

*クレーム文言上、ある物質を含まない構成も含む

⇒明細書で該物質を含まない構成のみが記載されていると×


	　本願発明は，特許請求の範囲を画した請求項1の文言上，成分として中空微小球を含有する旨の限定がなされておらず，中空微小球を含有しない粘土であって，色素顔料の平均粒径，粒径分布及び添加量の各数値範囲を所定の数値範囲に限定した発明をも包含するのに対し，本件明細書の発明の詳細な説明の記載においては，専ら，中空微小球を含有する粘土であることを前提に，色素顔料の平均粒径，粒径分布及び添加量を所定の数値範囲に限定することの技術的意義及び実施例等が記載されている。

　…本願発明は，発明の詳細な説明に記載されていない発明を含んでいることが明らかであり，本件明細書の特許請求の範囲の記載は，特許法36条6項1号の規定に違反するというべきである。　　
	負不★

	知財高判(大合議)

平成17年
(行ケ)
第10042号
	偏光フィルムの製造法

*｢サポート要件｣のパラメータ発明での判断基準
Cf.H21(行ケ)10033を要研究!!


	　特許請求の範囲に発明として記載して特許を受けるためには，明細書の発明の詳細な説明に，当該発明の課題が解決できることを当業者において認識できるように記載しなければならない…。そして，特許請求の範囲の記載が，明細書のサポート要件に適合するか否かは，特許請求の範囲の記載と発明の詳細な説明の記載とを対比し，特許請求の範囲に記載された発明が，発明の詳細な説明に記載された発明で，発明の詳細な説明の記載により当業者が当該発明の課題を解決できると認識できる範囲のものであるか否か，また，その記載や示唆がなくとも当業者が出願時の技術常識に照らし当該発明の課題を解決できると認識できる範囲のものであるか否かを検討して判断すべきものであ…る。

…本件発明は，特性値を表す二つの技術的な変数（パラメータ）を用いた一定の数式により示される範囲をもって特定した物を構成要件とするものであり，いわゆるパラメータ発明に関するものであるところ，このような発明において，特許請求の範囲の記載が，明細書のサポート要件に適合するためには，発明の詳細な説明は，その数式が示す範囲と得られる効果（性能）との関係の技術的な意味が，特許出願時において，具体例の開示がなくとも当業者に理解できる程度に記載するか，又は，特許出願時の技術常識を参酌して，当該数式が示す範囲内であれば，所望の効果（性能）が得られると当業者において認識できる程度に，具体例を開示して記載することを要するものと解するのが相当である。　　　 
	負不★★★

	平成19年
(行ケ)
第10308号
	被覆硬質部材

*数値範囲の上限が無い場合で、全範囲に亘って発明の目的を達成できることを裏付け不充分

*本質的部分が未記載として実施可能要件違反とされた事例

*H13(行ケ)140同旨

*H15(行ケ)357同旨

*H17(行ケ)10689同旨

*H22(行ケ)10097同旨
	　…特許請求の範囲の記載が，明細書のサポート要件に適合するか否かは，特許請求の範囲の記載と発明の詳細な説明の記載とを対比し，特許請求の範囲に記載された発明が，発明の詳細な説明に記載された発明で，発明の詳細な説明の記載により当業者が当該発明の課題を解決できると認識できる範囲のものであるか否か，また，その記載や示唆がなくとも当業者が出願時の技術常識に照らし当該発明の課題を解決できると認識できる範囲のものであるか否かを検討して判断すべきものである（知財高裁平成１７年（行ケ）第１００４２号同年１１月１１日判決参照）。以下，上記の観点に立って，本件について検討する。
　本件発明１の課題は，…（Ｔｉ，Ａｌ）Ｎ膜については皮膜の結晶配向性について検討されたことはなく，皮膜と基体との密着性に問題があるところ，硬質部材上にＴｉとＴｉ以外の周期律表４ａ，５ａ，６ａ族，Ａｌの中から選ばれる２元系，ないし３元系の炭化物，窒化物，炭窒化物を被覆させる場合において，皮膜の結晶配向性を最適にすることにより皮膜と基体との密着性を向上させて耐摩耗性，耐欠損性に優れた被覆硬質部材の提供を目的とするところにあると認められ，当該被覆硬質部材の皮膜につきＩａ値を２．３以上とすることが同目的を達成するために有効であることが客観的に開示される必要があるというべきである。

　この点、本件発明の場合…Ia値が2.3以上の皮膜が良い性能を持つとしたものであるが，何ゆえ，そのような値であると皮膜の特性が良くなるのかにつき，因果関係，メカニズムは一切記載されておらず，またそれが当業者にとって明らかなものといえるような証拠も見当たらない。…本件発明の実施例として開示されたIa値は…2.3から3.1までという非常に限られた範囲の4例だけであり，これらの実施例をもって，上限の定まらないＩａ値２．３以上の全範囲にわたって，本件発明の課題を解決し目的を達成できることを裏付けているとは到底いうことができない。　　　　　　　
	負不★★★

	平成19年
（行ケ）
第10307号
	無鉛はんだ合金

*｢サポート要件｣の一般的な判断基準

*H24(行ケ)10299同旨

*H23(行ケ)10235同旨

*H21(行ケ)10033との整合性は疑問あり

	　特許請求の範囲の記載が特許法３６条６項１号が規定するいわゆるサポート要件に適合するものであるか否かについては，特許請求の範囲の記載と発明の詳細な説明の記載とを対比し，発明の詳細な説明の記載が，当業者において当該発明の課題が解決されるものと認識することができる程度のものであるか否か，又は，その程度の記載や示唆がなくても，特許出願時の技術常識に照らし，当業者において当該発明の課題が解決されるものと認識することができる程度のものであるか否かを検討して判断すべきものと解するのが相当である。…

　本件発明1は，本件組成を有する無鉛はんだ合金であって，｢金属間化合物の発生を抑制し｣との構成（本件構成A）及び｢流動性が向上した｣との構成（本件構成B）を含むものであるところ，｢発明の詳細な説明｣には,本件組成を有することにより本件構成A及びBの機能ないし性質が得られたとの結果の記載並びにその理由の記載があるにすぎず，本件構成A及びBの機能ないし性質が達成されたことを裏付ける具体例の開示はおろか，達成されたか否かを確認するための具体的な方法（測定方法）についての開示すらない。…

　発明の詳細な説明の記載が，当業者において当該発明の課題が解決されるものと認識することができる程度のものでなく，かつ，特許出願時の技術常識に照らしても，当業者において当該発明の課題が解決されるものと認識することができる程度のものでない場合に，特許出願後に実験データ等を提出し，発明の詳細な説明の記載内容を記載外において補足することによって，その内容を補充ないし拡張し，これにより，特許請求の範囲の記載がサポート要件に適合するようにすることは，発明の公開を前提に特許を付与するという特許制度に趣旨に反し許されない…。　　　　　
	負不○

	平成20年
（行ケ）
第10286号
	　有機装置のための透明コンタクト

*他国の審査結果は日本のサポート要件の審査対象が異なる以上影響なし
	　原告は，「欧米の両庁における各審査手続においてサポート要件を充足するとされた内容と同一の内容の本願明細書につき，日本語であればサポート要件を充足しないということは考えられないし，日本語の微妙な読み方いかんによって同要件の適合性の有無が左右されるのは相当でない」と主張するが，外国語特許出願において，サポート要件の判断の対象となる明細書は，当該外国語特許出願に係る国際出願日における明細書の翻訳文である…から，欧米の両庁における各審査に付された明細書と本願明細書とが同一の内容のものである旨をいう原告の上記主張は，両者がサポート要件の充足性の判断の対象たる明細書として完全に同一のものであるという趣旨であれば，その前提を誤るものとして失当であるといわざるを得ない。
	負不△

	平成18年

(行ケ)
第10448号
	エアーフィルター用不織布
*効果を奏しないものが請求項に含まれていることを実験で示した。

⇒サポート要件違反

Cf.H18(行ケ)10232は効果を奏しないものが請求項に含まれたが、例外的な事例として、実施可能要件を認めた
	　本件訂正発明１は，Ｒａ値が６０μｍ以下であることを特徴とする不織布の発明であって，明細書の発明の詳細な説明には，不織布の融着部のくぼみの深さとフィルター機材の毛羽立ちとが関係が深く，さらに，くぼみの平均深さが，一定の条件で測定されるＲａ値と密接に関係し，Ｒａ値を６０μｍとすることで，従来の不織布に比べ大幅にフィルター機材の毛羽立ちを抑制し，逆にＲａ値が６０μｍを超すと，フィルター基材の毛羽立ちが幾何級数的に大きくなっていき，エアーフィルターとして適さなくなることを見出してされたものと記載されている。しかし，乙１実験及び甲１２実験の結果によれば，上記の明細書に記載された関係を認めることができず，また，不織布のＲａ値が６０μｍ以下であり，本件訂正発明１に含まれるものであっても，毛羽立ちの特性が悪いものがあり，さらに，技術常識に照らしても，発明の詳細な説明の内容を，特許請求の範囲に記載された範囲について，一般化することができない。そうすると，本件訂正発明１は，特許法３６条６項１号の要件を満たさない…。
　原告は，甲３１実験…結果を提出するが，一定の条件下において明細書の発明の詳細な説明に記載されているのと同様の効果を奏しているとしても，それを直ちに，特許請求の範囲に記載されている発明に一般化することは…できない。　　
	負不★

	平成21年

（行ケ）

第10041号
	配向膜印刷用低カッピング性樹脂凸版

審決は補正却下

⇒審決維持

*除いた後に残る物が明細書に記載無く、不明確である。
	　【請求項１】…但し，前記金属板又は前記合成樹脂板は研磨しうる弾性体ではないし，前記樹脂凸版を構成するその他の材料もいずれも研磨しうる弾性体ではない

　…一般的な固体の物質は，いずれも研磨しうる材料であり，変形量が少ないとしても弾性を有しているから，「研磨しうる弾性体」に含まれる。「金属板又は合成樹脂板」及び「樹脂凸版を構成するその他の材料」から「研磨しうる弾性体」即ち「一般的な固体の物質」を除いた後に，どのような性質のものが残るかを想定することは困難である。

　したがって，本願補正発明の「金属板又は合成樹脂板」及び「樹脂凸版を構成するその他の材料」の意味は明確でない。そして，「研磨しうる弾性体」について，本件補正後の請求項1，本願補正明細書に定義や説明の記載はないし，「研磨しうる弾性体」でない「金属板又は合成樹脂板」及び「樹脂凸版を構成するその他の材料」のいずれについても，本件補正後の請求項1，本願補正明細書に定義や説明の記載はない。そうすると，本願補正発明は，…特許法36条6項1号を充足せず，また，…同項2号を充足しない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	負不○

	平成20年
（行ケ）
第10357号
	レベルシフタ
*クレームに含まれる態様の一つにつき、当業者が本件課題が解決されたと認識する記載が無い

⇒サポート要件違反

*H17(行ケ)10137同旨
	　本願発明は，請求項…の記載から明らかなとおり，本件３つの構成要素を含む各構成要素の相互関係については，単にそれらの電気的な接続関係を規定したにとどまるものであるから，半導体基板上に形成されるパワーデバイス制御駆動用のレベルシフタであって，請求項１記載の電気的な接続関係を有する同請求項記載の各構成要素を有し，これらの構成要素が半導体基板において相互に分離されていない近接した位置に存在する発明（以下「近接配置された本願発明」という。）を含むものと認められる。…以下，近接配置された本願発明につき，…特許法３６条６項１号の要件に適合するものであるか否かについて検討する。…

　本願発明が解決すべき課題は，電界効果トランジスタ（ＭＯＳＦＥＴ）への高バイアス印加の低減であると認められるところ，発明の詳細な説明の段落【００４７】の記載（上記イ(ｽ)）によれば，同課題は，「電界効果トランジスタをレベルシフト抵抗及び高耐圧ピンチ抵抗等の高電位部から引き離して配置することとしたため」に解決されるものであり，また，発明の詳細な説明に記載された各実施例をみても，それらはいずれも，高電位部と分離され，又は高電位部から隔てられた領域ないし位置に電界効果トランジスタを配置する構成であると認められる。
　他方，近接配置された本願発明については，当業者において上記課題が解決されるものと認識することができることを窺わせる記載は…発明の詳細な説明に何ら存在せず（なお，段落【００１１】（上記イ(ｳ)）は，請求項１の記載（本願発明の構成）を再掲した上，その効果を結論的に述べるものにすぎない。），また，本願当時の当業者の技術常識に照らし，当業者において，そのように認識することができたものと認めるに足りる証拠もない。したがって，近接配置された本願発明について，サポート要件を充足するものと認めることはできない。　　　　　　　　　　　　　　
	負不★

	平成21年
(行ケ)
第10296号
	赤身魚類の処理方法

*知財高判大合議H17(行ケ)10042の判断基準を踏襲した

*実施例に具体的な各条件が記載されていなかった事案
	　特許請求の範囲の「20〜50容積％の炭酸ガスと50〜80容積％の酸素ガスとの混合ガス」，「5℃〜10℃で30分〜3時間維持する低温処理工程」という一定の幅をもった記載を裏付けるだけの具体的な実施例がなく，サポート要件を満たさないとした。

　…発明の詳細な説明において実施例とされる記載のうち，実施例１では，ガスの充填工程で用いる炭酸ガスと酸素ガスの比率につき，それぞれ「２０～５０容積％」，「５０～８０容積％」という範囲で表記するのみで，具体的な容積％を特定して開示しておらず，低温処理工程での温度と時間も，「５～１０℃」で「３０分～３時間」という範囲で表記するのみで，具体的な温度と時間を特定して開示しておらず，いずれも特許請求の範囲の記載を引き写したにすぎないとも解される…。…

　本件においては，前記一連の工程に該当する具体的な実験条件及び前記課題を解決したことを示す実験結果を伴う実施例の記載に基づき，前記課題が解決できることが明らかにされていない。特許請求の範囲に記載された本件特許発明は，明細書の発明の詳細な説明に記載された発明で，発明の詳細な説明の記載により当業者が前記課題を解決できると認識できる範囲のものではなく，明細書のサポート要件に適合するとはいえない。　　　　　　　　
	負不△

	大阪地判
平成20年
(ワ)
第10854号
	レベル・センサ

*知財高判大合議H17(行ケ)10042の判断基準を踏襲した

*発明の詳細な説明の開示を検討した事例
	　【請求項１】　センサが空気によって囲まれている時該センサの全重量の少なくとも３０％であ…ることを特徴とするレベル・センサ
　…本件特許に係る出願時の技術常識に照らして，本件明細書の上記記載から，「動作環境下で強い水流や液面上の浮遊物から受ける外力を受けてもスイッチが確実に作動する」との効果を得るために，平衡重りの重量をセンサ全重量の３０％以上にすることの技術的意義ばかりでなく，平衡重りの重量をセンサ全重量の一定割合を超えるように設定することの技術的な意味を当業者が理解することができないというべきである。他に，平衡重りの重量をセンサ全重量の一定割合を超えるように設定することの技術的な意味を示唆するような記載も見当たらない。したがって，本件特許の特許請求の範囲の記載は，明細書のサポート要件に違反する…。…　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　…船舶は，バラストを含めた船舶全体の重量と，船舶の水面下にある部分の体積相当の水の重量に相当する浮力とが釣り合うことにより水面上に浮かぶものであり，バラストの重量と船舶全体の重量との比率を一定割合にすることによって浮かぶものではなく，バラストの重量は，船の速度との関係を考慮しながら，船の安定性を確保するために適宜選択されるものであるから，実際の船舶において，船舶全体の重量とバラストの重量とが一定の割合になっていたとしても，それはバラストを含めた船舶全体の重量と浮力とを適切に調整した結果にすぎず，船舶全体の重量とバラストの重量とを一定の割合にすること自体に技術的な意味があるとは考えられない。そして，上記各文献においても，船舶の種類，載貨重量毎に必要となるバラスト量が異なってくるとされている上，レベル・センサと船舶とは技術分野が異なるものであり，その形状も大きく異なるのであるから，バラスト量と船舶全体の重量に言及する文献があるからといって，本件明細書に接した当業者が，レベル・センサの姿勢の安定化との関係で，平衡重りの重量をセンサ全重量の一定割合を超えるようにすることの技術的意味を認識できるとは考えられない。
	負不△

	平成21年
（行ケ）
第10272号
	開き戸の地震時ロック方法

*｢わずかに｣という抽象的な表現につき発明の詳細な説明に記載が無かった

⇒サポート要件違反
	　本件特許発明１の目的は，作動が確実な開き戸の地震時ロック方法を提供するものであり，そのためロック装置を「自由端でない位置」に取り付けるとするものであるところ，自由端は開き戸の動きが最も大きいためこの自由端でない位置にこれを取り付けるとするが，自由端でない位置がいかなる位置であるのかにつき，発明の詳細な説明には何ら具体的な記載がない…。
　…開き戸が開く程度については，特許請求の範囲の記載に「わずかに」と極めて抽象的に表現されているのみで，特許請求の範囲の他の記載を参酌しても，その内容が到底明らかになるものとはいえない。そして，本件明細書の発明の詳細な説明にも，その「わずかに」で表わされる程度を説明したり，これを示唆するような具体的な記載はない。そうすると，当業者にとって，その技術常識を参酌したとしても，本件特許発明１の「わずかに」と記載される程度を理解することは困難であって，特許請求の範囲の記載が不明確であるといわざるを得ない。　　　　　　　　　　　　
	負不△

	平成22年
（行ケ）
第10252号
	音響波方式タッチパネル

*知財高判大合議H17(行ケ)10042の判断基準を踏襲した

*各実施例の開示を検討した事例
	　段落【００３０】には「ＢａＯを実質的に含まないとは，不可避的又は意図的であるか否かを問わず，ガラス基板中のＢａＯの含有量が，例えば，０～１．５重量％程度，好ましくは０～１．０重量％程度，さらに好ましくは０～０．５重量％程度であることを意味する。」との記載があるが，ＢａＯの含有量と本願発明の技術課題であるガラス基板の音響波減衰等との具体的な相関関係は開示されておらず，実質的にバリウムを含有しない含有量としての「１．５重量％以下」の数値範囲と得られる効果（音響波減衰の抑制等）との関係の技術的な意味が当業者に理解できる程度に記載されているということはできない。…

　…５つの具体例を照らし合わせると，比較例１及び比較例２は，ＢａＯの含有量が１．５重量％以下の０重量％であるが減衰係数は大きい上，ＢａＯの含有量（０重量％）が等しいにもかかわらず，その減衰係数の値はかなり異なっている。そうすると，ＢａＯの含有量と減衰係数の関係については不明といわざるを得ない。さらに，この５つの具体例では，ＢａＯ以外の成分が異なることから，ＢａＯ以外の成分による影響が生じている可能性があり，ＢａＯの含有量と減衰係数の関係が正確に導出されているのか不明といわざるを得ず，むしろ，ＢａＯの含有量のみから音響波減衰への作用・効果を予測することは困難であって，ＢａＯの含有量が請求項１で特定される所定の範囲であっても，他の成分等により所定の効果（音響波減衰の低減）を得られない場合があることを示唆する結果であるといえる。よって、ガラスの成分と音響波減衰係数との関係について，仮に，従来のバリウム含有ガラス基板において，ＢａＯが２重量％程度含有されていたことが出願時の技術常識であったとしても，このような５つの具体例から，音響波減衰を低減できるという本願発明の効果が得られる範囲として，ＢａＯの含有量が１．５重量％以下であることが裏付けられているとはいえない。　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（参考）
	負不★

	平成22年

(行ケ)
第10402号
	抗菌，抗ウィルス，及び抗真菌組成物，及びその製造方法

Cf.H23(行ケ)10179
	　本願の当初明細書には，「抗菌，抗ウィルス，及び抗真菌組成物に用いられる（Ａ）は，触媒機能を有する金属イオン化合物で，一般式は，Ｍ＋ａＸ－ｂで，Ｍは，ニッケル（Ｎｉ），コバルト（Ｃｏ），…クロム（Ｃｒ），…鉄（Ｆｅ），銅（Ｃｕ），チタン（Ｔｉ），…白金（Ｐｔ），バラジウム（Ｐｄ），…からなる群から選択された金属元素…である…」と記載されているものの，Ｍ＋ａＸ－ｂで表される成分（Ａ）のＭとして「銅」以外の金属を使用する組成物については，発明の詳細な説明に具体的データの記載がなく，また，本願の組成物が脂肪酸やＤＮＡを分解するメカニズムを説明する記載もなく，脂肪酸やＤＮＡの分解において組成物中の各成分が果たす役割を実証する記載もない。他方，本件補正後の請求項１の記載によって特定される３つの成分を組み合わせることにより，脂肪酸やＤＮＡが分解でき，その結果，バクテリア，ウイルス及び真菌類を破壊，殺菌できることについて，具体例をもって示さなくとも当業者が理解できると認めるに足りる技術常識はない。そうすると，本願の組成物の成分（Ａ）のＭとして「銅」以外の金属を使用するものが，脂肪酸やＤＮＡを分解でき，バクテリア等を破壊，殺菌するという課題を解決できるということはできないので，本願における発明の詳細な説明は，本件補正の請求項１の記載によって特定される成分（Ａ）のＭの全ての範囲において所期の効果が得られると当業者において認識できる程度に記載されているということができない。したがって，本件補正後の請求項１（本願補正発明）の記載は，「特許を受けようとする発明が発明の詳細な説明に記載したものである」（サポート要件充足）ということはできない。　　
	負不★

	平成24年

(行ケ)
第10292号
	強接着再剥離型粘着剤及び粘着テープ
*知財高判（大合議）H17(行ケ)10042の判断基準を踏襲した

*作用効果を発揮するために、多数の要因を調整する必要あるが、実施例は技術的裏付けとして不足
	　実施例１ないし４は，…ロジンエステル系樹脂Ａ－１００（荒川化学社製）及び重合ロジンエステル系樹脂Ｄ－１３５（荒川化学社製）を用いたものであって，請求項１に記載された組成の中のごく一部のものにすぎない。
　また，請求項１に記載された粘弾特性のパラメータであるｔａｎδのピーク，５０℃での貯蔵弾性率Ｇ’及び１３０℃でのｔａｎδのそれぞれの値を制御するには何を行えばよいのかについて，本願明細書の発明の詳細な説明には，何らの記載もない。
　さらに，例えば，甲２０（佐藤弘三「粘弾性と粘着物性」）の図６には，モノマー組成が同一のアクリル系粘着剤であっても分子量が大きいほど，５０℃での貯蔵弾性率Ｇ’は小さく，１３０℃でのｔａｎδが大きいことが記載され，また，図７には，架橋剤量が多いほど，５０℃での貯蔵弾性率Ｇ’は大きく，１３０℃でのｔａｎδは小さいことが記載されているように，粘着剤の技術常識によれば，請求項１に記載された粘弾特性の各パラメータの値は，アクリル系共重合体を構成するモノマーの種類（官能基の種類や側鎖の長さなど）や各種モノマーの配合比だけでなく，それらが重合してなるアクリル重合体の分子量，粘着付与樹脂の種類や配合量，架橋の程度など，様々な要因の影響を複合的に受けて変化するものである。
　そうすると，粘着剤が請求項１に記載された組成を満たしているとしても，それ以外の多数の要因を調整しなくては，請求項１に記載された粘弾特性を満たすようにならないことは明らかであり，実施例１ないし４という限られた具体例の記載があるとしても，請求項１に記載された組成及び粘弾特性を兼ね備えた粘着剤全体についての技術的裏付けが，発明の詳細な説明に記載されているということはできない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
	負不○

	平成24年

(行ケ)
第10151号

＜芝田＞
	高強度高延性容器用鋼板
*広過ぎるクレーム

*炭素の重量％のみを限定した「合金」が、明細書に記載された組成以外でもクレーム所定の数値限定を満足することがサポートされていない

Cf.H28(行ケ)10236<森>「無洗米の製造装置」は明確性要件×
	　【請求項１】　重量％で，Ｃ：０．００５～０．０４０％を含有し，ＪＩＳ５号試験片による引張試験における０．２％耐力が４３０ＭＰａ以上，全伸びが１５％以下で，１０％の冷間圧延前後のＪＩＳ５号試験片による引張試験における０．２％耐力の差が１２０ＭＰａ以下で，引張強度と０．２％耐力の差が２０ＭＰａ以上であることを特徴とする板厚０．４mm以下の高強度高延性容器用鋼板。
　本件訂正発明…は，…鋼板の成分について，「Ｃ：０．００５～０．０４０％を含有」すること以外，何ら特定していないから，Ｃ以外の様々な成分を様々な組合せ・含有量で含有する鋼を包含するものといえる。また，本件訂正発明は，鋼板の用途を「容器用」とするものであるが，これにより具体的にどのような成分及び組成範囲を有する鋼板であるのか，一義的に定まるともいえない（本件訂正発明に係る「容器」には，飲料缶，食品缶のほか，各種の容器が包含されるものと解され，ブリキ製品はこのような容器の一例にすぎないから，ブリキ製品についての標準的な規格であるＡＳＴＭ規格によって，成分及び組成範囲が一義的に定まるともいえない。）。したがって，本件訂正発明に係る容器用鋼板は，Ｃ：０．００５～０．０４０％を含有し，容器に用いられるものである限り，各種の成分及び組成範囲を有する鋼板を包含するものと解される。…

　訂正明細書の発明の詳細な説明には，上記イ以外の成分及び組成範囲を有する鋼（例えば，上記の鋼に，更にＣｒ，Ｃｕ，Ｎｉ等を添加したものなど）を用いて製造された鋼板が，「ＪＩＳ５号試験片による引張試験における０．２％耐力が４３０ＭＰａ以上，全伸びが１５％以下」及び「１０％の冷間圧延前後のＪＩＳ５号試験片による引張試験における０．２％耐力の差が１２０ＭＰａ以下で，引張強度と０．２％耐力の差が２０ＭＰａ以上」を満たし，良好なフランジ成形性を有することについては，何ら開示されていない。

　のみならず，そもそも，合金は，通常，その構成（成分及び組成範囲等）から，どのような特性を有するか予測することは困難であり，また，ある成分の含有量を増減したり，その他の成分を更に添加したりすると，その特性が大きく変わるものであって，合金の成分及び組成範囲が異なれば，同じ製造方法により製造したとしても，その特性は異なることが通常であると解される。そして，訂正明細書の発明の詳細な説明に開示された鋼の組成についてみると，含有する成分として，Ｃ：０．００５～０．０４０％のほか，Ｓｉ：０．００１～０．１％，Ｍｎ：０．０１～０．５％，Ｐ：０．００２～０．０４％，Ｓ：０．００２～０．０４％，Ａｌ：０．０１０～０．１００％，Ｎ：０．０００５～０．００６０％と特定しているところ，上記以外の成分及び組成範囲を有する鋼を用いる場合においても，上記の所定の製造方法により製造された鋼板が，良好なフランジ成形性を有するものであるとは，当業者が認識することはできない…。

　そうすると，鋼の組成について，「Ｃ：０．００５～０．０４０％を含有」することを特定するのみで，Ｃ以外の成分について何ら特定していない本件訂正発明は，訂正明細書の発明の詳細な説明に開示された技術事項を超える広い特許請求の範囲を記載していることになるから，訂正明細書の発明の詳細な説明に記載されたものとはいえない。　

	負不○

	平成24年

(行ケ)
第10299号
	液体調味料の製造方法

*｢サポート要件｣の一般的な判断基準はH23(行ケ)10147と同じ

*サポート要件満足の根拠として、出願後の追加実験結果提出が許される条件
	　本件明細書の発明の詳細な説明に，コーヒー豆抽出物及びγ－アミノ酪酸を本件発明における血圧降下作用を有する物質として液体調味料に混合して加熱処理した場合の実施例があり，それにより液体調味料の風味変化を改善し，本件発明の解決すべき課題を解決できることが示されているとしても，これらは，ＡＣＥ阻害ペプチドを本件発明における血圧降下作用を有する物質として液体調味料に混合し加熱処理した場合に，液体調味料の風味変化の改善という本件発明の解決すべき課題を解決できることを示したことにはならない。…

　被告は，本件発明１ないし５及び９がサポート要件を満たす根拠として，ＡＣＥ阻害ペプチドを添加して加熱処理した液体調味料の風味が改善されたことを示す本件出願後に行われた試験結果の報告書（…）が，本件明細書に記載された技術的内容を確認し，かつ，裏付けるものであると主張する。しかしながら，…本件明細書の発明の詳細な説明には，その他にＡＣＥ阻害ペプチドを本件発明における血圧降下作用を有する物質として液体調味料に混同して加熱処理をした場合に，上記課題が解決されたことを示す記載はなく，また，このことを示す技術常識も見当たらない以上，サポート要件の適否の判断に当たって，本件出願後にされた試験の結果を参酌することはできない。　　　　　　　　 
	負不★

	平成27年

(行ケ)
第10026号

＜二次判決＞

＜清水＞

H27.11.24

一次判決は

平成25年

(行ケ)
第10206号


	回転角検出装置

維持審決⇒審決取消
*課題が認識し得ない構成を一般的に含む

⇒サポート要件違反

(機械分野では珍しい)

=R2(ネ)10039「アンテナ装置」＜鶴岡＞
*同一特許についてのH29(行ケ)10073同旨
	　…訂正明細書によれば，…Ａ 樹脂製のカバーは，これを取り付ける金属製の本体ハウジングに比べて熱膨張率が大きいことにより，カバーの熱変形が生じ，本体ハウジングとの間に横（水平）方向の相対的な位置ずれが生じること（以下「横すべり」ともいう。），Ｂ カバーが縦長形状に形成されているため，長手方向の熱変形量が大きく，Ａの横すべりの長さ（延び）は，短尺方向よりも長手方向が大きいこと，Ｃ Ｂの横すべりの結果，カバーに固定された磁気検出素子の位置がずれ，磁気検出素子と金属製の本体ハウジングに固定された磁石との間のエアギャップが変化すること（以下「磁気検出素子と磁石との位置ずれ」ともいう。），Ｄ Ｃの位置ずれは，短尺方向よりも長手方向が大きいこと，が備われば，当業者は，訂正発明１の上記課題に直面し，これを理解できると解される。…

　訂正発明１の特許請求の範囲の特定では，訂正発明１の前提とする課題である「熱変形により縦長形状のカバーの長手方向が短尺方向に比べて寸法変化（位置ずれ）が大きくなること」に直面するか否かが不明であり，結局，上記課題自体を有するものであるか不明である。そして，仮に，磁石と磁気検出素子とのずれが，短尺方向に大きく生じる場合においては，磁石と磁気検出素子との間のエアギャップの磁気検出方向への寸法変化は大きくなってしまうのであるから，訂正発明１の課題解決手段である「磁気検出素子をその磁気検出方向と縦長形状のカバーの長手方向が直交するよう配置」したとしても，出力変動は抑制されず，回転角の検出精度も向上しない。よって，訂正発明１は，上記課題を認識し得ない構成を一般的に含むものであるから，発明の課題が解決できることを当業者が認識できるように記載された範囲を超えたものであり，サポート要件を充足するものとはいえない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	負不★

	平成27年

(行ケ)
第10201号

＜清水＞

H29.1.31
	容器詰飲料

*課題を具体的に認定した⇒サポート要件×

	…当業者において，本件明細書の実施例・比較例の条件において，Ｌ－アスコルビン酸に加え，イソクエルシトリン及びその糖付加物が配合されていることから，Ｌ－アスコルビン酸の褐変が生じない（したがって，本件明細書の実施例・比較例の飲料の色調変化には，Ｌ－アスコルビン酸の褐変に起因する色調変化は含まれない。）と理解するものとはいえない。…

　以上によれば、本件明細書の発明の詳細な説明の記載及び本件出願日当時の技術常識に照らして，本件訂正発明９～１６は，容器詰飲料に含まれるイソクエルシトリン及びその糖付加物の色調変化を抑制することにより，当該容器詰飲料の色調変化を抑制する方法を提供するという課題を解決できるものと，当業者が認識することができるとはいえない。 
	負不△

	平成28年

(ネ)
第10010号

＜高部＞

H28.12.21
⇒訂正後
R1(行ケ)10130

＜鶴岡＞
進歩性及びサポート〇
	非磁性材粒子分散型強磁性材スパッタリングターゲット

*課題を具体的に認定した⇒サポート要件×

⇒H27(行ケ)10261は、訂正要件○/サポート×
	…定性的には，球形の合金相（Ｂ）中にＣｒの濃度が低い領域と高い領域の存在により生じた濃度変動があれば，あるいは，球形の合金相（Ｂ）中に析出物としてＣｒが存在すれば，ターゲットの透磁率は低くなると解することは可能であるものの，球形の合金相（Ｂ）が存在するだけで，漏洩磁束をどの程度高められるかについては明らかではなく，必要とする程度に漏洩磁束を高めるには，球形の合金相（Ｂ）のＣｒの濃度変動の程度をも考慮せざるを得ないというべきである。
　本件訂正は，球形の合金相（Ｂ）内においてＣｒの濃度変動があることを特定するものの，その濃度変動の程度を特定するものではない。そして，Ｃｒの濃度変動があることが特定されたとしても，…その濃度変動の程度が何ら特定されていない球形の合金相（Ｂ）を含むターゲットでは，当業者が本件訂正発明２の課題を解決できると認識できる範囲のものということはできない。したがって，Ｃｒの濃度変動の程度を何ら特定しない球形の合金相（Ｂ）を含む…本件訂正発明２は，発明の詳細な説明に記載された発明で，発明の詳細な説明の記載により当業者が当該発明の課題を解決できると認識できる範囲のものであるとはいえない。また，このような球形の合金相（Ｂ）を含むターゲットが，当業者が出願時の技術常識に照らし当該発明の課題を解決できると認識できる範囲のものであるということもできない。　　　　　　　　　　　　
	負不○

	平成28年

(行ケ)
第10042号

＜高部＞

H28.11.30
=同10057
＜高部＞
	潤滑油組成物

*課題を限定的に認定した。
*数値範囲の下限でも課題を解決できないとサポート要件×

Cf.H26(行ケ)10254は逆
	…「本発明に係る潤滑油基油成分」の基油全量基準の含有割合が少なく，特許請求の範囲に記載された「基油全量基準で１０質量％～１００質量％」という数値範囲の下限値により近いような「潤滑油基油」であっても，本願発明の課題を解決できることを示す，本願の出願当時の技術常識の存在を認めるに足りる証拠はない。…本願発明は，特許請求の範囲において，「本発明に係る潤滑油基油成分」の含有割合が「基油全量基準で１０質量％～１００質量％」であることを特定するものである以上，当該数値の範囲において，本願発明の課題を解決できることを当業者が認識することができなければ，本願発明はサポート要件に適合しない…。…原告の上記主張は，比較例３と比べて，少しでも本願発明の課題に関連する物性が改善したものは全て，本願発明の課題を解決できることを前提とするものと解されるが，…本願発明の課題を解決できるというためには，…比較例１ないし３で代表される従来の技術水準を超えて，実施例１ないし６と同程度に優れたものとなることが必要であるから，原告の上記主張は，本願明細書の記載に基づかないものであって，その前提を欠く。　　　
	負不★

	平成26年

(行ケ)
第10155号

＜清水＞

＜二次判決＞

H28.10.19
	減塩醤油類

⇒H23(行ケ)10254＜滝澤＞＜一次判決＞は、同一特許がサポート要件〇であった

*課題を限定的に認定した。⇒サポート×

（カリウム添加による塩味補完メカニズムが判っていたが×。）
（追試結果の参酌も否定）
	　…本件発明の課題が解決されたというためには，本件明細書において設定した，塩味が３以上，苦みが３以下，総合評価が○以上という評価を達成しなければならないが，本件発明のうち食塩濃度が７．０ｗ／ｗ％の場合に，上記の評価を達成でき課題が解決できることを，本件明細書の記載から認識することはできない。…

…本件発明のうち，当該発明の課題を解決できることを具体的に示しているのは，…食塩濃度が９ｗ／ｗ％の場合のみである。食塩濃度が７ｗ／ｗ％まで低下した場合の塩味や苦みを推認するための技術的な根拠が，本件明細書に記載されておらず，また，どの程度になるかということについての技術常識もない以上，【０００９】の「７～９ｗ／ｗ％であることが好ましく」という一般的な記載のみをもって，食塩濃度の全範囲において発明の課題を解決できることについての技術的な裏付けある記載があると認めることはできない。…被告は，塩化カリウムが食塩の塩味を代替する成分であることは，本件優先日当時における当該技術分野の技術常識であり，…食塩濃度が７ｗ／ｗ％台の減塩醤油の場合には，カリウム濃度を本件発明で特定される範囲の上限値近くにすることにより，減塩醤油の塩味を強く感じさせることができると理解するものと解される旨を主張する。しかしながら，カリウム濃度を増加させれば塩味の強化が推測できるだけでは，本件発明の効果を奏することを明細書上記載したことにはならない。本件明細書には，調味料や酸味料を含まずに食塩濃度を９ｗ／ｗ％から減少させたときの塩味の評価については何ら示されていないし，食塩濃度が７ｗ／ｗ％の場合において，どの程度のカリウムを加えれば塩味の指標が３以上となり，かつ，苦みも３以下となるかということについて，予測する手がかりとなる記載も，また，それに関する技術常識もないから，上限値のカリウム濃度は，２ｗ／ｗ％分の塩分濃度の減少を補うに足りるか，その場合の苦みはどうなるか不明というほかない。…　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	負不○

	東京地判
平成25年

(ワ)
第3167号

＜東海林＞
	印刷物

*作用効果を奏するための実施形態が不明
⇒サポート要件×
	…明細書等の発明の詳細な説明の欄を超えて，一過性の粘着剤が塗布される位置を原告の上記主張のとおりでよいとすると，このうちどの部分に粘着剤を塗布すれば「葉書，チケット，クーポン券等の分離して使用するものを広告等の印刷物より切り取る必要がなく，かつその周囲に切り込みが入っているにもかかわらず，広告等の印刷物に付いていて紛失させることなく，しかも手間がかからず葉書，チケット，クーポン券等の分離して使用するものを利用することが出来る印刷物を提供すること」…という本件発明の課題を解決することができ，また「印刷物に付いている葉書，チケット，クーポン券等を切り取ろうとする意思を持たずに，印刷物を開くと自動的に手にすることになる。」…の作用効果を奏することになるのか，必ずしも明らかとはいえない…。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	負不△

	平成27年

(行ケ)
第10231号

＜鶴岡＞

H29.2.22
	黒ショウガ成分含有組成物

*懸濁状態でなく、被覆状態とすることが、課題解決手段。
⇒表面の僅かな部分を被覆した態様では、課題解決できない。 

⇒「全部」被覆に限定して、サポート要件〇 H29(行ケ)10212<鶴岡>
	【請求項１】 黒ショウガ成分を含有する粒子を芯材として，その表面の一部又は全部を，ナタネ油あるいはパーム油を含むコート剤にて被覆した…。
…当業者は，本件明細書の実施例の記載から，「黒ショウガ成分を含有する粒子」が，パーム油あるいはナタネ油と混合，懸濁された状態とするのではなく，パーム油あるいはナタネ油により被覆された状態とすることにより，本件発明の課題を解決することができると認識するものと認められる。…

　被告は，…芯材である「黒ショウガ成分を含有する粒子」におけるコート剤によって被覆されている部分がごく一部である態様等，本件明細書の記載や本件出願当時の技術常識からみて，当業者が通常想定しないような極端なケースを挙げてサポート要件違反とすることは，適切な発明の保護が観点からみて不当である旨を主張する。しかしながら，前記のとおり，サポート要件の趣旨は，要するに，発明の詳細な説明に記載していない発明が特許請求の範囲に記載され，公開されていない発明について独占的，排他的な権利を認めることを許容しないことにあるところ，本件発明には，「黒ショウガ成分を含有する粒子」の表面の僅かな部分を「油脂を含むコート剤」で被覆した態様が包含されているといえるのであるから，このような態様についてのサポート要件を検討することが不当であるとはいえない…。　　　　　
	負不○

	平成28年

(行ケ)
第10147号

＜森＞

H29.6.8
	…トマト含有飲料

*官能試験による実施例⇒サポート要件×

*訂正要件○/サポート要件×

*数値範囲の下限でも課題を解決できると認識できない
	(ｲ) 一般に，飲食品の風味には，甘味，酸味以外に，塩味，苦味，うま味，辛味，渋味，こく，香り等，様々な要素が関与し，粘性（粘度）などの物理的な感覚も風味に影響を及ぼすといえる（…）から，飲食品の風味は，飲食品中における上記要素に影響を及ぼす様々な成分及び飲食品の物性によって左右されることが本件出願日当時の技術常識であるといえる。また，トマト含有飲料中には，様々な成分が含有されていることも本件出願日当時の技術常識であるといえる（…）から，本件明細書の発明の詳細な説明に記載された風味の評価試験で測定された成分及び物性以外の成分及び物性も，本件発明のトマト含有飲料の風味に影響を及ぼすと当業者は考えるのが通常ということができる。したがって，「甘み」，「酸味」及び「濃厚」という風味の評価試験をするに当たり，糖度，糖酸比及びグルタミン酸等含有量を変化させて，これら三つの要素の数値範囲と風味との関連を測定するに当たっては，少なくとも，①「甘み」，「酸味」及び「濃厚」の風味に見るべき影響を与えるのが，これら三つの要素のみである場合や，影響を与える要素はあるが，その条件をそろえる必要がない場合には，そのことを技術的に説明した上で上記三要素を変化させて風味評価試験をするか，②「甘み」，「酸味」及び「濃厚」の風味に見るべき影響を与える要素は上記三つ以外にも存在し，その条件をそろえる必要がないとはいえない場合には，当該他の要素を一定にした上で上記三要素の含有量を変化させて風味評価試験をするという方法がとられるべきである。…本件明細書の発明の詳細な説明には，糖度及び糖酸比を規定することにより，濃厚な味わいでフルーツトマトのような甘みを有しつつも，トマトの酸味が抑制されたものになるが，この効果が奏される作用機構の詳細は未だ明らかではなく，グルタミン酸等含有量を規定することにより，トマト含有飲料の旨味（コク）を過度に損なうことなくトマトの酸味が抑制されて，トマト本来の甘味がより一層際立つ傾向となることが記載されているものの，「甘み」，「酸味」及び「濃厚」の風味に見るべき影響を与えるのが，糖度，糖酸比及びグルタミン酸等含有量のみであることは記載されていない。また，実施例に対して，比較例及び参考例が，糖度，糖酸比及びグルタミン酸等含有量以外の成分や物性の条件をそろえたものとして記載されておらず，それらの各種成分や各種物性が，「甘み」，「酸味」及び「濃厚」の風味に見るべき影響を与えるものではないことや，影響を与えるがその条件をそろえる必要がないことが記載されているわけでもない。そうすると，濃厚な味わいでフルーツトマトのような甘みがありかつトマトの酸味が抑制されたとの風味を得るために，糖度，糖酸比及びグルタミン酸等含有量の範囲を特定すれば足り，他の成分及び物性の特定は要しないことを，当業者が理解できるとはいえず，本件明細書の発明の詳細な説明に記載された風味評価試験の結果から，直ちに，糖度，糖酸比及びグルタミン酸等含有量について規定される範囲と，得られる効果というべき，濃厚な味わいでフルーツトマトのような甘みがありかつトマトの酸味が抑制されたという風味との関係の技術的な意味を，当業者が理解できるとはいえない。

(ｳ) また，本件明細書の発明の詳細な説明に記載された風味の評価試験の方法は，…評価の基準となる０点である「感じない又はどちらでもない」については，基準となるトマトジュースを示すことによって揃えるとしても，「甘み」，「酸味」又は「濃厚」という風味を１点上げるにはどの程度その風味が強くなればよいのかをパネラー間で共通にするなどの手順が踏まれたことや，各パネラーの個別の評点が記載されていない。　したがって，少しの風味変化で加点又は減点の幅を大きくとらえるパネラーや，大きな風味変化でも加点又は減点の幅を小さくとらえるパネラーが存在する可能性が否定できず，各飲料の風味の評点を全パネラーの平均値でのみ示すことで当該風味を客観的に正確に評価したものととらえることも困難である。また，「甘み」，「酸味」及び「濃厚」は異なる風味であるから，各風味の変化と加点又は減点の幅を等しくとらえるためには何らかの評価基準が示される必要があるものと考えられるところ，そのような手順が踏まれたことも記載されていない。そうすると，「甘み」，「酸味」及び「濃厚」の各風味が本件発明の課題を解決するために奏功する程度を等しくとらえて，各風味についての全パネラーの評点の平均を単純に足し合わせて総合評価する，…風味を評価する際の方法が合理的であったと当業者が推認することもできないといえる。以上述べたところからすると，この風味の評価試験からでは，実施例１～３のトマト含有飲料が，実際に，濃厚な味わいでフルーツトマトのような甘みがありかつトマトの酸味が抑制されたという風味が得られたことを当業者が理解できるとはいえない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	負不★

	平成29年

(行ケ)
第10005号

＜森＞
	電流循環装置
*官能試験による実施例⇒サポート要件×
	　本願明細書【０００８】には，…と記載されている。…汚れにくくなったり，汚れが取れやすくなったと判断した根拠は，カーシャンプーの頻度が，従来は２０日おきでやや満足であったのに対し，本願発明を実施した後は２０日おきでは頻度が多過ぎることである旨記載されているが，自動車の汚れは，自動車の周囲の環境や走行距離等によって異なってくるから，それらについて何らの記載がない以上，適切に比較ができているとは認め難い。したがって，「汚れにくくなっていた」こと及び「汚れが取れ易くなっていた」ことについての客観的な裏付けがあるということはできない。…車の輝きが，本願発明を実施しない従来の場合には１０で本願発明を実施した場合は１８ぐらいである旨記載されているが，上記の１０や１８が輝きのどのような指標であるのか明らかでない上，仮に輝きに差があるように見えたとしても，発明者が，本願発明を実施しなかった従来の場合の車を見た過去の記憶と，本願発明を実施した場合の車を見た記憶とを比較しているにすぎないから，比較の条件が適切に設定されているといえず，客観性に欠けるものである。…　　　　　 
	負不△

	平成27年

(ネ)
第10114号

＜鶴岡＞

H29.4.17　　
	医療用ガイドワイヤ

*発明の課題を解決するといえる基準を数値で認定した。

⇒サポート要件×
	…第１の目的のうち，「コアワイヤに対するコイルスプリングの固着強度が高く」に関しては，本件明細書の発明の詳細な説明に以下の記載がある。…「ステンレスと，白金（合金）とをＡｕ－Ｓｎ系はんだを使用して固着することにより，Ａｇ－Ｓｎ系はんだによって固着する場合と比較して２．５倍程度の固着力（引張強度） が得られる。」（【００５８】）…

　請求項１の記載が，本件明細書の発明の詳細な説明の記載又は出願時の技術常識により，当業者が発明の課題を解決できると認識し得る範囲のものであるといい得るためには，同請求項の記載から，本件発明の第１の目的である「コアワイヤに対するコイルスプリングの固着強度が高」いこと，より具体的には，コアワイヤに対するコイルスプリングの固着強度（引張強度）がコアワイヤの遠位端側小径部の引張破断強度より高いこと，又はＡｇ－Ｓｎ系はんだによって固着する場合と比較して２．５倍程度であることを当業者が認識し得ることを要する。
　ところで，請求項１には，コアワイヤとコイルスプリングの固着につき，「前記コイルスプリングの先端部は，Ａｕ－Ｓｎ系はんだにより，前記コアワイヤに固着され，」と記載されているものの，その固着強度に関する具体的な記載はない。

　そうすると，請求項１の記載がサポート要件に適合するということができるためには，上記「前記コイルスプリングの先端部は，Ａｕ－Ｓｎ系はんだにより，前記コアワイヤに固着され，」なる記載，すなわち両者の固着に「Ａｕ－Ｓｎ系はんだ」を用いることのみによって，コアワイヤに対するコイルスプリングの固着強度（引張強度）が，本件明細書の発明の詳細な説明の記載にあるように，コアワイヤの遠位端側小径部の引張破断強度より高いこと，又はＡｇ－Ｓｎ系はんだによって固着する場合と比較して２．５倍程度であることを当業者が認識し得ることを要することになる。…

　Ａｕ及びＳｎ以外の元素の有無や各成分の含有量を特定しない場合においても，当業者が，本件発明の課題解決のために必要なＡｕ－Ｓｎ系はんだの固着強度，すなわち，コアワイヤに対するコイルスプリングの固着強度が，コアワイヤの遠位端側小径部の引張破断強度より高い，又はＡｇ－Ｓｎ系はんだによって固着する場合と比較して２．５倍程度であることを認識し得るということはできないというべきである。…

　本件明細書の発明の詳細な説明の記載を踏まえると，本件発明の「Ａｕ－Ｓｎ系はんだ」については，その発明の課題解決のため，「Ａｇ－Ｓｎ系はんだ」との比較において固着強度が単に相対的に高いというだけでは十分ではなく，コアワイヤに対するコイルスプリングの固着強度が，コアワイヤの遠位端側小径部の引張破断強度より高い，又は，Ａｇ－Ｓｎ系はんだによって固着する場合と比較して２．５倍程度であることを要すると解される。　　　　 
	負不★

	平成28年

(行ケ)
第10064号

＜森＞

H29.6.29
	ポリビニルアルコール系重合体フィルム
*発明の物質であれば種類を問わず課題を解決できると認識不可
	…当業者が，界面活性剤として本件ラウリン酸ジエタノールアミド混合物を採用し，ノニオン系界面活性剤の含有量の数値範囲を「０．３質量部」とし，ＰＶＡ系重合体フィルムのｐＨの数値範囲を「３．６～６．２」とした実施例において，３０℃長期保管試験及び８０℃短期保管試験において，黄変の抑制効果が得られたことが開示されていることに接した場合，本件訂正発明１の「ノニオン系界面活性剤（Ｂ）」であれば，その種類を問わず，ノニオン系界面活性剤の含有量の数値範囲を「０．００１～１質量部」とし，ＰＶＡ系重合体フィルムのｐＨの数値範囲を「２．０～６．８」とすることにより，常温長期保管時の黄変を抑制し得るＰＶＡ系重合体フィルムを提供するという本件訂正発明１の課題が解決できることを認識することができるとは認められない。そうすると，本件訂正発明１は，本件出願日当時の技術常識を有する当業者が本件訂正明細書において本件訂正発明１の課題が解決できることを認識できるように記載された範囲を超えるものであって，特許法３６条６項１号所定のサポート要件に適合するものということはできない。　　　　　　
	負不△

	平成28年

(行ケ)
第10059号

＜鶴岡＞

H29.4.12
	携帯用電気切断機

*機械分野～従属項の特徴が、課題解決と無関係⇒サポート×
	【請求項６】 …回路基板は，前記モータの側方位置において，前記モータの回転軸と平行に延びるように配置されている…請求項１又は２記載の携帯用電気切断機。

　…本件明細書の発明の詳細な説明において，「モータの側方位置」に配置された回路基板（縦置き基板）としては，第２の実施の形態の第２の回路基板６０Ｂ及び第３の実施の形態の第１の回路基板６０Ｃ（…）が記載されているが（…），縦置き基板のみを有する発明は明示的に記載されていない。そこで，縦置き基板のみを有する構成が，本件特許発明の課題（…）を解決できると当業者が認識し得る程度に，本件明細書の発明の詳細な説明に記載されているか否かを検討する。…

　①の効果は，ハウジング２に設けられた凸部６９Ａ（ソーカバー５側へ突出）が小さくなることをいうものである。しかし，このとき，一方で縦置き基板を収容するためにモータ収容部２ａが大きくならざるを得ないことを考えると，前記①の効果は，一概に小型化に寄与するといってよいか定かではない。また，凸部６９Ａ及びモータ収容部２ａの形状のこのような変化が，それぞれ携帯用電気切断機の操作性に及ぼす影響については，本件明細書の発明の詳細な説明に記載されていない。したがって，第２の実施の形態においては，縦置き基板を設けることにより小型化の目的を達成できるとは必ずしも認識し得ないし，まして，縦置き基板のみとした場合に，携帯用電気切断機の操作性の面で有利であることないし操作性が損なわれないことを認識することもできない。…

　②の効果は，冷却の目的に関わるものである。この目的の観点から見ると，制御回路３０を別基板である縦置き基板とすることで，前記②の効果を期待できるとしても，ブラシレスモータの固定子が熱源となることは技術常識であるところ，そのモータの側方に縦置き基板を設置することにより，かえってモータの固定子の発熱の影響を受けやすくなることも予想される。そうすると，制御回路３０を縦置き基板としたとしても，必ずしも冷却の目的を達成できるとは認識し得ない。まして，駆動回路と制御回路の両者を搭載した縦置き基板のみとした場合に，基板の冷却を効果的に実現し得ると認識することもできない。…

　特許発明６～８及び１０が，その課題を解決できると当業者が認識し得る程度に，本件明細書の発明の詳細な説明に記載されているともいえない（なお，この点は，本件特許発明において横置き基板が必須であるか否かとは関わりない。）。
	負不△

	平成27年

(行ケ)
第10245号
	臀部拭き取り装置

*実施例以外の手段が開示されていない。⇒出願人が出願経過で「便座昇降部」の技術的意義を強調したという背景あり
	…当初明細書等には，便座昇降装置により便座が上昇された際に生じる便器と便座との間の間隙以外の間隙を設ける手段の記載はないところ，…本件明細書にも，便座昇降装置により便座が上昇された際に生じる便器と便座との間の間隙以外の間隙を設ける手段の記載はない。そして，本件発明１５のような機械式拭き取り装置の設置を前提として，便器と便座との間の間隙をどのように形成するかに関して何らかの技術常識があるとは認められない…。　　　　　　　　
	負不△

	平成27年

(ネ)
第10122号

＜鶴岡＞
	通信システムおよび呼処理装置

*「発明の詳細な説明に記載された」という前提が否定された
	　本件明細書の発明の詳細な説明に記載された発明においては，「第２のユニットにおける出行通信トラヒックの受信が第１の枠から外れていると判断した場合」に，対応する枠から外れている受信を対応する枠内に移すための「調節」が行われても，「第２の位相の第１の位相からの第１の変位量」は不変であって加減されない。よって，構成要件Ｆの「第２のユニットにおける出行通信トラヒックの受信が第１の枠から外れていると判断した場合，これに応じて，前記の対応する枠から外れている受信を対応する枠の中に移すために，第２の位相の第１の位相からの第１の変位量を加減する」ことは，本件明細書の発明の詳細な説明に記載されているということはできない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	負不△

	平成28年

(行ケ)
第10215号

＜森＞

H29.10.26
	鋼の連続鋳造用モールドパウダー
維持審決⇒審決取消
*実施例の組成が不明

⇒サポート要件×
	…凝固シェルの厚みは，鋳型直下でのモールドパウダーの鋳片表面からの剥離性及びそれに伴う二次冷却帯での冷却効率のみによって決まるものではなく，モールドパウダーの組成によって異なる凝固温度にも影響されると認められる。

　本件明細書記載の実施例において，モールドパウダーＢとモールドパウダーＡについて，鋳型内における冷却強度の指標となる凝固シェルの厚みに影響を与え得る凝固温度は記載されていない。また，モールドパウダーＡとモールドパウダーＢの組成が記載された表１には，化学成分として，ＳｉＯ２，Ａｌ２Ｏ３，ＣａＯ，ＭｇＯ，Ｎａ２Ｏのみが挙げられ，それらの量を合計しても，モールドパウダーＡで８０．６％，モールドパウダーＢで７８．７％であり，残りの成分が何であったのか不明であるから，その組成から凝固温度を推測することもできない。また，本件明細書記載の実施例において，（１）式及び（２）式を満たすものと満たさないものについての連続鋳造の際のバルジング性湯面変動の測定は，それぞれ，モールドパウダーＢとモールドパウダーＡの一つずつで行われたにとどまる。これらのことから，本件明細書の発明の詳細な説明において，モールドパウダーＢがモールドパウダーＡよりもバルジング性湯面変動を抑制できたことが示されていても，モールドパウダーＢがモールドパウダーＡと比較してバルジング性湯面変動を抑制することができたのは，モールドパウダーが（１）式及び（２）式を満たす組成であることによるのか否かは，本件明細書の発明の詳細な説明からは，不明であるといわざるを得ない。
	負不△

	平成29年

(行ケ)
第10045号

＜鶴岡＞
	…受容体関連タンパク質６（ＬＲＰ６）を調節するための分子

*機能を奏するための具体的構造の記載無し
*実施可能要件も×（過度の試行錯誤）

*PCT出願の際に図面を添付し忘れた？

Cf.H29(行ケ)10226<大鷹>
	【請求項１】　特異的にＬＲＰ６の第１のプロペラまたは第３のプロペラに結合するモノクローナル抗体の抗原結合部分を含む低比重リポタンパク質受容体関連タンパク質６ポリペプチド（ＬＲＰ６）結合分子であって，ここで，（ｉ）特異的にＬＲＰ６の第１のプロペラに結合するモノクローナル抗体の抗原結合部分を含む低比重リポタンパク質受容体関連タンパク質６ポリペプチド（ＬＲＰ６）結合分子である場合，抗原結合部分が（ａ）配列番号：１のアミノ酸２０－３２６；または（ｂ）配列番号：１のアミノ酸２８６－３２４；のいずれかに含まれるか，またはいずれかと重複しているヒトＬＲＰ６（配列番号：１）のエピトープに結合し，モノクローナル抗体の抗原結合部分がＷｎｔ１特異的であり，優先的にＷｎｔ１誘導シグナル伝達経路を阻害するが，Ｗｎｔ３ａ誘導シグナル伝達経路を阻害しない（ｉｉ）特異的にＬＲＰ６の第３のプロペラに結合するモノクローナル抗体の抗原結合部分を含む低比重リポタンパク質受容体関連タンパク質６ポリペプチド（ＬＲＰ６）結合分子である場合，抗原結合部分が（ｃ）配列番号：１のアミノ酸６３１－９３２；または（ｄ）配列番号：１のアミノ酸８８９－９２９；のいずれかに含まれるか，またはいずれかと重複しているヒトＬＲＰ６（配列番号：１）のエピトープに結合し，モノクローナル抗体の抗原結合部分がＷｎｔ３および／またはＷｎｔ３ａ特異的であり，優先的にＷｎｔ３および／またはＷｎｔ３ａ誘導シグナル伝達経路を阻害するが，Ｗｎｔ１誘導シグナル伝達経路を阻害しない，結合分子。
…本件発明１の技術的特徴は，…特定のＷｎｔとＬＲＰ６におけるその特定の結合部位との関係（例えば，Ｗｎｔ１の結合部位はプロペラ１の領域であること等）を有し，具体的な抗原結合部分（Ｆａｂ）を備える「Ｗｎｔ１アンタゴニスト抗体」及び「Ｗｎｔ３ａアンタゴニスト抗体」にあると認められる。そして，特許請求の範囲に記載されているとおり，「抗原結合部分が，配列番号：１のアミノ酸２０－３２６；または…のいずれかに含まれるか，またはいずれかと重複しているヒトＬＲＰ６（配列番号：１）のエピトープに結合し」，「モノクローナル抗体の抗原結合部分がＷｎｔ１特異的であり，優先的にＷｎｔ１誘導シグナル伝達経路を阻害するが，Ｗｎｔ３ａ誘導シグナル伝達経路を阻害しない」等の主として機能によって特定される広範な化学物質の発明について特許を受けようとするものである。…
　本件明細書には，具体的な抗体の抗原結合断片Ｆａｂを得たことをうかがわせるプライベート番号…が記載されているものの，それらの具体的なＦａｂの構造（アミノ酸配列）も，当該抗原結合断片が認識するエピトープ（ＬＲＰ６中の数個のアミノ酸配列）も記載されていない（…実験結果が記載されていたと推測される図が全て欠落しているため，これらのＦａｂが有する詳細な機能・特性の検証自体が事実上不可能である。）。そして，特許請求の範囲には，「モノクローナル抗体の抗原結合部分がＷｎｔ１特異的であり，優先的にＷｎｔ１誘導シグナル伝達経路を阻害するが，Ｗｎｔ３ａ誘導シグナル伝達経路を阻害しない」という機能的な特徴を有することが記載されているものの，これらの機能と得られたＦａｂの構造上の特徴等を関連づける情報も何ら記載されていない。　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
	負不△

	平成28年

(ワ)
第25956号

平成29年

(ワ)
第27366号

＜柴田＞

H30.12.27
	磁気記録媒体

（SONYv.富士FILM）

*数値に上限/下限無し⇒メカニズム非公知＆明細書に記載なし

⇒サポート要件×

*訂正で実施例が減り課題解決の裏付け×

*審決は、新規性×も判断した(無効2016-800128)
	＜訂正前のクレーム＞

　…式（１）には，Ｈｃ×（１＋０．５×ＳＦＤ）の値の上限値がないところ，実施例で示されているのは前記の範囲であって，その値が実施例で示されたものよりも大きくなった場合などを含めた，式（１）の関係が満たされることとなる場合において，当業者が，前記の課題を解決できると認識できたとはいえない…。

＜訂正後のクレーム（保持力Ｈｃを２１０以上，２２１以下とした）＞

　式（１）について，磁気記録媒体の技術分野で広く知られている式であることを認めるに足りる証拠はなく，本件明細書において，式（１）の意義に関する記載はない。…原告の主張は，式（１）の意義に関して，オーバーカレント状態において，磁性粒子自体のＨｃのばらつきが大きくなることによって，そのばらつきが大きくない場合に比べ，再生出力が大きくなり記録電流値の裕度が大きくなることをいうものといえるが，本件明細書にそのことを述べる記載がなく，また，本件出願当時，当業者にとってそのことが技術常識であったことを認めるに足りる証拠はない。…Ｈｃが２１０以上という本件訂正事項１－１によって，実施例２は本件訂正発明の実施例でなくなる。したがって，実施例は，実施例３及び実施例４のみであり，また，…「最適記録電流」の点から実施例３が実施例とならないとすると，実施例は，実施例４のみとなる。そうすると，式（１）には上限値は定められておらず，下限値である２３０以上の数値の全てにわたり式（１）を満たすことになるにもかかわらず，本件明細書記載の実施例において課題を解決できることが裏付けられるＨｃ×（１＋０．５×ＳＦＤ）の数値（範囲）は，２４５．８（又は２４５．８～２４７．５）に限られることになる。そして，本件明細書にはこの数値（範囲）よりも大きい数値の磁気録媒体の記録電流値の裕度を確保することができることに関する記載はない。…更に，本件訂正発明においては，Ｈｃの上限値は定められたが，ＳＦＤの下限値は定められていない。そして，例えば，Ｈｃが上限値である２２１の場合，ＳＦＤが０．０８２であっても，式（１）を満たすこととなるが，実施例４のＳＦＤは０．３４１であり，実施例よりも大幅に小さいＳＦＤの値の場合に，当業者が前記の課題を解決できると認識できたとはいえない。　　　　　　　　　
	負不△

	平成30年

(行ケ)
第10073号

＜森＞

H31.2.7
	インクカートリッジＩＣチップ

*クレーム中に課題を解決できない構成も含まれている
	【請求項１】…実行可能な状態と実行不可能な状態とを含むことを特徴とするインクカートリッジＩＣチップ。
…本願発明１は，インクカートリッジＩＣチップに関し，…インクカートリッジ位置の検出過程における誤報率を減らすことを課題とする（【０００１】，【０００６】）。…は…本願発明７及びこれを更に限定した本願発明８～１３に係る実施例であって，インクカートリッジＩＣチップの状態が実行可能な状態と実行不可能な状態とを含むものではない点において，本願発明１に含まれる実施例とは認められない。…本願明細書に接した当業者は，本願発明１のうち，上記実施例（【００２０】，【００２４】，【００８４】～【００９１】）に該当するものについては，本願発明１の課題を解決できると認識するが，本願発明１のうち，その余の構成のものについては，本願発明１の課題を解決できると認識することはできない…。 
	負不△

	平成29年

(行ケ)
第10200号

＜鶴岡＞

H31.2.18
	回転数適応型の動吸振器を備えた力伝達装置

*クレーム(数値範囲)に課題を解決できない構成も含まれている
	…本件明細書の発明の詳細な説明には，…ことが示され，この記載の対応する限度では，当業者は，本件発明の課題…を解決できるものと認識できる…。しかし，…特許請求の範囲には，次数オフセットｑＦについての具体的な設定の手法等を特定する記載はなく，…任意に設定された次数オフセットｑＦだけ高い次数値への次数オフセットをする場合も含まれるというべきであるが，このような任意に設定した次数オフセットｑＦをとった場合については，本件明細書の記載から当業者が本件発明の課題を解決できるものと認識できるとはいえない。　　　　　　　　　　　　　　　　
	負不△

	平成30年

(行ケ)
第10034号

＜高部＞

H31.3.20
	液晶表示デバイス

*明細書に課題として記載されたとおり、課題を（限定的に）認定した
*実施例同士が矛盾

*審決の予告で留保・有効判断の理由で、無効審決はダメ

*審決の予告と実質的に同じ内容であればOK
	　本件訂正発明の解決しようとする課題は，「偏光板の光学的性質を広い視角範囲にわたり増強させ，組立てが容易であり，重合性メソゲン物質の混合物が高融点を示し配向及び重合に高温を要するという欠点を有していない補償膜の提供，及びこのような補償膜を備えた液晶表示デバイスの提供」にあるものと認めるのが相当である。そして，本件訂正発明は，このような課題を解決するための手段として，特定の構造を有するメソゲン化合物を含む混合物の重合によって構成されるホメオトロピック配向又は傾斜したホメオトロピック配向を有する補償膜を用いたものであると認められる。

　本件訂正発明におけるメソゲン化合物ａ，ａ１，ａ２を定義する式I ないしI’は，請求項によってその具体的内容を多少異にするものの，いずれも当該式を構成する重合性基Ｐ，スペーサー基Ｓｐ，結合基Ｘ，メソゲン基ＭＧ，末端基Ｒといった基本骨格部分において非常に多くの化合物を含む表現である上，これらに結合する置換基の選択肢も考慮すれば，その組合せによって膨大な数の化合物を表現し得るものとなっている。このような場合に，特許請求の範囲の記載が，明細書のサポート要件に適合するためには，発明の詳細な説明は，上記式が示す範囲と得られる効果との関係の技術的な意味が，特許出願時において，具体例の開示がなくとも当業者に理解できる程度に記載するか，又は，特許出願時の技術常識を参酌して，当該式が示す範囲内であれば，所望の効果が得られると当業者において認識できる程度に，具体例を開示して記載することを要するものと解するのが相当である。換言すれば，発明の詳細な説明に，当業者が当該発明の課題を解決できると認識できる程度に，具体例を開示せず，特許出願時の当業者の技術常識を参酌しても，特許請求の範囲に記載された発明の範囲まで，発明の詳細な説明に開示された内容を拡張ないし一般化できるとはいえない場合，サポート要件に適合するとはいえない。

　…本件訂正発明におけるメソゲン化合物ａ，ａ１，ａ２を定義する式I ないしI’は，その組合せによって膨大な数の化合物を表現し得るものとなっている。他方，本件訂正発明の実施例である例１Ａ～例３においてメソゲン化合物として用いられている化合物⑴～⑻は，…化学構造が類似するごく限られた化合物に限られる。
　例えば，重合性基Ｐがメタクリレート基であるモノマーを含むと安定な配向を得にくくなる場合が生じてくることが知られている（乙４）。また，例えばスペーサー基Ｓｐを構成する（その一部の置換えも含む。）アルキレン基として炭素数が１の場合と２０の場合とでは化合物の特性が大きく異なることが予測されることなど，配合するメソゲン化合物の化学構造がその配向性や配向膜の特性に影響することは，現に引用例において様々な構造の化合物につき検討されていることからもうかがわれるように，本件優先日当時における当業者の認識であったと考えられる。そうすると，本件訂正発明に係る式I で表される広範な重合性メソゲン化合物のいずれかを含む混合物とした場合に，これによって，前記認定に係る本件訂正発明の課題を解決するような補償膜として好適なフィルムが得られるとはいえない。…また，本件訂正明細書で同様に「高融点を有し，従って配向および重合に高温を要」するものとして例示されたHeynderickx, Broer 等の刊行物（乙２）に記載されている‘Scheme 1’の化合物については，引用例にも，「一般式（Ｒ－２）において，Ｒ５がメチル基の化合物８０重量部及びＲ５が水素原子の化合物２０重量部から成る液晶組成物は，８０～１２１℃と室温よりかなり高い温度範囲でネマチック層を示し，また予期しない熱重合に起因してこのような重合性液晶組成物を用いて作製される光学異方フィルムのメソゲンの配向が不均一となるという欠点があった。」と記載されている。ところが，これらの化合物はいずれも，本件訂正発明に係る式I で定義される広範な化合物に含まれるのであって，本件訂正明細書の内部でいわば記載内容に矛盾を生じている。        
	負不△

	東京地判
平成29年
(ワ)
第44053号
＜山田＞
	抗ＣＤ２０抗体の投与を含むＢ細胞リンパ腫の併用療法

*明細書中の記載が、発明の用途に対応するとは認められなかった

⇒課題云々ではなく、発明の用途の記載又は示唆がないとされた
	…抗ＣＤ２０抗体ないしキメラ抗ＣＤ２０抗体として示されるリツキシマブの投与時期について，【００１５】では，「他の治療法の前または後」と「同時にまたは同じ時間枠（すなわち，治療は同時に進んでいるが，薬剤は全く同時に投与されるわけではない）」が併記されるにとどまり，また，【００１７】では，「化学療法の前…または後」と「その最中」が併記されるにとどまっており，化学療法に用いられる薬剤の投薬期間や休薬期間に係る説明はされていないから，これらの記載をもって，リツキシマブをＣＨＯＰ療法の各薬剤の投薬期間中に投与するという本件発明１の用途を認識することは困難であり，もとより，リツキシマブを含む医薬組成物と化学療法に用いられる各薬剤を化学療法の各サイクルの１日目に投与するという本件発明３の用途を認識することもできない。…リツキシマブを含む医薬組成物について，対象疾患，併用される化学療法及び投与時期を特定した用途発明であるところ，【００１５】では，対象疾患及び併用される化学療法が特定されておらず，【００１７】でも，対象疾患が特定されておらず，併用される化学療法であるＣＨＯＰ療法も多数の選択肢の一つとして挙げられるにとどまっているから，その意味でも，これらが本件発明１及び３の用途を記載又は示唆するものと認めるに足りない。…　
	負不〇

	平成30年

(行ケ)
第10110号

第10112号

第10155号

＜大鷹＞

R1.11.14


	セレコキシブ組成物

*数値限定発明は、数値の全範囲で課題を解決できると認識できる必要あり‼

⇒サポート要件×

*別件令和1年(行ケ) 10137＜大鷹＞は、進歩性〇
	【請求項１】・・・１０ｍｇ乃至１０００ｍｇの量の微粒子セレコキシブを含み，一つ以上の個別な固体の経口運搬可能な投与量単位を含む製薬組成物であって，粒子の最大長において，セレコキシブ粒子のＤ９０が２００μｍ未満である粒子サイズの分布を有する製薬組成物。

　特許法３６条６項１号は，特許請求の範囲の記載に際し，発明の詳細な説明に記載した発明の範囲を超えて記載してはならない旨を規定したものであり，その趣旨は，発明の詳細な説明に記載していない発明について特許請求の範囲に記載することになれば，公開されていない発明について独占的，排他的な権利を請求することになって妥当でないため，これを防止することにあるものと解される。そうすると，所定の数値範囲を発明特定事項に含む発明について，特許請求の範囲の記載が同号所定の要件（サポート要件）に適合するか否かは，当業者が，発明の詳細な説明の記載及び出願時の技術常識から，当該発明に含まれる数値範囲の全体にわたり当該発明の課題を解決することができると認識できるか否かを検討して判断すべきものと解するのが相当である。
　…難溶性薬物については，溶媒による濡れ性が劣る場合には，粒子径を小さくすると凝集が起こりやすくなり，有効表面積が小さくなる結果，溶解速度が遅くなることがあり，また，粒子を微小化することにより粉体の流動性が悪くなり凝集が起こりやすくなることがあることは周知又は技術常識であったことに照らすと，難溶性薬物であるセレコキシブについて，「セレコキシブのＤ９０粒子サイズが約２００μｍ以下」の構成とすることにより，セレコキシブの生物学的利用能が改善されることを直ちに理解することはできない。 
　また，本件明細書の記載を全体としてみても，粒子の最大長におけるセレコキシブ粒子の「Ｄ９０」の値を用いて粒子サイズの分布を規定することの技術的意義や「Ｄ９０」の値と生物学的利用能との関係について具体的に説明した記載はない。
 しかるところ，「Ｄ９０」は，粒子の累積個数が９０％に達したときの粒子径の値をいうものであり，本件発明１の「Ｄ９０が２００μｍ未満である」とは，２００μｍ以上の粒子の割合が１０％を超えないように限定することを意味するものであるが，難溶性薬物の原薬の粒子径分布は，化合物によって様々な形態を採ること…に照らすと，２００μｍ以上の粒子の割合を制限しさえすれば，９０％の粒子の粒度分布がどのようなものであっても，生物学的利用能が改善されるとものと理解することはできない。 
　以上によれば，本件明細書の…記載から，「セレコキシブのＤ９０粒子サイズが約２００μｍ以下」とした場合には，その数値範囲全体にわたり，セレコキシブの生物学的利用能が改善されると認識することはできない。　　　
	負不〇

	平成27年

(ワ)
第21684号

＜佐藤＞

H30.4.20
	アルミニウム缶内にワインをパッケージングする方法

*優先日の技術水準から課題解決メカニズムが知られていなかった

⇒具体例(試験)も×

⇒サポート要件×

*実施可能要件も×（過度の試行錯誤）
	…「遊離ＳＯ2」，「塩化物」及び「スルフェート」のうち，「遊離ＳＯ2」については，金属腐食性の強い物質であり，その含有量が低いほど金属缶入りワインの耐食性が向上することは当業者に周知の事項である…。しかし，「塩化物」及び「スルフェート」については，アルミニウム容器に対して負の影響を及ぼす因子であることは技術常識であったとしても，一方では，乙２９文献の表２に，硫酸及び塩酸が「化学的／物理的安定性」については正の影響を与えることが示されているのであるから，ワインの品質の保持のためには，その濃度を高くすることも考え得るのであって，本件特許の出願日当時，本件発明の効果を実現するためにその濃度を低くすることが当然であるとの技術常識が存在したということはできない。

　また，乙２９文献の表２及び３によれば，ワインをパッケージングしたアルミニウム容器に対して負の影響を及ぼす成分等は他に複数あるものと認められるところ（例えば，リンゴ酸，クエン酸，炭酸ガス，酸素，銅イオン，亜鉛イオンなど），その中で「遊離ＳＯ2」，「塩化物」及び「スルフェート」の各成分の濃度を特定すれば，他の成分の濃度等を特定することなく本件発明の効果を実現できることが技術常識であったと認めるに足りる証拠はない。むしろ，当業者であれば，「遊離ＳＯ2」，「塩化物」及び「スルフェート」以外の様々な成分等もアルミニウム缶にパッケージングされたワインの品質に影響を及ぼすと考えるのが通常であるということができる。そうすると，「遊離ＳＯ2」，「塩化物」及び「スルフェート」の濃度のうち，特に「塩化物」及び「スルフェート」の濃度に係る構成については，その濃度範囲を特定することの技術的な意義，本件発明の効果との関係，濃度の数値範囲の意義についての記載がないと，当業者は，特許請求の範囲に記載された構成により本件発明の課題を解決し得ると認識することができない…。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	負不△

	平成30年

(行ケ)
第10084号

＜大鷹＞

平成30年

(ネ)
第10040号

＜大鷹＞

同日/同旨
	アルミニウム缶内にワインをパッケージングする方法

*サポート要件の判断枠組みを問題とした

*数値限定発明は、数値の全範囲で課題を解決できると認識できる必要あり‼

⇒サポート要件×


	【請求項】３５ｐｐｍ未満の遊離ＳＯ２と，３００ｐｐｍ未満の塩化物と，８００ｐｐｍ未満のスルフェートとを有することを特徴とするワインを意図して製造するステップ…を含む，アルミニウム缶内にワインをパッケージングする方法。
　本件明細書の発明の詳細な説明の記載から，本件発明１の課題（「アルミニウム缶内にパッケージングしたワインの品質（味質）が保存中に著しく劣化しないようにすること」）を解決できるかどうかを確認する方法は，味覚パネルによる官能試験の試験結果によらざるを得ないことを理解できる。…本件明細書の発明の詳細な説明には，白ワインの保存評価試験…において「許容可能なワイン品質が味覚パネルによって確認された」ワインの保存開始時（「初期」）の塩化物及びスルフェートの各濃度についての具体的な開示はなく，仮にこれらの濃度が，本件発明１で規定するそれぞれの濃度（「３００ｐｐｍ未満の塩化物」及び「８００ｐｐｍ未満のスルフェート」）の範囲内であったとしても，それぞれの上限値に近い数値であったものと当然には理解することはできないから，上記保存評価試験の結果から，本件発明１の対象とするワインに含まれる塩化物の濃度範囲（３００ｐｐｍ未満）及びスルフェートの濃度範囲（８００ｐｐｍ未満）の全体にわたり「ワインの味質」が保存中に著しく劣化しないことが味覚パネルによる官能試験の試験結果により確認されたものと認識することはできない…。…

　アルミニウム缶の腐食原因である「塩化物」の濃度を３００ｐｐｍよりも低くすればするほど，同腐食原因である「スルフェート」の濃度を８００ｐｐｍよりも低くすればするほど，アルミニウム缶の腐食防止効果がより高まるといえるとしても，…アルミニウム缶に保存されたワイン中のアルミニウム含有量とワインの味質の劣化との具体的な相関関係は明らかではなく，本件発明１の上記課題を解決できるかどうかを確認する方法は，味覚パネルによる官能試験の試験結果によらざるを得ない。  
	負不△

	東京地判
平成29年

(ワ)
第13797号

＜佐藤＞
R1.7.31
JP6116658
	気体溶解装置

*数値限定発明は、数値の全範囲で課題を解決できると認識できる必要あり‼

⇒サポート要件×
R2.2.19H31年(行ケ)10025＜大鷹＞JP6116658は、0.8≦Ｌ≦1.4の場合も課題を解決できると認識できると判断し、サポート要件〇とした
	ア　…本件訂正は，特許請求の範囲請求項１の「細管」の内径及び長さについて「１．０ｍｍより大きく３．０ｍｍ以下の内径の細管（但し，０．８ｍ以下の長さのものを除く）」と特定するものである。本件訂正後の請求項１の記載によれば，本件訂正後の「細管」の長さは０．８ｍより長いものをすべて含むと解される。
イ 本件訂正発明の目的は，①気体を過飽和の状態に液体へ溶解させ，かかる過飽和の状態を安定に維持して提供すること，②ウォーターサーバー等へ容易に取り付けることができる気体溶解装置を提供することにあるところ…，同明細書等には維持すべき過飽和の濃度に関し，「２．０ｐｐｍより大きいことで過飽和状態を維持できる」…と記載されている。そして，本件訂正発明の「管状路」について，…「管状路５ａは，内部を流れる液体の圧力にもよるが比較的長尺であり径が小さいことが好まし」いと記載されている。本件明細書等の上記記載によれば，本件訂正発明の課題である過飽和状態の安定的な維持のためには，過飽和の濃度が２．０ｐｐｍより大きいことを要すると解されるところ，管状路（細管）の長さについては，比較的長尺が好ましいとの記載が存するのみで，具体的にどのような長さであれば本件訂正発明の課題を解決することができるかは明らかではない。

ウ そこで，本件明細書等に開示された実施例及び比較例を参酌すると，実施例１～１３については，長さ１．４ｍから４ｍまでの長さの細管を使用し，過飽和の状態の水素水を得ることができ，かつ，持続的に維持できたとされている。他方，比較例においては，０．４ｍ及び０．８ｍの長さの細管を使用したところ，２．０ｐｐｍ以上の過飽和状態の水素水を得ることができなかったとされている。…本件明細書等の実施例及び比較例…を参酌すると，長さ１．４ｍから４ｍまでの長さの細管を使用した場合には本件訂正発明の課題を解決することができ，０．８ｍ以下の長さの細管を使用した場合には同課題を解決することができないことが示されているが，長さが０．８ｍより長く，１．４ｍより短い細管については，本件訂正発明の課題を解決し得るような水素水を得られるとの結果は示されていない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	負不〇

	平成31年

(行ケ)
第10003号

＜鶴岡＞

R1.11.11
	ランタン化合物を含む医薬組成物
*「低い摩損度」という課題が、「明らかなひび・割れ・欠け」が生じないことまでを意味すると認定され、開示なしとされた。

*当然のことながら、サポート要件の判断において「課題」は最重要ファクター。

⇒実施例が解決したレベルに合わせて、課題を表現すべき。

*技術常識を裏付ける実験データは提出可
	　原告は，「明らかなひび・割れ・欠け」は，摩損度とは異なる概念であり，本件発明の課題には含まれない，また，仮に含まれるとしても，本件発明の課題は，「速やかな崩壊性，高い硬度及び低い摩損度の両立」である…と主張する。…
　…本件明細書においては，発明を実施するための形態，実施例の箇所において，それぞれ速やかな崩壊性，高い硬度，低い摩損度の具体的な評価方法について記載している。特に，摩損度について，発明を実施するための形態において，「『低い』摩損度とは，例えば，錠剤の摩損度試験法（日局参考情報）に従い，試験を行うとき，０．５％未満（明らかなひび・割れ・欠けなし）である。」…とされ，また，実施例において，「摩損度は，錠剤の摩損度試験法（日局参考情報）に従い，試験を行った。摩損度の目標品質は，通常の錠剤と変わらない取り扱いを目指し，０．５％未満（明らかなひび・割れ・欠けなし）とした。」…と記載されている。そして，本件明細書は，かかる評価方法に従って，崩壊性や硬度について，比較例や実施例を評価しており，摩損度については，明らかなひび，割れ，欠けの個数も含めて評価している…。また，摩損度について，本件明細書が引用する日本薬局方の参考情報は，「試験後の錠剤試料に明らかにひび，割れ，あるいは欠けの見られる錠剤があるとき，その試料は不適合である。もし結果が判断しにくいとき，あるいは質量減少が目標値より大きいときは，更に試験を二回繰り返し，三回の試験結果の平均値を求める。多くの製品において，最大平均質量減少（三回の試験の）が１．０％以下であることが望ましい。」…として，摩損度試験の評価の際に，明らかなひび，割れ，欠けがある場合にそもそも試料が不適合であるとしてかかる概念も含めて評価の対象とするものである。…以上によれば，本件課題である「速やかな崩壊性，高い硬度及び低い摩損度の両立」が解決されたといえるためには，「低い摩損度」概念の中に「明らかなひび・割れ・欠け」がないことも含んだ上で，「速やかな崩壊性」，「高い硬度」及び「低い摩損度」を実現することが必要であると解される。…

…打錠圧を上げ，あるいは，予圧をすることによって本件課題を解決することができるとの技術常識があるとは認められない。そして，かかる技術常識が存在しない以上，それを裏付ける実験データ…を考慮することはできない。　　

	負不★★★

	平成29年
（ワ）
第24598号
＜柴田＞
	セルロース粉末
*サポート要件×、（実施可能要件〇）

⇒実施可能要件では、当該条件（加水分解）で測定できるか否かが問題とされた

　

⇒サポート要件では、レベルオフ重合度が、加水分解で変化すると書証で示した被告側の主張が認められ、実験で応酬した原告側の主張が斥けられた。
	【請求項１】・・・平均重合度が，該セルロース粉末を塩酸２．５Ｎ，１５分間煮沸して加水分解させた後，粘度法により測定されるレベルオフ重合度より５～３００高いことを特徴とするセルロース粉末。
　本件発明…は，…２．５Ｎ塩酸，１５分，沸騰温度という具体的な本件加水分解条件で測定された重合度（平均重合度）をレベルオフ重合度とするものである（そのような具体的な本件加水分解条件で測定されることを前提として実施可能要件を充足する。）。したがって，本件では，本件加水分解条件という具体的な条件で加水分解された後に測定されるレベルオフ重合度について，優先日当時，当業者が，技術常識に基づいて，発明の詳細な説明に記載された原料パルプのレベルオフ重合度と，原料パルプを加水分解して得られたセルロース粉末のレベルオフ重合度とが同一であると認識することができるかが問題となる…。
　発明の詳細な説明の実施例２ないし７のセルロース粉末は，…原料パルプを…加水分解したものであり，天然セルロースを温和な条件で加水分解したものといえる。…優先日当時，当業者が，本件明細書に記載された原料パルプのレベルオフ重合度とそこから加水分解して生成されたセルロース粉末の本件加水分解条件によるレベルオフ重合度が同じであると認識したと認めることはできない。また，発明の詳細な説明の実施例は，具体的な原料パルプから明細書記載の特定の条件の加水分解，攪拌，噴霧乾燥を経て得られたセルロース粉末である。当業者が，優先日当時，技術常識に基づいて，記載されている当該原料パルプのレベルオフ重合度に基づいて，上記具体的な条件で得られたセルロース粉末について，本件加水分解条件によるレベルオフ重合度の値を認識することができたとも認められない。…したがって，本件明細書の発明な詳細には，本件特許請求の範囲に記載された要件を満たす実施例の記載はないこととなる。そうすると，本件明細書の発明な詳細において，特許請求に記載された本件差分要件の範囲内であれば，所望の効果（性能）が得られると当業者において認識できる程度に具体的な例が開示して記載されているとはいえない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　 　
	負不〇

	令和1年
（行ケ）
第10136号
＜鶴岡＞
	パロノセトロン液状医薬製剤

*サポート要件×
⇒クレームアップされた課題・効果も当業者が課題解決を認識できるように記載する必要あり
Cf. 平成31年(ネ)10014〔PCSK9に対する抗原…〕

Cf. 平成28年(行ケ)10189〔光学ガラス〕
	【請求項１】 …少なくとも２４ケ月の貯蔵安定性を有する溶液であって， 当該薬学的に許容される担体はマンニトールを含む，前記溶液

本件明細書には，２４ケ月要件を備えたパロノセトロン製剤が記載されているとはいえないし，本件出願時の技術常識に照らしても，当業者が，本件各発明につき，医薬安定性が向上し，２４ケ月以上の保存を可能にするパロノセトロン製剤とその製剤を安定化する許容される濃度範囲を提供するという本件各発明の課題…を解決できると認識できる範囲のものであるとはいえない。…
原告は，本件においては，２４ケ月要件を追加する補正が必要になることは予見できなかったものであり，その点を根拠付けるための記載が不十分であったことにはやむを得ない事情があるから…実験結果を追加することは許されるべきであるという趣旨の主張をする。しかしながら，そのような事情があるからといって，実験結果の後出しが許されることになるのかはそもそも疑問である。また，出願の過程で，様々な補正が必要になることは一般的に生じ得る事態であるところ，原告は，出願当初から，本件明細書に，本件各発明の課題は，医薬安定性が向上し，長期間の保存を可能にするパロノセトロン製剤とその製剤を安定化する許容される濃度範囲を提供することであると記載し…，かつ，パロノセトロンを用いる効果的かつ多用途の製剤は，室温で２４ケ月を超える期間，保存安定的であると記載していた…のであるから，２４ケ月要件を追加する補正が予想外の事態であったといえるかどうかにも問題があり，原告の主張には，その前提においても疑問がある。…　  　　　　　　　
	負不★

	令和2年
（ネ）
第10039号
＜鶴岡＞
原判決はHP掲載無し
	アンテナ装置

*サポート要件×
（※厳密な科学的な証明に達する程度の記載までは不要）
=H27(行ケ)10026「回転角検出装置」＜清水＞
*クレームされていない構成/数値を問題とした
*課題が認識し得ない構成を一般的に含む

⇒サポート要件違反

(電気/機械でサポート要件違反は珍しい)
*背景技術の課題は、本件発明の課題ではないと判断した
	発明の詳細な説明に記載された発明の課題は，限られた空間しか有していないアンテナケースを備えるアンテナ装置に既設の立設されたアンテナ素子に加えてさらに平面アンテナユニットを組み込むと相互に他のアンテナの影響を受けて良好な電気的特性を得ることができないという課題であり…，このような課題を当業者が認識するためには，限られた空間しか有しないアンテナ装置において，既設の立設されたアンテナ素子に加えて新たに平面アンテナユニットを組み込むことが前提となる。しかし，請求項１に記載された発明は，そもそもアンテナ素子以外に平面アンテナユニットが組み込まれていないアンテナ装置の発明を含み…，そのような構成の発明の課題は，発明の詳細な説明には記載されていない。そのため，請求項１に記載された発明は，当業者が発明の詳細な説明の記載によって課題を認識できない発明を含むものであり，当業者が課題を解決できると認識できる範囲を超えたものである。 

また，請求項１に記載された発明は，アンテナ素子に加えて平面アンテナユニットが組み込まれてはいるものの，アンテナ素子の下縁と平面アンテナユニットの上面との間隔が約０．２５λ未満であるアンテナ装置の発明を含むが…，発明の詳細な説明には，課題を解決する方法として，平面アンテナユニットの上面とアンテナ素子の下端との間隔を約０．２５λ以上とすることが記載されており，アンテナ素子の下縁と平面アンテナユニットの上面との間隔を約０．２５λ未満とするならば，発明の詳細な説明に記載された課題を解決することはできない。そのため，請求項１に記載された発明は，この点においても当業者が発明の詳細な説明に記載された解決手段によって課題を解決できると認識できない発明を含むものであり，当業者が課題を解決できると認識できる範囲を超えたものである。…
控訴人の主張する第１の課題は，本件特許の背景技術の課題であって，出願人が出願した特許（特願２００６－３１５２９７）においてその課題は解決されたものであり，発明の詳細な説明には，そのような背景技術の課題が解決されてもなお生じる課題として，限られた空間しか有していないアンテナケースを備えるアンテナ装置に既設の立設されたアンテナに加えてさらに平面アンテナユニットを組み込むと，相互に他のアンテナの影響を受けて良好な電気的特性を得ることができないという課題（控訴人の主張する第２の課題に相当する。）が示されているものと認められる。そのため，第１の課題は，特許請求の範囲記載の発明により解決すべき課題として発明の詳細な説明に記載された課題であるとは認められない。…
控訴人は，本件明細書に記載された基礎出願…及びその国際出願…は，請求項１に対応する内容を含むものであるとした上で，本件明細書の発明の詳細な説明に記載された発明は，基礎出願…及び国際出願…の内容を含むから，発明の詳細な説明に記載された発明も，請求項１に記載された発明を含むと主張する…。しかし，記載要件の適否は，特許請求の範囲と発明の詳細な説明の記載に関する問題であるから，その判断は，第一次的にはこれらの記載に基づいてなされるべきである。このことは，サポート要件を充足するかどうかの判断に際しての課題の認定に関しても同様であり，基礎出願…及び国際出願…の内容に基づいて発明の詳細な説明に記載された課題を認定する旨の控訴人の上記主張は，採用することができない。　　　　　　 
	負不★★★

	平成20年
（ネ）
第10088号
＜飯村＞
	対物レンズと試料との位置関係を逆にして拡大像を得る方法

*「前記レンズに前記観察する試料を直接接触させつつ」
⇒サポート要件×
	本件明細書の発明の詳細な説明には，レンズに観察する試料を直接接触させることを記載した箇所はない。…図４の実施例…レンズに試料が直接接触する可能性があることは否定し得ないものの，常にレンズに試料が直接接触することまでは認められない。むしろ，『観察するポイントを移動するときは…ずらせれば良い。』との記載は，試料が試料受けシート(43)にのみ付着していてレンズには付着しておらず，試料受けシート(43)をずらすことにより，レンズの正面に位置する試料をずらし，試料の観察ポイントを移動することを意味していると解するのが自然である。…
（請求項２及び３はサポート要件・補正要件×。請求項５及び６は有効⇒特許権者勝訴）
⇒明細書中の同じ開示につき、原審・東京地判平成18年（ワ）22106＜阿部＞と、サポート要件・補正要件の判断が変更!!
	負不★

	令和2年

(ネ)
第10045号

＜菅野＞
（＝原審）
	ドットパターン

*明細書中の開示が整合するだけでは、記載として不足。
⇒サポート要件×(請求項３)
	…確かに，ドットパ ターンの方向を意味するドット又はドット群を設けてこれらを非回転対称の配置にすればドットパターンの向きを認識できることは明らかであり，また，図５ないし８に記載された「ｘ，ｙ座標フラグ」又は「一般コードフラグ」は非回転対称の位置に配置されているとはいえるから，これをドットパターンの向きを意味するドットとして兼用することも可能である。しかしながら，本件明細書３は，そのような構成としたものと理解すべき記載となっておらず，「本来の位置からのずらし方」としてどのような選択に従い本件発明３を構成したのかがそもそも記載されているとはいえない…。
	負不〇

	平成30年
（行ケ）
第10134号
＜森＞
	液晶媒体

*明細書に記載なく技術常識でもない
⇒追試考慮不可

	　原告は…実験について主張する。しかし，…本件明細書には，ｎ型の液晶化合物を用いたディスプレイにおいてＫ１を減少させることによって，しきい値電圧を低減できることは記載されておらず，また，上記実験結果が，本件特許の出願日当時，当事者の技術常識であったとも認められないから，上記実験結果を参照して，ｎ型液晶化合物を用いたディスプレイにおいて，Ｋ１を減少させることによって，しきい値電圧を低減できることをサポート要件の判断に当たって考慮することはできない…。
	負不△

	令和2年

(行ケ)
第10142号

＜森＞
	ロール製品パッケージ
*破れる可能性が高い部分を破れ難くすることを課題としないことは不合理
⇒課題を具体的に認定
⇒サポート要件×
	…「フィルムが破れにくい」という課題を，フィルム及びロール製品を本件発明の数値限定の範囲のものとすることによって解決したことは，本件発明にとって欠かすことができないものであり，これについて発明の詳細な説明の記載及び技術常識により当業者が解決することできると認識できる範囲のものと認められないときは，サポート要件に反する…。…
原告は，本件発明は，包装袋以外の部分の破れ，例えば，持手部の破断の防止までを目的とするものではないと主張するが，…ガゼット包装パッケージを消費者が運搬する場合，持手部に設けられた指掛け用の穴のうち，消費者が指を引っ掛けている部分は破れる可能性が高いのであるから，本件発明において，このような破れる可能性の高い部分のフィルムを破れにくいものとすることを課題としていないということは不合理である。…
本件官能評価によって，本件ロール製品パッケージを持手部を持って運搬する際に本件接合部分のフィルムが破れにくいといえても，持手部のないキャラメル包装パッケージを原告把持方法によって運搬する際にも，本件接触部分のフィルムが破れにくいということはできない…。
	負不〇

	令和2年

(ワ)
第22071号

＜國分＞
	角栓除去用液状クレンジング剤
*発明の課題を限定的に解釈した～課題欄は従来技術の課題解決を踏まえて解釈される
	…【０００６】には，本件発明の目的が「タンパク質を抽出できる液状化粧品を提供すること」と記載されているにとどまり，界面活性剤の含有の有無や含有量，界面活性剤がタンパク質の抽出に与える作用に関する記載はない。しかし，本件明細書において，【０００６】は，【０００５】とともに「発明が解決しようとする課題」についての記載と位置付けられるところ，【０００５】には，「界面活性剤は，皮膚に負担をかけ，荒れ等を生じさせ得るため，界面活性剤を使用していないか，又は，界面活性剤の使用量が極少量である方法が求められていた。」との記載が存在する。そうすると，【０００６】に記載された本件発明の目的は，【０００５】に記載された従来技術の課題の解決を踏まえたものと解釈するのが合理的である。…
本件発明の課題は，単にタンパク質を抽出できる液状化粧品を提供することと解することはできず，界面活性剤を使用していないか又は界面活性剤の使用量がごく少量であってもタンパク質を抽出できる液状化粧品を提供することである…。
	負不△

	東京地判
平成30年(ワ)
第17586号
平成31年(ワ)
第7191号
令和2年(ワ)
第7989号
令和3年(ワ)
第8097号
＜柴田＞
	医薬（第二次訴訟）
（東和薬品v.興和）
*先行する差止請求事件は特許権者勝訴
平成29年(ネ)10090＜高部＞先使用不成立

⇒損害賠償請求事件（本件）はサポート要件違反
*発明の課題を具体的数値で再設定した
⇒結晶セルロース無しで課題達成認識不可
*控訴審判決令和4年(ネ)10052＜本多＞は進歩性×
	…本件各発明の課題は、ラクトン体の生成率を抑制した医薬品を提供することであり、その課題の解決とは、本件各発明が医薬品を提供する発明であることを前提として、水分含量を「２．９質量％以下」という一定値以下にすることによりラクトン体の生成率（４０℃７５％ＲＨ２か月後）が０．２３％と０．３５％の間のいずれかの値以下に抑制されたことをいう…。
…処方例１に基づき製造された口腔内崩壊型錠剤については、固形製剤の水分含量を２．９質量％以下にすることによって、ラクトン体の生成を相当量に抑制することができ、本件各発明の課題が解決されたことが記載されているといえる。

他方、本件明細書には、本件各発明の実施例としては、上記の実施例の記載があるだけであって、表２の処方例１に基づき製造された口腔内崩壊型錠剤以外の構成を有する本件各発明の医薬品について、本件各発明の固形製剤の水分含量を２．９質量％以下にした場合のラクトン体の生成率を示した実施例の記載はない。

…処方例１に基づき製造された口腔内崩壊型錠剤に含有する結晶セルロースがピタバスタチンカルシムの安定性に寄与した可能性がある…。これに加えて、本件明細書には、本件各発明の固形製剤の水分含量を２．９質量％以下にすることによって、ラクトン体の生成が抑制される具体的な作用機序についての記載はない…。そして、表２の処方例１に基づき製造された口腔内崩壊型錠剤以外の構成について、固形製剤の水分含量を２．９質量％以下にすることによって、ラクトン体の生成率がどのようになるか示した実施例の記載もなく、また、処方例１に基づき製造された口腔内崩壊型錠剤の結晶セルロースを除いた構成によってラクトン体の生成率を抑制した医薬品を提供することができるとの技術常識もない。

これらを併せて考えれば、本件明細書の記載から、当業者が、本件各発明の固形製剤の水分含量を２．９質量％以下にすることにより、結晶セルロースを除いた構成によってラクトン体の生成率（４０℃７５％ＲＨ２か月後）が０．２３％と０．３５％の間のいずれかの値以下に抑制された医薬品を提供することができると認識することはできず、本件各発明の課題を解決することができると認識することはできないというべきである。
	負不△

	平成20年
（ワ）
第38602号
＜東海林＞
	無線アクセス通信システム
*発明の詳細な説明に記載がない
⇒サポート要件×
	…本件当初明細書等に記載された時刻の制御は，交換システムの内部構成におけるプロセッサからボコーダに送信する時刻を制御することを意味するものであって，「交換システム」の「出口」から「送信」する「時刻」を制御するものについては何らの記載もなく，また，示唆もない…。…本件発明…「入トラヒックを運ぶパケットが当該交換システムの出口から送信される時刻の前の所定のウィンドウ時間内に当該交換システムの入口で受信されるように入トラヒックを当該交換システムの出口が送信する時刻を制御する手段」と解釈される部分は…本件明細書等の発明の詳細な説明に記載のない事項であり，かつ，本件明細書等の発明の詳細な説明の記載により当業者が当該発明の課題を解決できると認識できる範囲のものでもなく，また，その記載や示唆がなくとも当業者が出願時の技術常識に照らし当該発明の課題を解決できると認識できる範囲のものともいえない…。
	負不○

	令和3年
（行ケ）
第10093号
＜菅野＞
＝
令和3年
（行ケ）
第10094号
＜菅野＞
(二次判決)
平成29年(行ケ) 10225＜大鷹＞
PCSK9前訴(サノフィ)は同じ特許で、サポート要件〇
	PCSK9に対する抗原結合タンパク質（アムジエンv. リジェネロン）
*機能的に表現された抗体の発明(リーチスルークレーム？)のサポート要件×
*一連の第一訴訟の裁判長ではない

*前訴で未検討であったメカニズムから主張

*効果のクレームアップでサポート要件を充たすという考え方を否定
*専門家意見書を重視
	　【請求項１】　ＰＣＳＫ９とＬＤＬＲタンパク質の結合を中和することができ，ＰＣＳＫ９との結合に関して，配列番号６７のアミノ酸配列からなる重鎖可変領域を含む重鎖と，配列番号１２のアミノ酸配列からなる軽鎖可変領域を含む軽鎖とを含む抗体と競合する，単離されたモノクローナル抗体

…そもそも本件発明の課題は、…ＬＤＬＲタンパク質と結合することにより、対象中のＬＤＬＲタンパク質の量を減少させ、ＬＤＬの量を増加させるＰＣＳＫ９とＬＤＬＲタンパク質との結合を中和する抗体又はこれを含む医薬組成物を提供することであり、このような課題の解決との関係では、参照抗体と競合すること自体に独自の意味を見出すことはできないから、このような観点からも…本件発明の技術的意義は、２１Ｂ１２抗体と競合する抗体であれば、２１Ｂ１２抗体と同様のメカニズムにより、結合中和抗体としての機能的特性を有することを特定した点にあるというべきである。…
被告は、…２１Ｂ１２抗体（参照抗体）と競合するが、ＰＣＳＫ９とＬＤＬＲタンパク質との結合を中和できない抗体が仮に存在したとしても、そのような抗体は、本件発明１の技術的範囲から文言上除外されているなどとして、本件発明がサポート要件に反する理由とはならない旨主張する。しかし、既に説示したとおり、２１Ｂ１２抗体と競合する抗体であれば、２１Ｂ１２抗体と同様のメカニズムにより、ＰＣＳＫ９とＬＤＬＲタンパク質との結合中和抗体としての機能的特性を有することを特定した点に本件発明の技術的意義があるというべきであって、２１Ｂ１２抗体と競合する抗体に結合中和性がないものが含まれるとすると、その技術的意義の前提が崩れることは明らかである（本件のような事例において、結合中和性のないものを文言上除けば足りると解すれば、抗体がＰＣＳＫ９と結合する位置について、例えば、ＰＣＳＫ９の大部分などといった極めて広範な指定を行うことも許されることになり、特許請求の範囲を正当な根拠なく広範なものとすることを認めることになるから、相当でない。）。…
　本件発明に係る別件審決取消訴訟においては…サノフィによるサポート要件違反に関する主張は退けられている。しかし、これは、当時の主張や立証の状況に鑑み、２１Ｂ１２抗体と競合する抗体は、２１Ｂ１２抗体とほぼ同一のＰＣＳＫ９上の位置に結合し２１Ｂ１２抗体と同様の機能を有するものであることを当然の前提としたことによるものと理解することも可能である。これに対し、本訴においては、【Ａ】博士や【Ｂ】博士の各供述書、【Ｆ】教授の鑑定書等…による構造解析、「ＥＧＦａミミック抗体」に係る関係書証…等の新証拠に基づく新主張により、上記前提に疑義が生じたにもかかわらず、この前提を支える判断材料が見当たらないのであるから、別件判決の結論と本件判断が異なることには相応の理由があるというべきである。
	負不★

	令和3年
（行ケ）
第10152号
＜本多＞
	永久磁石の樹脂封止方法

*課題解決の前提となる構成を削除した分割出願
⇒サポート要件×
	本件発明１には、回転子積層鉄心を搭載する搬送トレイを含む構成の発明だけでなく、この搬送トレイを含まない構成の発明も含まれており、搬送トレイを構成に含まない特許請求の範囲の記載を前提にした場合、…安価に作業ができる永久磁石の樹脂封止方法を提供するという本件発明１の課題を解決できると認識できる範囲のものとはいえない。…段落【００１０】には…搬送トレイを不可欠の構成とはしていないことを前提とした発明の詳細な説明の記載があるが、…本件明細書の発明の詳細な説明の記載によると、従来技術の問題２を解決するために搬送トレイを不可欠の構成としているから、搬送トレイを用いずに本件発明の課題を解決するためには搬送トレイに代わる構成が必要となるものと解されるところ、本件明細書の記載によっても搬送トレイの具体的構造に関する記載…はあるものの搬送トレイに代わる構成を具体的に示唆する記載はなく、これに代わる構成が当業者にとって明らかであることを認めるに足りる証拠もないから、当業者が出願時の技術常識に照らしてみたとしても、発明の詳細な説明に具体的な記載がないまま、回転子積層鉄心を下型上に固定し、また下型から取り外す工程に係る課題を解決できると認識できる範囲のものであるともいえない。
	負不★

	令和4年
（ネ）
第10094号

<清水響>
R1(ワ)30991の第4世代
	２，３－ジクロロ－１，１，１－トリフルオロプロパン，２－クロロ－１，１，１－トリフルオロプロペン，２－クロロ－１，１，１，２－テトラフルオロプロパンまたは２，３，３，３－テトラフルオロプロペンを含む組成物

*分割出願のクレームされた発明が明細書に記載が無い。
⇒サポート要件×
Cf.原審東地令和3年(ワ)29388は不純物や副生成物をクレームアップ⇒分割要件×（新規事項追加）
⇒新規性×
	…本件明細書には、ＨＦＯ－１２３４ｙｆが低地球温暖化係数（ＧＷＰ）を有することが知られており、高ＧＷＰ飽和ＨＦＣ冷媒に替わる良い候補であること、ＨＦＯ－１２３４ｙｆを調製する際に特定の追加の化合物が少量存在すること、本件発明の組成物に含まれる追加の化合物の一つとして約１重量パーセント未満のＨＦＣ－１４３ａがあること、ＨＦＯ－１２３４ｙｆを調製する過程において生じる副生成物や、ＨＦＯ－１２３４ｙｆ又はその原料（ＨＣＦＣ－２４３ｄｂ、ＨＣＦＯ－１２３３ｘｆ、ＨＣＦＣ－２４４ｂｂ）に含まれる不純物が、追加の化合物に該当することが記載されているということができる。
　しかるところ、ＨＦＯ－１２３４ｙｆは、原出願日前において、既に低地球温暖化係数（ＧＷＰ）を有する化合物として有用であることが知られていたことは、【００１０】の記載自体からも明らかである。したがって、ＨＦＯ－１２３４ｙｆを調製する際に追加の化合物が少量存在することにより、どのような技術的意義があるのか、いかなる作用効果があり、これによりどのような課題が解決されることになるのかといった点が記載されていなければ、本件発明が解決しようとした課題が記載されていることにはならない。しかし、本件明細書には、これらの点について何ら記載がなく、その余の記載をみても、本件明細書には、本件発明が解決しようとした課題をうかがわせる部分はない。本件明細書には、「技術分野」として、「本開示内容は、熱伝達組成物、エアロゾル噴霧剤、発泡剤、ブロー剤、溶媒、クリーニング剤、キャリア流体、置換乾燥剤、バフ研磨剤、重合媒体、ポリオレフィンおよびポリウレタンの膨張剤、ガス状誘電体、消火剤および液体またはガス状形態にある消火剤として有用な組成物の分野に関する。特に、本開示内容は、２，３，３，３，－テトラフルオロプロペン（ＨＦＯ－１２３４ｙｆまたは１２３４ｙｆ）または２，３－ジクロロ－１，１，１－トリフルオロプロパン（ＨＣＦＣ－２４３ｄｂまたは２４３ｄｂ）、２－クロロ－１，１，１－トリフルオロプロペン（ＨＣＦＯ１２３３ｘｆまたは１２３３ｘｆ）または２－クロロ－１，１，１，２－テトラフルオロプロパン（ＨＣＦＣ－２４４ｂｂ）を含む組成物等の熱伝達組成物として有用な組成物に関する。」（【０００１】）との記載があるが、同記載は、本件発明が属する技術分野の説明にすぎないから、この記載から本件発明が解決しようとする課題を理解することはできない。そうすると、本件明細書に形式的に記載された「発明が解決しようとする課題」は、本件発明の課題の記載としては不十分であり、本件明細書には本件発明の課題が記載されていないというほかない。…本件明細書の記載により本件発明の課題を解決することができると認識することができるということもできない。…
　仮に、上記【０００１】の記載をもって本件発明の課題を説明したものと理解したとしても、…本件発明の課題は、「２，３，３，３，－テトラフルオロプロペン（ＨＦＯ－１２３４ｙｆまたは１２３４ｙｆ）または２，３－ジクロロ－１，１，１－トリフルオロプロパン（ＨＣＦＣ－２４３ｄｂまたは２４３ｄｂ）、２－クロロ－１，１，１－トリフルオロプロペン（ＨＣＦＯ－１２３３ｘｆまたは１２３３ｘｆ）または２－クロロ－１，１，１，２－テトラフルオロプロパン（ＨＣＦＣ－２４４ｂｂ）を含む組成物等の熱伝達組成物として有用な組成物を提供すること」と理解されることとなるはずである。そして、本件発明は、①ＨＦＯ－１２３４ｙｆ、②０．２重量パーセント以下のＨＦＣ－１４３ａ、③１．９重量パーセント以下のＨＦＣ－２５４ｅｂを含む組成物によって、当該課題を解決するものということになる。しかるところ、本件明細書には、上記①～③を含む組成物についての記載がされているとはいえない。…それのみならず、本件明細書には、このような構成を有する組成物が、ＨＦＯ－１２３４ｙｆの前記有用性にとどまらず、いかなる意味において「有用」な組成物になるのか、という点について何ら記載されておらず、示唆した部分もない。したがって、当業者が、本件明細書の記載から、上記①～③の構成を有する組成物が、熱伝達組成物として「有用な」組成物であるものと理解することもできない。したがって、当業者は、本件明細書の記載により本件発明の課題を解決することができると認識することはない。
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